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Press Release

報道関係者 各位

事務処理誤り等（平成２３年３月分）について

平成23年 3月分の事務処理誤り等の件数及び個別の事案等について、別添

のとおりお知らせいたします。

なお、日本年金機構においては、引続き事務処理誤り等の再発防止に努めてま

いります。

平成２３年４月２７日

（照会先）

品質管理部長 伊藤 誠一

（電話直通 ０３－６８９２－０７５２）

経営企画部広報室

（電話直通 ０３－５３４４－１１１０）
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別添

事務処理誤り等（平成２３年３月分）について

Ⅰ 概 要

日本年金機構（本部及び年金事務所等）における公的年金業務の事務処理誤り及び業

務上発生した事件・事故（以下「事務処理誤り等」という。社会保険庁時代のものを含

む。）について、３月に、本部担当部署及び年金事務所等の事務処理誤り等の詳細な報

告が完了したもの及びシステム事故等の詳細な報告が完了したものを取りまとめたもの。

・これらの事務処理誤り等については、被保険者等の関係者から公表を控えるよう強く要請されない

限り、原則として、その事案の概要等を公表します。今回取りまとめた198件のうち、公表可能な172

件について、その概要を日本年金機構ＨＰに掲載しています。

Ⅱ 状 況

以下の分析については、システム事故等を除く事務処理誤り等の１９８件を対象とし

ています。

１ 事務処理区分別件数

（１）受付時の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件 （0.0%）

〔郵送や窓口で受領した書類の担当部署への回付漏れ等、受付時の誤り〕

（２）確認・決定誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ 90件（45.5%）

〔届書内容の確認誤り、金融機関等のコード記入誤り等、事実関係の誤認や法令の適用誤り〕

（３）未処理・処理遅延・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27件（13.6%）

〔審査決定すべき届書の未処理、社会保険オンラインシステムへの入力漏れ、日本年金機構本部

への進達漏れ、関係部署からの返戻書類の未処理等〕

（４）入力誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18件 (9.1%）

〔数字や氏名等の入力誤り、一部項目の入れ違え等、入力時の誤り〕

（５）通知書等の作成誤り・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ 3件 （1.5%）

〔様式誤り、記載事項誤り等、出力・作成時等の誤り〕

（６）誤送付・誤送信・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ 12件 （6.1%）

〔別の送付先への書類混入等の誤送付、誤送信、誤交付等、配付時の誤り〕

（７）説明誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18件 （9.1%）

〔窓口、電話等での制度説明誤り、申請書等の指示誤り等、相談時の誤り〕

（８）受理後の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8件 （4.0%）

〔受理した申請書、添付書類の紛失等〕

（９）記録訂正誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5件 （2.5%）

〔別人の記録を訂正、別人の記録を統合〕

（10）事故等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17件 （8.6%）

〔身分証明書等の紛失、不適正な事務処理等、通常の業務処理の流れの中での誤りには該当しな

いもの〕

合計 198件（100.0%）
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２ 制度等別件数

（１）厚生年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 35件 （17.7%）

（２）厚生年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10件 (5.0%）

（３）国民年金適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12件 （6.1%）

（４）国民年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27件 （13.6%）

（５）年金給付関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 99件 （50.0%）

（６）船員保険関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件 （0.0%）

（７）その他 ・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・ 15件 （7.6%）

合計 198件（100.0%）

３ 制度等別･事務処理区分別内訳

表１ 制度等別・事務処理区分別内訳一覧表
受付時

の書類

管理誤

り

確認・

決定誤

り

未処理・

処理遅

延

入力誤

り

通知書

等の作

成誤り

誤送付・

誤送信

説明誤

り

受理後

の書類

管理誤

り

記録訂

正誤り
事故等 計

厚生年金

適用関係

0 7 9 10 0 6 0 3 0 0 35

(0) (0) (1) (2) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (4)

厚生年金

徴収関係

0 5 1 1 0 3 0 0 0 0 10

(0) (2) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (3)

国民年金

適用関係

0 9 2 0 0 0 0 0 1 0 12

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

国民年金

徴収関係

0 10 9 3 0 2 1 1 0 1 27

(0) (2) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1) (3)

年金給付

関係

0 59 6 4 3 1 17 4 4 1 99

(0) (10) (0) (0) (0) (0) (2) (0) (1) (0) (13)

船員保険

関係

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

その他
0 0 0 0 0 0 0 0 0 15 15

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (3)

計
0 90 27 18 3 12 18 8 5 17 198

(0) (14) (1) (2) (0) (2) (2) (0) (1) (4) (26)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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４ 事務処理誤り等の原因

（１）原因別件数

① 確認不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 151件 （76.3%）

〔窓口装置操作の際にキータッチ等を誤ったもの・入力を漏らしていたもの、通知書等の封入

封緘時における内容物や宛先の確認を漏らしていたもの等〕

② 適用・認識誤り・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・ 6件 （3.0%）

〔法令や通知等に係る解釈を誤っていたもの、理解が不足していたもの等〕

③ 届書等の放置・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ 26件 (13.1%）

〔本来行うべき処理を多忙や失念により適切な時期までに行わなかったもの〕

④ その他・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15件 （7.6%）

〔不正行為、不適正な事務処理、事故等〕

合計 198件（100.0%）

（２）原因別･事務処理区分別内訳

表 ２ 原因別・事務処理区分別内訳一覧表

受付時
の書類
管理誤り

確認・
決定誤り

未処理・
処理遅
延
入力誤り

通知書
等の作
成誤り

誤送付・
誤送信

説明誤り
受理後
の書類
管理誤り

記録訂
正誤り

事故等 計

確認不足
0 86 1 18 3 12 16 8 5 2 151

(0) (14) (0) (2) (0) (2) (2) (0) (1) (1) (22)

適用・認識誤り
0 4 0 0 0 0 2 0 0 0 6

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

届書等の放置
0 0 26 0 0 0 0 0 0 0 26

(0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

その他
0 0 0 0 0 0 0 0 0 15 15

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (3)

計
0 90 27 18 3 12 18 8 5 17 198

(0) (14) (1) (2) (0) (2) (2) (0) (1) (4) (26)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（３）原因別･制度等別内訳

表 ３ 原因別・制度等別内訳一覧表

厚生年金
適用関係

厚生年金
徴収関係

国民年金
適用関係

国民年金
徴収関係

年金給付
関係

船員保険
関係

その他 計

確認不足
24 8 9 18 92 0 0 151

(3) (3) (0) (3) (13) (0) (0) (22)

適用・認識誤り
2 1 1 1 1 0 0 6

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

届書等の放置
9 1 2 8 6 0 0 26

(1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

その他
0 0 0 0 0 0 15 15

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (3)

計
35 10 12 27 99 0 15 198

(4) (3) (0) (3) (13) (0) (3) (26)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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５ 事務処理誤り等による影響

（１）事務処理誤り等による影響額別内訳

表 ４ 事務処理誤り等による影響額別一覧表

影響額
厚生年金

適用関係

厚生年金

徴収関係

国民年金

適用関係

国民年金

徴収関係

年金給付

関係

船員保険

関係
その他 計

影響額なし
16 4 7 19 47 0 15 108

(3) (1) (0) (3) (6) (0) (3) (16)

１万円未満
0 1 0 3 4 0 0 8

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

１万円以上

５万円未満

4 2 1 1 8 0 0 16

(0) (1) (0) (0) (1) (0) (0) (2)

５万円以上

１０万円未満

4 1 1 0 5 0 0 11

(1) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (2)

１０万円以上

５０万円未満

5 2 3 4 18 0 0 32

(0) (0) (0) (0) (4) (0) (0) (4)

５０万円以上

１００万円未満

3 0 0 0 5 0 0 8

(0) (0) (0) (0) (2) (0) (0) (2)

１００万円以上

５００万円未満

3 0 0 0 8 0 0 11

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

５００万円以上
0 0 0 0 4 0 0 4

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

計
35 10 12 27 99 0 15 198

(4) (3) (0) (3) (13) (0) (3) (26)

（注１）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（注２）影響額の区分は、事務処理誤り等によって年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響の

あった額を表示した。

（注３）影響額の区分欄の「影響額なし」とは、①誤送付などで年金や健康保険等の給付額、保険料徴

収額等に影響のないもの、②賞与支払届の金額を誤って入力したが、保険料納付までに保険料納

付額を訂正できたものなどで年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響のないものをいう。

また、影響額の未確定のものも「影響額なし」とする。
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（２）事務処理誤り等による事象別内訳

表 ５ 事務処理誤り等による事象別一覧表

事 象 件 数 総額（円） 平均金額（円）

過払い（年金等の額を多く払いすぎた件） 23 26,012,345 1,130,972

未払い（年金等の額を少なく支払った件） 26 30,487,055 1,172,579

過徴収（保険料金額を多く徴収した件） 11 1,234,868 112,261

未徴収（保険料金額を少なく徴収した件） 20 4,077,170 203,859

誤還付（保険料金額を誤ってお返しした件） 5 600,080 120,016

その他 5 4,527,535 905,507

計 90 66,939,053 743,767

（注１）「表５事務処理誤り等による事象別一覧表」は、「表４事務処理誤り等による影響額別一覧表」

の「影響額なし」以外の内訳を表示した。

（注２）「総額（円）」は、事務処理誤り等によって年金や保険料徴収額等に影響のあった額の合計金

額を表示した。

（注３）「その他」の内訳は以下のとおりである。

過払いと過徴収がある件 1件 573,426円

過払いと未払いがある件 2件 935,701円

過払いと未徴収がある件 1件 1,055,123円

過徴収と未徴収がある件 1件 1,963,285円

６ 事務処理誤り等の判明契機

（１）日本年金機構内部で判明・・・・・・・・・・・・・・・ 67件 （33.8%）

（２）日本年金機構外部からの通報等により判明・・・・・・・ 118件 (59.6%）

（３）その他（事件・事故等）・・・・・・・・・・・・・・・ 13件 （6.6%）

合計 198件（100.0%）

Ⅲ システム誤りに伴う事故等

・該当する事故等はありませんでした。



　　　１～３１

３２ ３８２ 厚生年金徴収関係 Ｐ 整理番号　　３２～３８

　　３９～５０

　　５１～７４

７５～１６０５ 年金給付関係 Ｐ 整理番号　　７５～１６０

　　○日本年金機構の平成23年3月分の事務処理誤り等一覧（１～54ページ）

　　　　　　　　　　１．厚生年金適用関係　・・・・・・・・・・・・・・・・・・１Ｐ　整理番号

２ 厚生年金徴収関係 １１Ｐ 整理番号　　　　　　　　　　 ． 　・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 　

　　　　　　　　　　３．国民年金適用関係　・・・・・・・・・・・・・・・・・１３Ｐ　整理番号

　　　　　　　　　　４．国民年金徴収関係　・・・・・・・・・・・・・・・・・１７Ｐ　整理番号

５ 年金給付関係 ２５Ｐ 整理番号　　　　　　　　　　 ． 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 　

　　　　　　　　　　６．その他　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５２Ｐ　整理番号　１６１～１７２

            （注）各事項について、１.受付時の書類管理誤り、２.確認・決定誤り、３.未処理・処理遅延、４.入力誤り、５.通知書等の作成誤り、６.誤送付・誤送信、７.説明誤り、８.受理後の書類管理誤り、９.記録訂正誤り、１０.事故等の順に編綴



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

1

○事業所調査を行ったときは、適用調
査課において、必ず賃金台帳と登録さ
れている標準報酬月額との突合確認
を行うこと、また徴収課においては、機
械計算された保険料について再度手
計算により検算をするなど、複数人に
よるダブルチェックを徹底することを再
確認しました。
○事業所調査を行うにあたっては、調
査及び事後処理についてのスケ
ジュール設定をしたうえで進捗管理を
行うよう、改めました。

外
部

2010年9月3日

○事業所の担当者様が、「年金事務所から
交付された、保険料額一覧表に基づき社会
保険料額を確認した結果、資料に記載されて
いる平成２１年９月以降の標準報酬月額の
金額に誤りがあるのではないか」とのお問合
せがありました。
○確認しましたところ、社会保険料の計算誤
りが判明しました。

1事業
所8名

未徴収 237,937

○適用調査課長及び徴収課長が事業
所を訪問し、事業所の担当者様に、請
求した社会保険料に計算誤りが生じて
いること及び対応が遅れたことについ
て改めてお詫びしました。
○標準報酬月額決定誤りに伴う、５名
分の届書をご提出いただくとともに、今
後の保険料について説明しました。
○事業所の担当者様に、ご提出いた
だいた届書により生ずる社会保険料
額を説明し、納入について了承を得ま
した。
○事業所からの社会保険料の納入を
確認しました。

○事業所の調査をしましたところ、５名分の
資格取得届出漏れが生じていることが判明し
たため、資格取得届を受取り、入力処理を行
いましたが、そのうちの３名分について、誤っ
た保険料金額を計算をしてしまい、保険料を
請求してしまいました。本来であれば、適用
調査課で処理内容のダブルチェックを行い、
徴収課で保険料の検算を行うべきところ、両
課ともそれを怠ったことが原因です。
○先に受理していた届書と賃金台帳を再度
突合せしましたところ、別の５名分について、
標準報酬月額が誤りであった事実が新たに
判明しました。本来であれば、賃金台帳の記
載内容と登録されている標準報酬月額とをダ

社会保険
料額の計
算誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

千葉 市川 2010年8月5日

2
内
部

○厚生年金徴収課が現地訪問を行った際、
別事業所であり、事業主様と連絡が取れな
いことから、事業所調査の依頼を受けまし
た。
○現地調査を行った際、現地に存在する事
業所の方より状況を聴取し、Ａ事業所が適用
当初より事業実体がないこと、資格取得した
１０名がＡ事業所で働いていないこと、その
内、新規適用届と同時に提出された８名につ
いては、架空の人物と思われることが判明し
ました。

○新規適用届を平成２２年４月に受付し、新
規適用届に添付された、資格取得届に記載
の８名は全員基礎年金番号をお持ちではあ
りませんでしたが、賃金台帳が添付されてい
たことから、処理されました。（窓口で対応し
た職員によると、事業主様より全員年金手帳
を持っていないこと、事業所所在地で住込で
働いているとの説明を受けたとのことでした）
○市役所に住民票の申請を行いましたとこ
ろ、被保険者１０名の内、９名が資格取得届
に記載のある住所に住民票がありませんで
した。また、住民票のある１名についても存
在しないビルに住民票の登録があることがわ
かりました

10名 ― 0

○今回の事象を職員に周知し、事業
実体に疑義のある事業所について
は、新規適用後認可を取り、必要な調
査を行うよう、申し合せました。

○担当者が事業主様と面会し、事業を
行っていた所在地、時期等を聴取しま
した。所在地近辺での聞きこみ及び親
族等からの情報聴取をしましたところ、
事業を行っていなかったとの証言を得
ました。
○労働基準監督署へ赴き、事業所の
労働保険の加入状況を確認しました
が、加入記録はありませんでした。
○調査の結果より、事業実体がないこ
とから、Ａ事業所の被保険者１０名の
資格取得取消及びＡ事業所の新規適
用取消を行いました。
○全国健康保険協会に対し 情報

新規適用
事業所の
取消につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

静岡 沼津 2010年4月20日 2011年2月1日

確認しました。載内容と登録されている標準報酬月額とをダ
ブルチェックすべきところ、それを怠ったこと
が原因です。

3

健康保険・
厚生年金
保険月額
算定基礎
届標準報
酬額決定
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

岐阜 多治見 2005年8月24日 2011年2月17日

○ねんきん定期便に対する、年金加入記録
回答票に基づき、事務センターから記録照会
がありました。
○確認しましたところ、標準報酬月額が誤っ
て決定されていることが判明しました。

○事業所から、月額算定基礎届が提出さ
れ、当所で審査を行い、審査終了後、入力委
託業者に依頼した際、本来１０２５千円の入
力を行うところを５９０千円で入力を行ってし
まいました。
○入力後の処理結果リストのチェック、決裁
においても入力誤りを見落してしまいました。
○該当年の月額算定基礎届を確認しました
ところ、同じ事象で他に１名の方の決定誤り
が判明しました。

1事業
所2名

未徴収 64,500

○厚生年金適用調査課長が事業所に
電話し、状況を説明のうえ、お詫びし、
了承を得ました。
○月額算定基礎届の訂正入力を行
い、訂正内容を記載した文書を事業所
あてに送付しました。

○担当課職員に今回の事象を説明
し、届書の審査にあたって報酬額の桁
数の多いものはマーカー等で囲み、入
力誤りを起こさないように表示すること
を徹底しました。

内
部

○担当者が事業所に電話し、お詫び ○グループ内会議において、当該事○事業所の担当者様より、「総合調査におい ○担当者が審査をする際に、平成２２年６月算定基礎

かりました。 ○全国健康保険協会に対して、情報
提供を行いました。

4

○担当者が事業所に電話し、お詫び
のうえ、経緯を説明しました。
○保険料については口座振替の事業
所であり、本日の振替となってしまうた
め、次回保険料で調整させていただく
ことで了承を得ました。
○担当者が事業所を訪問し、再度お
詫びのうえ、入力誤りに至った経緯を
説明し、了承を得ました。また、誤りの
あった決定通知書と訂正後の決定通
知書の差替えを行いました。

○グル プ内会議において、当該事
象を説明し、年金事務所で実施した総
合調査等で受領した届書において、備
考欄に何らかの記載がある場合及び
疑義が発生した場合は、必ず年金事
務所に確認をしたうえで処理をするよ
う指示しました。

外
部

2011年2月28日

○事業所の担当者様より、 総合調査におい
て提出した算定基礎届で、決定された標準
報酬月額と今月分の保険料が相違している」
との連絡を受けました。
○確認しましたところ、算定基礎届の入力誤
りが判明しました。

○担当者が審査をする際に、平成２２年６月
支給分に３ヵ月分の通勤手当が含まれてお
り、修正平均額が記載されているにもかかわ
らず、総合調査を実施した担当者に確認をす
ることなく、平均額にて処理をしてしまったも
のです。
○総合調査を実施した年金事務所の担当者
も、備考欄に交通費について記載はしていま
したが、修正平均にするための判別がつくよ
うな明確な記載ではありませんでした。
○原因としては、年金事務所と事務センター
との連絡調整ができていなかったことによる
ものです。

1名 過徴収 38,232

算定基礎
届の入力
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

茨城
事務

センター
2011年1月24日

1
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5
1事業
所1名

未徴収 211,868

○担当者が事業所に電話にてお詫び
し、平成２３年３月分の保険料に含め
て請求をさせていただくことで了承い
ただき、文書による経過書を送付しま
した。

○適用課担当者、徴収課担当者と話
し合い、現在の届書処理伺いに新た
に徴収課の確認欄を作り、決裁時に
徴収課長・担当者にも必ず回付するよ
うにしました。

内
部

二以上事
業所勤務
被保険者
届の処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 豊中 2011年1月20日
2011年2月18日

2010年3月16日

○厚生年金徴収課において、平成２３年３月
健康保険料改定に伴い、管轄内の二以上勤
務該当事業所への改定通知書の発送準備
をする中で、非選択事業所への保険料告知
ができていない事業所があると厚生年金適
用調査課に連絡があり、判明しました。

○平成２２年１２に事業所所在地変更(管轄
外）届の回付があり、本来は非選択事業所
の事業所登録を行い、非選択事業所への保
険料告知を行うべきところ、保険料計算漏れ
となったため、非選択事業所への保険料告
知及び領収しなければならない保険料の領
収ができていませんでした。
○その原因は、二以上事業所勤務被保険者
該当の事業所であったため、適用調査課に
おいて新規に非選択事業所の登録を行い、
徴収課へ連絡すべきところ、事業所の新規
登録ができておらず、また徴収課への連絡
が漏れてしまっていたことによります。

6
15事
業所

未徴収 61,5962011年2月28日

○適用調査課職員より、二以上事業所勤務
被保険者であるＡ様が平成２３年２月付で非
選択事業所を資格喪失することから、二以上
事業所勤務被保険者の喪失に伴う保険料処
理に関し、照会がありました。
○登録保険料を確認しましたところ、平成２２
年９月分保険料から厚生年金保険料率が変
更となっていますが、変更以降も従来の保険
料率で保険料が登録されていることが判明し
ました。

○担当者が１５事業所に電話又は訪
問により、今回の事象を説明し、お詫
びするとともに、次回保険料で不足額
を調整する旨を説明し、了承を得まし
た。

○課内ミーティングにより事象の発生
原因及び今後の対応について周知
し、また、二以上事業所勤務被保険者
全員に対する確認を実施しました。
○役付会議において、当事象を説明
し、あらゆる事案の事務処理誤り再発
防止策を念頭に業務を行うよう全職員
に周知徹底しました。

内
部

○平成２２年１０月に二以上事業所勤務被保
険者一覧表により、標準報酬月額を確認のう
え、登録金額の確認を行いましたが、料率変
更に伴い、全ての二以上事業所勤務被保険
者に対して登録が必要であることを失念し、
処理対象から除外してしまい、算定基礎届が
不要の方について保険料登録が漏れている
ことに気がつかなかったものです。
○また、決裁においても担当者により一覧表
による確認が行われていることから、全てに
おいて処理がされているものと思い込み、処
理がされていないことに気づきませんでし
た。
○さらに、全ての二以上事業所勤務被保険
者において確認しましたところ、算定基礎の
処理が不要である該当事業所において 厚

二以上事
業所勤務
被保険者
に係る保
険料等の
徴収不足
について

確
認
・
決
定
誤
り

新潟 新潟東 2010年10月

7

育児休業
等取得者
申出書に
係る審査・
決定誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 守口 2010年6月16日 2011年2月28日

○ブロック本部からの育児休業等取得者申
出書に係る審査・決定誤りについての情報提
供に基づき、過去において同様の事案の有
無を担当者に再確認しました。
○担当者からの申出により、窓口装置を確
認しましたところ、事業主ご本人様の届出に
ついて処理を行っていたことが判明しました。

○事業主様は育児休業制度の対象外である
にもかかわらず、事業主ご本人様の届出に
ついて入力処理を行ったものです。
○育児休業等取得者申出書において、事業
主様が対象外であるという認識が不足してい
たことによります。

1名 未徴収 171,454

○担当者が事業所の担当者様に電話
し、お詫びのうえ、事象を説明しまし
た。次回保険料で未徴収額を徴収す
ることで了承を得ました。

○課内会議において、当該事象を説
明し、研修を実施して、再度、事業主
様は育児休業制度の対象外であるこ
とを周知・徹底しました。

内
部

○全職員に当該事象を説明し、所内
ダンボール箱の内容確認、ロッカー内

○決定通知書が未送付となっていた
事業所は既に全喪しており、事業主の

未処理書
類の発見

○監査において、未処理書類等の状況を確
認するため、所内の机、ロッカー、倉庫等を

○異動した職員に状況を確認しましたとこ
ろ、平成１４年１０月に所内異動し、その残務

処理が不要である該当事業所において、厚
生年金保険料率の変更に伴う保険料登録処
理が行われていないことが判明しました。

8 0

ダンボ ル箱の内容確認、 ッカ 内
外、机内外の書類の有無の点検、未
処理書類の一括管理の再徹底、あわ
せて倉庫の整理を行うよう徹底しまし
た。

内
部

事業所は既 全喪しており、事業主の
所在も確認できない状況であることか
ら、当時の事業所所在地に未送付通
知及び文書を送付することとしました。
○２事業所あて通知を送付しました
が、宛先不明での返却を待ちました
が、返却されませんでした。転送等に
より配達されたと推測されます。
○領収済通知書について、納付状況
等を確認しましたところ、全て口座振
替不能分であり、送付不要であること
を確認のうえ、裁断処理を行いまし
た。

類の発見
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

長野 小諸 2002年9月 2010年7月23日

認するため、所内の机、 ッカ 、倉庫等を
調査した際、ロッカーの上にあった異動した
職員の私物が入ったダンボール箱から、未
処理の書類があることが判明しました。

ろ、平成 年 月 所内異動し、その残務
整理に追われ、事業所への通知書送付及び
領収済通知書の廃棄処理を忘れていたとの
申立を聴取しました。
○異動に伴い、私物を整理する際、事務処
理しなければならない書類等を同じダンボー
ル箱に入れ、そのまま放置していたことが原
因です。

2事業
所2名

―

2
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○適用調査課長席の机の周りを整理してい
ましたところ、平成２１年１１月に受付した、賞
与支払届総括票及び賞与支払届を発見しま
した。
○処理状況を確認しましたところ、未処理で
あることが判明しました。

○平成１６年５月分の賞与が不支給である旨
記載された、賞与支払届総括表及び平成１６
年７月に４名の方に対して賞与を支払った旨
が記載された、賞与支払届を受付しました。
当時の担当者は既に退職しているため、受
付時の経過については確認することができま
せん。

平成１６年
賞与支払
届の未処
理につい
て

未
処

○賞与支払届総括票及び賞与支払届
の入力処理をしました。
○平成１６年７月から２年が経過して
いるため、平成１６年７月分の厚生年
金保険料は、厚生年金保険法第７５条
により徴収することができませんが、
年金記録確認第三者委員会（以下、
第三者委員会という）において当該届
書の年金記録確認申立書が認定され
た場合は、当時の厚生年金保険料の
未納保険料に相当する額に厚生労働
省令で定める額を加算した額を、事業
所から徴収することができます。
○適用調査課長が当該事業所を訪問

○課内会議において、課員全員に今
回の事象について周知し、今後、未処
理の届書は個人管理を絶対に行わ
ず、毎日必ず適用調査課共有の棚に
ある個人ごとのフォルダに片付けてか
ら退社し、かつ、週１回、適用調査課
長が未処理の書類の中身を確認する
ことを徹底しました。

2010年10月4日
1事業
所4名

未徴収 194,104

処
理
・
処
理
遅
延

神奈川 厚木 2009年11月4日9

○適用調査課長が当該事業所を訪問
し、事業主様、受託社会保険労務士に
お詫びのうえ、説明し、了承を得まし
た。
○受託社会保険労務士より、当該事
業所に在籍する被保険者様３名分の
年金記録確認申立書を受理し、事務
センターへ送付しました。
○事務センターから第三者委員会へ、
年金記録確認申立書を送付しました。
また、申立書未提出の方には、書面で
の提出勧奨を行っておりますが、現時
点においても提出されておりませんの
で、提出された時点で対応することと
します。

内
部

10

賞与支払
届の入力
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 港 2005年7月13日 2011年2月15日

○厚生年金保険被保険者記録の調査依頼
に基づき、厚生年金保険被保険者記録の調
査のため、平成１７年７月に処理されている
賞与支払届を確認しましたところ、１名の方
について、賞与支払届の入力漏れのあること
が判明しました。

○賞与支払届を入力した際、該当の方につ
きましては、年金の計算手続き中であり、入
力ができなかったため、本来であれば年金の
計算処理が終了した後に別途入力しなけれ
ばならなかったところ、保留となっていた届書
の進捗管理を適正に行わなかったため、入
力を漏らしてしまったことが原因です。

1事業
所1名

― 0

○厚生年金適用課長より事業所担当
者様に電話にてお詫びしました。改め
て事業所にお伺いし、担当者様と面談
のうえ、再度お詫びし、事象を説明し
ましたところ、了承を得ました。
○入力が漏れていた賞与支払届を処
理しました。
○担当者がご本人様に電話にて連絡
し、お詫びのうえ、説明し、了承を得ま
した。

○当該事象を厚生年金適用課職員に
説明するとともに、保留となった届書
等は、決められた保管場所に保管し、
進捗管理を行うことを徹底するよう指
示しました。

内
部

賞与支払
届の未入
力につい 未

○お客様から、「平成２０年７月賞与分の年
金記録が抜けている」との年金記録回答票
による回答がありました。

○平成２０年７月、事業所より賞与支払届の
提出が（従業員はＦＤで、役員は届出書用紙
にて）ありました。ＦＤは正しく処理されました

○担当者が事業所を訪問し、お詫び
のうえ、未徴収の保険料については、
時効完成により徴収ができないことを

○未処理の届出書は、業務終了後一
括し、１つの保管庫で管理することを
再徹底し、また、届出書とＦＤとを別々

11

て
未
処
理
・
処
理
遅
延

長野 松本 2008年7月15日 2011年3月3日

○確認しましたところ、賞与支払届の未入力
が判明しました。

が、届出書用紙の分が処理されず、届出書
用紙は磁気媒体届出総括票と一緒に綴られ
ており、処理されませんでした。
○このことにより、賞与の保険料未請求と、
受給者の方２名については、年金との調整
がされていなかったため、年金の過払いが発
生しました。

7名 その他 1,055,123

説明し、了承を得ました。
○また、年金受給者の方２名に年金の
返納が生じることについては、今後の
年金額で調整させていただくことを、事
業所の担当者様より説明していただ
き、了承を得ました。

に処理し、処理結果を確認するよう、
徹底を図りました。

外
部

3
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12

賞与支払
届の入力
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

岐阜
美濃
加茂

2005年6月22日 2011年2月8日

○事業所より、「厚生年金基金から、平成１７
年６月に提出した賞与支払届のうち、１名に
ついて記録が収録されていないとの連絡あっ
た」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、賞与支払届の入力漏
れが判明しました。

○当該事業所の賞与支払届は、対象者の方
の上の行が資格喪失者であり、当該事業所
において届出対象外として抹消線（×）が表
示してあり、その抹消線が対象者の方の欄
にも一部がかかっていたため、入力担当者
が不要と判断したものと推測されます。
○入力後審査の際に、賞与支払届総括表の
総額と届書合計との確認をしていませんでし
た。

1名 未徴収 46,350

○賞与支払届を入力しました。厚生年
金保険法第７５条については、適用し
ないものと判断しました。
○担当者から事業所の担当者様に連
絡し、お詫びのうえ、説明し、適正に処
理をしたことをお伝えし、了承を得まし
た。
○標準賞与額決定通知書を事業所あ
てに送付しました。

○総括票と入力結果とのチェックの徹
底を再確認しました。

外
部

○課の朝礼で事象を説明し、未処理
書類と処理済書類の保管について混

○担当者が事業所を訪問し、経理担
当者様、年金受給者様に対し、今回の

厚生年金
基金編入

○Ａ厚生年金基金より、「加入者の方が年金
受給の相談を行った際に、基金記録の記載

○平成２１年１２月に当該事業所の基金編入
に関して通知があり、本来、起票のうえ入力

算定基礎
届の訂正
届の入力
漏れにつ

未
処

○社会保険労務士より、「受託先の事業所よ
り問い合わせがあり、ねんきん定期便記載の
標準報酬月額が違っているので、確認願い
たい」との電話がありました。

○平成２１年８月に社会保険労務士を通じ
て、訂正届が提出され、本来、すぐに訂正入
力処理を行い、決定通知書を送付すべきとこ
ろ、入力されないまま処理済のファイルに綴

○担当者が社会保険労務士及び事業
所に電話し、お詫びのうえ、説明し、次
回保険料徴収の際に、差額分の保険
料を請求することで了承を得ました。

○課内会議において当該事象を説明
し、未処理書類の保管場所・管理方法
の再確認を行うと共に、職員のデス
ク、脇机、レターケース、ロッカー等の

13
1事業
所5名

その他 573,426

書類と処理済書類の保管に いて混
ざることがないよう、周知徹底を図りま
した。

外
部

当者様、年金受給者様に対し、今回の
基金編入の入力漏れについてお詫び
しました。
○事業所の保険料過徴収について
は、次期保険料に充当のうえ、残額に
ついては、申請書を頂いたうえで還付
することで了承を得ました。
○受給者の方の過払い分の年金につ
いては再裁定となり、今後支給分から
相殺することで了承を得ました。年金
再計算申出書を受理し、機構本部に
進達しました。

基金編入
の入力漏
れについ
て 未

処
理
・
処
理
遅
延

愛知 豊田 2009年12月28日 2011年3月7日

受給の相談を行った際に、基金記録の記載
がないのはなぜかとの照会があったため、調
べてほしい」との電話連絡がありました。
○確認しましたところ、当該事業所の基金加
入の入力漏れが判明しました。

に関して通知があり、本来、起票のうえ入力
すべきところ、同月に当該事業所の健康保険
組合編入の事務処理を行っており、すでに処
理済と誤認し、処理済書類として綴ってしまっ
たため、入力漏れとなり、老齢厚生年金の過
払い及び厚生年金保険料の過徴収となって
しまいました。
○原因は、入力チェックの不徹底によるもの
です。

14

漏れにつ
いて

処
理
・
処
理
遅
延

静岡 島田 2009年8月21日 2011年3月11日

たい」との電話がありました。
○確認しましたところ、平成２１年度算定基礎
届の訂正届が提出されているにもかかわら
ず、処理がされていないことが判明しました。

ろ、入力されないまま処理済のファイルに綴
られてしまいました。
○訂正届決裁欄の係員の欄に、担当者印が
押印されているものの、それ以外の決裁欄
は押印されていないことから、担当者が入力
不要と勘違いし、処理済ファイルに綴ってし
まったため、処理がされなかったと推測され
ます。

1名 未徴収 88,448

料を請求することで了承を得ました。
○未処理であった平成21年度算定基
礎届の訂正届を処理し、決定通知書
を社会保険労務士経由で事業主様に
送付しました。

ク、脇机、レタ ケ ス、ロッカ 等の
総点検を実施しました。

外
部

15 1,963,285

○発見した全届書の処理状況を窓口
装置で確認し、状況に基づき分類し、
入力が必要なものを処理し、不備のあ
る書類については返戻しました。
○グループ長が改めて全ての倉庫・階
段部分等を再確認し、他に放置されて
いる届書等がないことを確認しました。
○担当者が各事業所に電話連絡し、
お詫びと事情説明をしました

○グループ長が全担当者の保留・未
処理届書の現物確認を実施しました。
○グループ長が職員と個人面談する
とともに、リスク・コンプライアンス研修
を再実施し、処理放置・書類の持出し・
虚偽報告の禁止について職員への徹
底を図りました。

外
部

2010年2月上旬 2010年12月8日

○厚生年金保険喪失届を提出したＡ事業所
から、未だ喪失処理がされていないとの連絡
がありました。以降、複数の事業所から適用
関係の届書が処理されていないとの連絡が
あり、その都度、処理済みの届書、保留中の
届書及び返戻した届書を確認しましたが発
見できず、当時の担当者に確認しましたが発
見に至りませんでした。
○引き続き担当者の机回り 倉庫等の調査

○元担当者に対し、上長が繰返し届書の保
管について確認していましたが、元担当者か
らは「分かりません」、「保管はしていません」
との回答でした。
○ダンボールから届書を発見したことを踏ま
え、元担当者に対して、事務センター長・副
事務センター長による事情聴取を行いました
ところ、処理が完了できなかった届書につい
て自分で保管していた事実を認めました

1,550
件

その他

健康保険・
厚生年金
保険適用
関係届書
の処理放
置につい
て

未
処
理
・
処

神奈川
事務

センター お詫びと事情説明をしました。
○確認通知等の送付必要分を各事業
所あて発送しました。

部○引き続き担当者の机回り、倉庫等の調査
を続けていましたところ、倉庫書棚の天井に
無記名のダンボール箱を発見し、中から元担
当者の適用関係の届書を発見しました。

て自分で保管していた事実を認めました。
○事情聴取の後、ただちに事務センター長・
副事務センター長が元担当者とともに自宅に
赴き、自宅に保管していた届書１１件を発
見、回収しました。

件
そ 他

処
理
遅
延

神奈
センター

4
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16

被保険者
賞与支払
届の入力
誤りについ
て 入

力
誤
り

千葉 松戸 2008年8月7日 2011年2月3日

○事務センターにおいて、国が保有している
年金加入記録と厚生年金基金が保有してい
る年金加入記録との突合せ作業をしていたと
ころ、合致しない年金加入記録を確認したた
め、当所へ標準賞与額の届出書類の確認依
頼がありました。
○確認しましたところ、賞与支払届の入力誤
りが判明しました。

○本来であれば、職員が賞与支払届に記載
されている標準賞与額と、１円単位で記載さ
れている実際の賞与支払額とを突合せて確
認したうえで入力すべきところ、この確認を怠
り、届書に記載されているとおりの標準賞与
額で入力してしまい、決裁者もその誤りを見
落してしまったことが原因です。

1事
業所
10名

過徴収 30,040

○適用調査課長が事業所の担当者様
に電話し、お詫びのうえ、経過説明し
ました。また、誤って過徴収した保険
料については、次回保険料の一部と
相殺することで了承を得ました。

○当該事象を課員に説明し、賞与支
払届の審査において、標準賞与額と、
１円単位で記載されている実際の賞与
支払額との突合せ確認を必ず行うよう
に徹底しました。
○また、決裁者に対して、決裁時に書
類を注意深く確認するよう指示徹底し
ました。
○事務センター厚生年金適用グルー
プへも情報提供しました。

内
部

○朝礼にて今回の事象を説明し、金
額の桁を見誤ることがないよう 細心

○事業所より、「厚生年金保険料が著しく差
がある」との電話連絡がありました

○事務センターにおける入力処理の際、入
力担当者が誤って１桁少なく入力してしまい

○担当課長が事業所に電話し、標準
報酬月額を誤って登録してしまったこ

算定基礎
届の入力

17

○朝礼に 今回 事象を説明し 審○算定基礎届に誤りがな か調査しましたと ○事務セ タ における入力処理 際 事

613,148

額の桁を見誤ることがないよう、細心
の注意を払って対応するよう徹底しま
した。
○点検方法についても等級差リストの
等級変更を十分に気をつけるよう、注
意喚起しました。

外
部

○担当者が 事業所に電話し 標準報算定基礎

2010年7月14日 2011年2月4日

がある」との電話連絡がありました。
○確認しましたところ、報酬月額の誤入力が
判明しました。

力担当者が誤って１桁少なく入力してしまい
ました。
○当所に届書が返送され、処理結果リストと
の突合せを行いましたが、この入力誤りを発
見できず、そのまま処理完了としてしまいまし
た。確認の際、金額の桁を見誤ってしまった
ことが原因です。

1事業
所1名

未徴収

報酬月額を誤って登録してしまったこ
とをお詫びし、次回からは正しい保険
料で請求させていただくとともに、今ま
での差額についても請求させていただ
くことをお伝えし、了承を得ました。
○また、保険料について、分割してほ
しいとの依頼を受けました。
○標準報酬月額の訂正を行い、決定
通知書を発行しました。
○担当課長が事業所を担当する法律
事務所に連絡し、今回の事務処理誤
りについてお詫びするとともに、支払
い方法について協議し、分割払いでの
対応をさせていただく旨をお伝えし、了
承を得ました。

届の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

東京 武蔵野

18

○朝礼にて今回の事象を説明し、審
査時の再計算に際しては十分注意し、
特に判別が難しい届書については課
員に相談するなどして、正確な処理を
することを徹底しました。
○課内で会議を開き、今回の事象に
ついて情報を共有し、勘違いなどが起
こらないよう、再確認をすることと、入
力後の確認においては、警告リストを
重点的に確認することを徹底しまし
た。

内
部

2011年2月9日
2011年2月18日

○算定基礎届に誤りがないか調査しましたと
ころ、Ａ事業所１名分とＢ事業所１名分の２件
について、入力値が届書と異なっていること
が判明しました。
○また、事務センターから返送された届書の
確認も不十分であったことから、誤った報酬
月額が登録されていることが判明しました。

○事務センターにおける入力処理の際、Ａ事
業所の1名分について支払基礎日数が１７日
未満の月が１ヵ月分あったため、本来であれ
ば２ヵ月分で計算すべきところ、誤って３ヵ月
分として計算してしまいました。その後、当所
に届書が返送され、処理結果リストとの突合
せを行いましたが、入力誤りを発見できず、
そのまま処理完了としてしまいました。確認
の際、提出していただいた算定基礎届の訂
正印を見落したことが原因です。
○また、Ｂ事業所の１名分について、事務セ
ンターにおける入力処理の際、誤った金額で
入力してしまいました。その後、当所に届書
が返送され、処理結果リストとの突合せを行
いましたが、この入力誤りを発見できず、そ
のまま処理完了としてしまいました。金額の
桁を見誤ってしまったことが原因です。

2事業
所2名

未徴収 293,811

○担当者がＡ事業所に電話し、標準報
酬月額を誤って登録してしまったこと
についてお詫びし、次回からは正しい
保険料で請求させていただくとともに、
今までの差額についても請求させてい
ただくことをお伝えし、了承を得まし
た。
○担当者がＢ事業所に電話し、標準
報酬月額を誤って登録してしまったこ
とについてお詫びし、保険料について
未徴収となっている金額があることを
お伝えし、その分の請求が次回保険
料に含まれることを説明し、了承を得
ました。
○担当課長がＢ事業所を訪問し、再度
経緯を説明するとともに、お詫びし、保
険料の支払方法について説明し、了
承を得ました

算定基礎
届の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

東京 武蔵野 2010年8月6日
2010年8月10日

承を得ました。

5
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19
内
部

○事務センターより、「Ａ様の月額変更届（平
成２０年１０月改定分）が適正に処理されてい
るかどうか」の確認依頼がありました。
○月額変更届を確認しましたところ、誤った
標準報酬月額を入力していたことが判明しま
した。

○月額変更届の内容審査をしましたところ、
記載されていた報酬月額の平均額が誤って
いることが判明しました。本来であれば内容
審査の段階で誤りを発見し、Ａ様が勤務する
事業所に対して記載事項の訂正を依頼しな
ければならなかったところ、内容審査におい
て誤りを見落してしまったため、誤った標準
報酬月額をそのまま入力してしまいました。
これにより、事業所に対して適正額での保険
料請求を行えませんでした。 1名 未徴収 1,144,848

○当該事象を厚生年金適用課職員全
員に周知し、届書の内容審査につい
ては適正に行うこと、入力時及び処理
結果の確認を徹底するよう指示しまし
た。

○厚生年金適用課長より事業所の担
当者様に電話し、訪問のうえお詫びと
事象説明を行いたい旨お伝えしました
ところ、多忙とのことで、後日改めて連
絡することをお約束しました。
○月額変更届の訂正処理を行いまし
た。
○厚生年金適用課長より事業所の担
当者様に電話しましたところ、多忙の
ため、電話で説明してもらえればよい
とのことでしたため、電話にて再度お
詫びのうえ、事象説明を行い、了承を
得ました。
○月額変更届決定通知書を事業所あ

月額変更
届の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

東京 港 2008年11月28日 2011年2月23日

20

事業所整
理記号の
誤入力に
ついて

入
力
誤
り

徳島
事務

センター
2011年3月1日 2011年3月11日

○Ａ事業所から年金事務所へ、「従業員でな
い者の健康保険被保険者証が届いたので、
確認してほしい」との電話連絡がありました。
○確認しましたところ、Ｂ事業所から届出され
た健康保険・厚生年金保険資格取得届の入
力処理を誤ってＡ事業所の事業所整理記号
で入力していたことが判明しました。

○年金事務所窓口でＢ事業所の健康保険・
厚生年金保険資格取得届を受理した際、事
業所整理記号等の記載がなかったため、窓
口担当者が窓口装置により事業所記録を確
認しましたが、誤ってＡ事業所の事業所整理
記号を記載してしまいました。その後、書類
の回送を受けた事務センターでもその誤りに
気がつかないまま委託処理を行い、作成した
通知書と書類のチェックにおいても別事業所
であることを見落し、通知書等をＡ事業所に
送付したものです。

2事業
所1名

― 0

○年金事務所の担当者がＡ事業所を
訪問し、事業主様にお詫びするととも
に、誤送付した健康保険被保険者証と
決定通知書を回収し、了承を得まし
た。
○年金事務所の担当者がＢ事業所を
訪問し、事業主様にお詫びするととも
に、今回の事象について経過説明しま
した。訂正後の健康保険被保険者証
と決定通知書をお渡しし、了承を得ま
した。

○グループ内で緊急ミーティングを行
い、今回の事象を説明し、改めて事前
審査の確認の徹底と再発防止につい
て周知しました。

外
部

○月額変更届決定通知書を事業所あ
てに送付しました。
○厚生年金適用課長がＡ様に電話し、
お詫びのうえ、事象の説明を行い、了
承を得ました。

21

被保険者
資格取得
届の入力
誤りについ
て 入

力
誤
り

東京
事務

センター
2011年3月4日 2011年3月4日

○事務センターで入力請負を行っている委託
業者より、「入力担当者がA事業所分の被保
険者資格取得届の入力を行った際、被保険
者整理番号を誤った番号で処理してしまっ
た」との連絡があり、入力誤りが判明しまし
た。

○委託業者の入力担当者が、当該届書に記
載されていた被保険者整理番号について、
△３６番であることを確認し、入力担当者は
当該届書どおりに、△３６番と入力を行ったと
思い込んでいましたが、実際には、△６３番
で入力を行っていました。
○入力を終えて、作業手順に従い、画面へ
の指先確認で入力内容を確認したものの、
十分な確認をしないまま送信キーを押してし
まったことが原因で発生した事象です。

1事
業所

― 0

○事務センターの担当者がＡ事業所
にお詫びのうえ、当該事象を説明しま
した。なお、被保険者整理番号につい
ては改めて、△３６番で入力を行い、
△６３番については欠番とすることで
了承を得ました。

○委託業者に対し、再度、要領・マ
ニュアルに基づく作業手順の徹底を確
認し、事故防止策の指示と、品質の確
保を要請しました。
○委託業者の工程管理者から、入力
者全員に対して、入力速度も大切では
あるが、確実性にも十分留意するよう
注意喚起を行ったとの報告がありまし
た。

内
部

6
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22
1事
業所

― 0

○事務センターの担当者がA事業所
の届出事務を代行された社会保険労
務士にお詫びのうえ、当該事象を説明
し、被保険者整理番号が１つ欠番にな
ることをお伝えしました。また、Ａ事業
所へのお詫び及び説明については、
社会保険労務士より説明をすることで
了承を得ました。
○取得区分を誤って入力した被保険
者整理番号を取消したうえで、新たな
整理番号にて被保険者資格取得届の
入力を行いました。

○委託業者に対し、再度、要領・マ
ニュアルに基づく作業手順の徹底を確
認し、事故防止策の指示と品質の確
保を要請しました。
○委託業者の工程管理者から、今後
は入力前に届書のチェック工程を設
け、国民健康保険組合被保険者様分
についてはゴム印を押印することで入
力者に注意喚起を行い、再発防止に
努めるとの報告がありました。

内
部

○年金事務所において当該届書を審査した
際、本来であれば誤ってチェックがされてい
た取得区分を、正しい取得区分に訂正すべ
きところ、訂正しないまま委託業者への引継
がされたため、委託業者の入力担当者は、
記載されたままの取得区分で入力してしまっ
たことが原因で発生した事象です。
○国民健康保険組合の被保険者について取
得区分を誤って入力すると、健康保険被保険
者証が発行されてしまうとともに、健康保険
料が発生してしまいます。また、取得区分に
ついては入力後の訂正ができないため、入
力データを取消することが必要となり、その
結果 当該被保険者整理番号が欠番となっ

被保険者
資格取得
届の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

東京
事務

センター
2011年3月9日 2011年3月9日

○事務センターで入力請負を行っている委託
業者より、「入力担当者がＡ事業所分の被保
険者資格取得届を入力した際、取得区分を
誤って入力したため、被保険者整理番号が１
つ欠番になった」との連絡があり、入力誤り
が判明しました。

23

新規適用
届の基金
記録およ
び資格取
得届の種
別入力誤
りについて

入
力
誤
り

埼玉
事務

センター
2011年1月7日 2011年3月29日

○年金事務所より連絡があり、適用事業所
の基金編入にかかる調査時に事業所記録を
確認したところ、既に基金記録が入っている
とのことでした。
○確認しましたところ、新規適用届入力時に
基金編入認可前でしたが、厚生年金基金番
号の入力が行われていたこと及び資格取得
届の種別が誤って入力されていることが判明
しました。

○新規適用届及び資格取得届を入力する際
に、健康保険組合加入については確認書類
が添付されていましたが、基金加入について
は、事業所が作成した基金加入については
申請している旨の文書が添付されていたもの
を基金加入の手続きが完了しているものと勘
違いし、基金番号及び種別を入力したもので
す。
○また、その後の決裁においても誤りを発見
できませんでした。

1事業
所2名

未徴収 47,120

○届書を確認し、基金加入取消処理
を行いました。
○担当者が事業所の担当者様に電話
し、お詫びのうえ、経過及び保険料の
調整について説明を行い、了承を得ま
した。改めて文書を送付することとし、
事業所あてに文書を送付しました。

○朝礼において、当該事象を説明し、
審査の際には十分に確認を行うことを
指示するとともに、審査担当及び補正
担当に再度徹底しました。

内
部

○副所長が、Ｂ事業所の担当者様に
お詫びし ご持参いただいた誤送付し

○朝ミーティングにおいて、当該事象
を説明し 封入 封緘を行う際には 件

○被保険者０人事業所の事業実態確認を行
うため 状況に いて回答をいただく文書を

○被保険者０人事業所の調査を行っている
担当職員から 封入 封緘を行 た職員に書

被保険者
０人事業

結果、当該被保険者整理番号が欠番となっ
てしまいました。

健康保険・
厚生年金
保険被保
険者標準

誤
送
付

○Ａ事業所から、決定通知書の誤送付が
あったとして、年金事務所に誤って送付され
た決定通知書の返送がありました。
○確認しましたところ Ａ事業所に送付した決

○決定通知書は、Ａ事業所分とＢ事業所分を
別々にホッチキス止して入っていました。
○決定通知書の封入・封緘、発送業務を行っ
ている委託業者が誤ってセットし 封入の際 2事

○事務センターの担当者がＢ事業所
に電話し、お詫びのうえ、説明し、了承
を得ました。Ｂ事業所あてに決定通知
書を送付しました。

○事故発生の原因は思い込みにより
確認を怠ったためであり、改善点を確
実に履行すること、担当者の指導を徹
底することを委託業者に申し入れまし

お詫びし、ご持参いただいた誤送付し
た通知を回収のうえ、正しい通知をお
渡しし、了承を得ました。
○適用調査課長がＡ事業所に電話連
絡のうえ訪問し、お詫びしました。誤送
付した通知を回収のうえ、正しい通知
をお渡しし、了承を得ました。

を説明し、封入・封緘を行う際には、件
数の多少にかかわらず、複数名による
チェックを必ず行うよう申し合わせまし
た。

外
部

2011年2月1日

うため、状況について回答をいただく文書を
送付したＡ事業所から、Ｂ事業所あての通知
が封入されているとの連絡がありました。
○確認しましたところ、封入の際、誤ってＢ事
業所あての通知をＡ事業所あての封筒に封
入・封緘し、発送していたことが判明しまし
た。

担当職員から、封入・封緘を行った職員に書
類を渡す際に、双方の事業所の通知文書と
宛名書きを行った封筒が逆にクリップ留めさ
れており、通知文書の内容が、事業所名・事
業所所在地・事業所整理記号以外は同様で
あったため、十分な確認を行わず封入・封緘
し、発送してしまったためです。
○また、普段から複数人による封入・封緘を
習慣付けていましたが、発送件数が２件で
あったため、複数人による封入・封緘の確認
を行わなかったことも原因です。

2事
業所

― 0

０人事業
所調査に
かかる確
認文書の
送付誤り
について

誤
送
付
・
誤
送
信

長野 小諸 2011年1月31日24

25

険者標準
報酬改定
通知書の
誤送付に
ついて

付
・
誤
送
信

兵庫
事務

センター
2011年2月21日 2011年2月28日

○確認しましたところ、Ａ事業所に送付した決
定通知書の中に、Ｂ事業所の決定通知書を
誤って封入し、送付していたことが判明しまし
た。

ている委託業者が誤ってセットし、封入の際
の確認においても誤りに気付かず発送したも
のです。

2事
業所
16名

― 0

書を送付しました。
○事務センターの担当者がＡ事業所
に電話し、お詫びのうえ、説明し、了承
を得ました。

底することを委託業者に申し入れまし
た。 外

部

7
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26

被保険者
証返納の
お知らせ
の誤送付
について

誤
送
付
・
誤
送
信

群馬
事務

センター
2011年3月8日 2011年3月9日

○Ａ様より、「封書に別人（Ｂ様）の通知が
誤って同封されている」との連絡がありまし
た。
○確認しましたところ、被保険者証返納のお
知らせを誤送付したことが判明しました。

○通知を発送する際、被保険者資格記録を
見て宛名を封筒に書く際に、誤って別人の宛
名を記載し、封入封緘時に、２人以上で封筒
の中身と宛名の突合をし確認するところ、確
認せず発送してしたことにより誤送付が発生
しました。

2名 ― 0

○事務センターの担当者がＡ様と面談
し、お詫びのうえ、誤送付した通知を
回収し、了承を得ました。
○事務センターの担当者がB様に電話
し、誤送付があったことを説明し、お詫
びしました。
○事務センターの担当者がＢ様宅に
お伺いし、再度お詫びのうえ、被保険
者証返納のお知らせを手渡し、了承を
得ました。

○ミーティングにおいて事象を説明し、
封入封緘は２人以上で確認して行うよ
うにグループ内で再確認し、周知・徹
底を図りました。

外
部

○当該事象を厚生年金適用課職員全
員に周知するとともに 返戻する書類

○Ａ事業所の担当者様より、「返戻された封
書に他社（Ｂ事業所）のＭＯが入 ている」と

○Ａ事業所あてに返戻する封入封緘作業を
行 た際 Ｂ事業所に送付すべき 被保険者

○厚生年金適用課長よりＡ事業所に
連絡し お詫びのうえ 事象の経過と

被保険者
月額変更

27

○社会保険労務士より、「受託事業所（Ａ事
業所）以外のＢ事業所分の資格取得届決定
通知書が送付されている」旨の連絡が年金
事務所にありました。

○年金事務所の担当者がＢ事業所の
決定通知書を回収し、事務センターへ
回送しました。
○事務センターの担当者がＢ事業所

○職員に対し、今回の事象及び原因
の説明をし、個人情報の取扱の徹底
を確認しました。
○また、作業工程においては、封入封

員に周知するとともに、返戻する書類
の組合せの確認及び封入封緘の際の
封筒の宛名と送付物の事業所名称等
の確認を徹底するよう指示しました。
○また、封入封緘作業を行っている間
は、他の業務を並行して行わないよう
指示しました。

外
部

○事務センターで届書の受付を行い、通常で
あれば平成２３年 1月18日までに入力処理を
行うところですが、年金計算処理中であった
ため保留となり、同月２７日に年金の計算が

資格取得
届決定通
知書の誤
送付につ

書に他社（Ｂ事業所）のＭＯが入っている」と
の連絡がありました。
○確認しましたところ、Ｂ事業所に送付すべ
きＭＯを誤ってＡ事業所に送付していたこと
が判明しました。

行った際、Ｂ事業所に送付すべき、被保険者
月額変更届のデータが収録されていたＭＯ
について、複数人で封筒の宛先と送付物の
事業所名称との確認をしたものの、Ｂ事業所
分のＭＯをＡ事業所あての封筒に封入してし
まったことに気づかなかったため、Ｂ事業所
のＭＯを誤ってＡ事業所に送付してしまいま
した。

2事
業所
387名

― 0

連絡し、お詫びのうえ、事象の経過と
ＭＯの回収について説明し、了承を得
ました。
○厚生年金適用課長がＡ事業所を訪
問し、再度担当者様にお詫びと事象の
説明をし、ＭＯを回収しました。
○厚生年金適用課長よりＢ事業所に
連絡し、ＭＯの誤送付についてお詫び
しました。また、同日、改めてＢ事業所
を訪問のうえ、お詫びと事象を説明す
るとともに、ＭＯを返却し、了承を得ま
した。

月額変更
届のデー
タが収録さ
れた光磁
気ディスク
（ＭＯ）の
誤送付に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

東京 港 2011年3月8日 2011年3月9日

28
外
部

○確認しましたところ、封入の際、誤ってＢ事
業所分の資格取得届決定通知書（以下、決
定通知書という）をＡ事業所分に混入させた
まま、社会保険労務士に送付したことが判明
しました。

2事業
所1名

― 0

へ電話し、お詫びのうえ、説明し、決定
通知書を送付することで了承を得まし
た。Ｂ事業所あてに決定通知書を送付
しました。
○事務センターの担当者が社会保険
労務士あてに電話し、再度お詫びのう
え、今回の経過を説明し、了承を得ま
した。

緘時の２度チェックの見落しがないよ
う、１次・２次チェック者は同一人が行
わないこと、決定通知書等の事業所記
号・事業所名称の確認は特に注意を
するよう指示しました。

決定され、翌２８日の入力処理となりました。
○年金計算中であるために保留となった届
書については、発送業者に委託せず、事務
センター第５グループにて封入封緘及び発送
を行っており、その際、社会保険労務士の受
託事業所であるＡ事業所分とＢ事業所分の
届書が同時期に年金計算決定されたため、
決定通知書の発送も同一スケジュールとなり
ました。
○組合せ時及び封入封緘時における２度の
チェック確認が不十分であったため、誤りに
気づかずに封入封緘をしたことが原因によ
り、発生した事象です。

いて

誤
送
付
・
誤
送
信

東京
事務

センター
2011年2月8日 2011年2月14日

8
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29
1事業
所1名

― 0

○当該事業所は年金事務所が保険料
の納付について対応中であるため、年
金事務所を通じ、処理遅延のお詫びと
経過説明を行いました。
○保険料の更正を行うことが必要なこ
とから、原本は発見されていません
が、受付簿、添付健康保険被保険者
証より提出が明らかであり、当該被保
険者様が特定できるため、資格喪失
届の入力を行い、年金事務所厚生年
金徴収課に更正減の処理を依頼しま
した。
○事務センターより事業所に電話し、
お詫びのうえ 年金事務所から説明を

○グループ内全員に当該事象を説明
し、引続き書類の授受及び点検、保管
はその都度確実に行うよう周知徹底
するとともに、各担当者の保留書類の
保管場所や表示方法などを整理し、グ
ループ全体を統一するよう指示しまし
た。

外
部

○年金事務所より届書を事務センターあて送
付し、事務センターにおいて委託業者が受付
処理を行い、厚生年金適用グループへ回付
されました。
○同時に提出された算定基礎届、賞与届、
取得届については審査入力が行われ、ま
た、喪失届に添付されていた健康保険被保
険者証については、回収の処理が行われま
した。
○年金事務所からの連絡により、届書を捜
索しましたが不明であり、受付簿、回付簿等
の記載状況より、委託業者による受付処理
等は行われていましたが、審査後の入力業
務委託への回付が行われておらず 厚年適

資格喪失
届の紛失
について

受
理
後
の
書
類

滋賀
事務

センター
2011年2月2日 2011年2月23日

○事業所より、「保険料が提出した届書の内
容と合わない」とのお問合せが年金事務所に
ありました。
○年金事務所から連絡を受け、確認しました
ところ、資格喪失届が処理されておらず、紛
失していることが判明しました。

○厚生年金適用調査課長がA事業所
を訪問し、担当者様に催告状が送付さ
れた状況を説明のうえ、お詫びしまし
た。一方、賞与支払届総括表について
は、賞与支払届が提出されていること
や 連の聴取内容から当所にて処理

○A事業所から、「平成２１年１２月の被保険
者賞与支払届（以下賞与支払届という）を提
出しているにもかかわらず、催告状が届い
た」との連絡がありました。
○確認しましたところ、提出済の賞与支払届
について誤って催告したことが判明しました

○課内会議において、担当課長から
当該事象を説明のうえ、書類審査及
び入力の際に届書原本に漏れがない
かの確認作業を再徹底するように指
示しました。
○また 点検件数の多い賞与支払届

○平成２１年３月から平成２２年７月までの賞
与支払届未提出分についてデータ抽出を行
い、２６６事業所分の催告状を発送しました。
○賞与支払届未提出事業所一覧表の配信
処理の後、対象事業所における賞与支給の
状況及び被保険者別の賞与支払記録を確認

賞与支払
届催告状
の誤送付
および賞
与支払届
総括表の

受

所 名 お詫びのうえ、年金事務所から説明を
受けている旨のお申出があり、了承を
得ました。

部務委託への回付が行われておらず、厚年適
用グループにおいて不明となっていることが
判明しました。
○厚年適用グループ全職員により机上、机
の下、引き出し、ロッカー等、誤って保管して
いる可能性のある場所について捜索を行い
ましたが、発見できませんでした。回付から
判明日までの間、数回にわたり廃棄（シュ
レッダー処理）を行った書類があることから、
不要書類に混在し、処分された可能性が高
いと推測されます。

類
管
理
誤
り

ンタ

30
7事
業所

― 0

や一連の聴取内容から当所にて処理
する旨を説明し、了承を得ました。
○再確認より判明した６事業所及び委
託社会保険労務士に対して、電話に
て事情説明とお詫びをし、了承を得ま
した。

について誤って催告したことが判明しました。
○また、今回の賞与支払届の催告におい
て、他に誤った送付がないか確認しましたと
ころ、他に６件判明しました。

○また、点検件数の多い賞与支払届
催告状の確認漏れを防ぐダブルチェッ
クの徹底及び通常の届書処理・発送
業務等においてもダブルチェックを徹
底するよう再度指示しました。

外
部

状況及び被保険者別の賞与支払記録を確認
することとしていますが、徹底したチェックが
されていませんでした。
○A事業所について、被保険者毎の賞与支
払届は入力処理されていましたが、賞与支
払届総括表の処理記録がないことから、届
書綴を確認すると、賞与支払届は綴っている
ものの、総括表は綴られていませんでした。
一方、返戻控を確認しましたが返戻した形跡
がなく、また、発生日周辺の届書綴に紛れて
いないか確認しましたが発見できませんでし
た。

総括表の
紛失につ
いて

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

愛知 豊橋 2011年3月1日 2011年3月3日

9



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

31

○届書の引渡し、納品時の届書確認
を、事務センター職員と届書仕分委託
業者担当者において徹底することと、
年金事務所へ返却された届書につい
て速やかに件数確認するよう徹底しま
した。

外
部

○適用関係の届書については、大量の届書
を一括してデータ処理を行っているため、受
付後、委託業者Ａに年金事務所別・届書種類
別に仕分け作業を委託し、仕分け作業終了
後に委託業者Ｂに届書データのＦＤ作成を委
託しています。
○紛失の原因は不明ですが、委託業者Ｂよ
り納品されたＦＤには当該資格喪失届のデー
タが収録されていなかったことから、届書の
受付作業又は仕分け作業いずれかの過程に
おいて紛失したものと推測されますが、当セ
ンター受付グループから委託業者Ａへの届
書の引渡し、委託業者Ａから委託業者Ｂへの
届書の引渡しの際 当事者間での引渡し件

○年金事務所において、社会保険労
務士事務所で保管されていた資格喪
失届の写しを提供していただき、入力
処理を行いました。
○担当職員が社会保険労務士事務所
あてに連絡し、お詫びのうえ、経過説
明を行い、了承を得ました。
○担当職員がＡ事業所あて電話し、担
当者様にお詫びのうえ、経過説明を行
いました。また、届書については引き
続き捜索を行うことと、保険料につい
ては次回保険料にて清算されることに
ついて説明し、了承を得ました。

資格喪失
届の紛失
について

受
理
後
の
書
類
管
理

東京
事務

センター
2010年10月8日～
2010年10月12日頃

2011年2月4日

○年金事務所に社会保険労務士事務所よ
り、「事務センターに送付したＡ事業所の資格
喪失届が未処理であるため、調査してほし
い」との連絡がありました。
○確認しましたところ、健康保険組合経由で
送付されたＡ事業所にかかる２名分の資格
喪失届の紛失が判明しました。

1事業
所2名

過徴収 586,005

届書の引渡しの際、当事者間での引渡し件
数の確認が不十分であったことが原因であ
ると推測されます。
○年金事務所内及び事務センター内を捜索
しましたが、資格喪失届は発見されませんで
した。

理
誤
り

10



整理
番号

件名
事故
等の
区分
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対応 対策
判明
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32 2010年11月25日

○他年金事務所から連絡があり、Ａ様にかか
る保険料について確認しましたところ、平成２
２年３月付で２ヵ所の事業所に勤務されてい
るＡ様がお勤めの事業所が移転した際、二
以上事業所勤務被保険者の引継ぎが漏れて
いたため、当所から請求すべき平成２２年２
月分の保険料が請求されていないことが判
明しました。

1事
業所

未徴収 41,219

○課内会議において、二以上事業所
勤務被保険者を有する事業所の所在
地変更（管轄外）における保険料計算
の取扱を再確認したうえで、保険料の
調定入力について相互チェックを行う
ことを徹底しました。

二以上事
業所勤務
被保険者
の保険料
請求漏れ
について 確

認
・
決
定
誤
り

神奈川 川崎 2010年3月1日

○事業所が移転（所在地変更）したため、本
来であればＡ様にかかる保険料については
平成２２年２月分から当所より請求するべき
ところ、誤って平成２２年３月分から請求を開
始していたため、平成２２年２月分保険料の
請求を漏らしてしまいました。
○事業所が所在地変更（管轄外）した場合
は、変更月の１ヵ月前である平成２２年２月分
保険料から請求年金事務所が変更になるこ
とを担当者が確認せず、所在地変更月の平
成２２年３月分保険料から変更されると誤っ
て認識していたことが原因です。
○また、入力処理の決裁時においても誤りを
発見できませんでした。

○厚生年金徴収課長が事業所に電話
し、お詫びのうえ、今回の経緯を説明
しました。また、平成２２年２月分保険
料の請求については納入告知書を作
成して送付することで了承を得ました。
○平成２２年２月分の納入告知書を作
成し、今回の経緯の説明及びお詫び
の文書を添えて、事業所の担当者様
あてに送付しました。
○保険料が納付されたことを確認しま
した。
○厚生年金徴収課長が事業所の担当
者様に電話し、改めてお詫びのうえ、
納付の確認ができた旨をお伝えしまし

内
部

33

総務大臣
によるあっ
せんに係
る厚生年
金特例法
に基づく特
例納付保
険料の計
算誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

群馬 太田 2011年2月10日 2011年3月2日

○総務大臣によるあっせんのあった事案に
係る厚生年金特例法に基づく事業所からの
納付申出書を受け、事業所を管轄する他年
金事務所へ引継いだところ、担当職員より特
例納付保険料に誤りがある旨の連絡があり
ました。
○確認しましたところ、計算誤りが判明しまし
た。

○特例納付保険料の対象月を昭和５２年２
月分とすべきところ、昭和５２年３月分として
計算されていました。（加算率が昭和５１年度
（昭和５１年３月分～昭和５２年２月分）と昭
和５２年度（昭和５２年３月分～昭和５３年２
月分）では異なるため）
○また、決裁においても再計算するなどの
チェックが漏れていました。

1事
業所

未徴収 2,488

○担当職員が事業所の担当者に電話
し、お詫びのうえ、経過説明を行い、了
承を得ました。また、勧奨文及び納付
申出書を送付し、再度納付申出書を
当年金事務所あて送付いただくようお
願いしました。
○他年金事務所の担当職員へ、書類
等が整い次第、再度引継ぎを行うこと
を伝えました。

○課内ミーティングを行い、当該事象
を説明し、正確さを常に念頭に置き、
職務を行うことを申し合わせました。
○年金記録課でも独自で計算し、徴収
課と突合せをする等のチェック体制の
見直しを行いました。 内

部

○事業所から、「納入告知額通知書より多く
口座振替されているが、どうなっているのか」

○担当課長が事業所に電話し、事象
を説明のうえ、お詫びしました。

○課内朝礼において当該事象を説明
し、納入告知書引抜時には、口座振替

○二以上事業所勤務被保険者にかかる遡及
事案において、調整入力が保険料計算日に

二以上事
業所勤務

発見できませんでした。 納付の確認ができた旨をお伝えしまし
た。

口座振替 ○事業所から 「口座振替先金融機関より平 ○口座振替先金融機関へ平成２２年１１月分 ○事業所は 平成２２年１１月分保険 ○課内会議において 当該事象を説

34
1事
業所

過徴収 145,8292011年3月7日

口座振替されているが、どうなっているのか」
とのお問合せがありました。
○確認しましたところ、保険料の過徴収が判
明しました。

を説明のうえ、お詫びしました。
○担当課長が事業所に赴き、再度お
詫びのうえ、経過説明を行い、過徴収
となった保険料について還付する旨
と、その時期について説明を行いまし
た。保険料還付請求書を受理し、了承
を得ました。

し、納入告知書引抜時には、口座振替
状況の確認を徹底することを申し合わ
せました。

外
部

事案において、調整入力が保険料計算日に
間に合わなかったため、平成２３年１月分保
険料について徴収決定済額更正減を決議
し、事務センターへ更正減前の納入告知額
通知書の引抜を依頼し、当所より更正減後
の納入告知額通知書を事業所へ送付しまし
た。また、口座振替先の金融機関へは更正
減後の納付書を送付しました。
○しかしながら、更正減前の口座振替の緊
急停止を行っていなかったため、二重に口座
振替がされたものです。
○納入告知額通知書の引抜作業を行うこと
で、口座振替が停止されるものと担当者が勘
違いしていたためです。また、決裁時の確認
が不十分であったためです。

業所勤務
被保険者
保険料の
過徴収に
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 城東 2011年1月

35

口座振替
緊急停止
依頼の忘
失につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

静岡 浜松西 2010年12月27日 2011年1月6日

○事業所から、「口座振替先金融機関より平
成２２年１１月分保険料が口座振替できな
かったとの連絡を受けた」とのお問合せがあ
りました。
○確認しましたところ、口座振替先金融機関
へ口座振替停止の依頼をすべきところ忘失し
ていたことが判明しました。

○口座振替先金融機関へ平成２２年１１月分
保険料納入告知書口座振替用が送付され、
事業所に対して納入告知額通知書が発行さ
れた以後に、保険料額を訂正した旨を説明
のうえ、納付書を送付しました。進捗管理簿
に記載はしていませんでした。
○その後、口座振替先金融機関へ口座振替
停止の依頼をすべきところ、そのまま忘失し
たことによるものです。

1事
業所

― 0

○事業所は、平成２２年１１月分保険
料を送付した納付書により平成２２年
１２月末に納付していました。
○担当課長が事業所の担当者様に電
話し、今回の事象を説明してお詫び
し、了承を得ました。

○課内会議において、当該事象を説
明し、毎月口座振替緊急停止の処理
日を定め、必要とする事業所を再確認
のうえ、該当がない場合も当日中に決
裁することを徹底しました。
○また、更正決定処理した日に、通知
書発送簿へ要緊急停止と表示した帳
簿を、口座振替緊急停止依頼書の決
裁時に添付することとしました。

外
部

11
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36

保険料口
座振替納
付（変更）
申出書の
入力誤り
について

入
力
誤
り

福岡 久留米 2011年1月12日 2011年3月4日

○滞納処分担当者が平成２２年１２月分保険
料の納付督励で事業所へ電話しましたとこ
ろ、口座振替になっているはずとのお申出が
ありました。
○確認しましたところ、口座振替開始が平成
２３年１月分からと入力されていることが判明
しました。

○当該事業所は平成２３年１月付他年金事
務所からの移管事業所で、保険料口座振替
申出書の振替年月が平成２３年１月と鉛筆書
きされていたことから、当年金事務所での保
険料は平成２３年１月分から発生するものと
勘違いし、入力処理を行ったことによるもの
です。

1事
業所

未徴収 225,013

○担当課長が事業主様に電話し、今
回の事象を説明してお詫びしました。
平成２２年１２月分の納付書がないと
のことで、再度作成のうえ、送付しまし
た。
○また、延滞金についても説明し、了
承を得ました。

○課内ミーティングにおいて、当該事
象を説明し、移管事業所の場合は慎
重に処理するよう指示しました。
○決裁においても改めてチェックする
よう指示しました。 外

部

○臨時役付会議を招集し、室・各課長
へ今回の事象を説明し、注意喚起を
行いました。
○担当職員に対し、たとえ２件であっ

も複数分を送付する場合は 必ず別

○担当職員がＡ事業所に電話し、お詫
びのうえ、訪問し、回収させていただき
たい旨を申出ましたところ、当所へ持
参していただくことで了承を得ました。
○ 事業所 担当者様が来所され

来所通知
書の誤送
付につい
て

○来所通知書を送付したＡ事業所から、「Ｂ
事業所の通知書が送付された」との連絡が
ありました。
○確認しましたところ、封入の際、誤ってＢ事
業所分を 事業所あ 封筒 入れ 事業

○担当職員がＡ及びＢ事業所の来所通知書
及び送付用封筒を作成しましたが、その際、
封筒の宛名及び来所通知書の事業所名をよ
く確認せず、誤って封入したことが原因です。
○また 本来 あれば送付を行う際 は 別

37

○年金事務所にＡ事業所より、「健康保険・
厚生年金保険料の保険料納入告知額・領収

保険料納
入告知額・

0

ても複数分を送付する場合は、必ず別
の職員にチェックさせるよう再度周知
しました。

外
部

○封入封緘作業は、事業所の所在地以外に
別送付する分を除き、機械を使用して作業を

○委託業者に職員の教育及び機械封
入でエラーが発生した場合の再確認

○Ａ事業所の担当者様が来所され、
再度お詫びのうえ、説明しました。「経
過内容を文書で提出してほしい。受理
後、誤って届いた文書を返送する」と
のお申出があり、経過文書をＡ事業所
へ送付しました。
○Ａ事業所より、誤って送付した来所
通知書が返送されました。
○担当職員がＢ事業所に赴き、事業
主様と面談しました。お詫びのうえ、説
明し、誤って送付した通知書を回収さ
せていただき、正しい通知書をお渡し
し、了承を得ました。

○年金事務所の担当者がＡ事業所を
訪問し、お詫びのうえ、経緯を説明し、

誤
送
付
・
誤
送
信

神奈川 藤沢 2011年2月16日 2011年2月17日

業所分をＡ事業所あての封筒に入れ、Ａ事業
所分をＢ事業所あての封筒に入れて送付し
ていたことが判明しました。

○また、本来であれば送付を行う際には、別
の職員に内容を確認させたうえで、別の職員
が封緘すべきところ、送付件数が２件だけで
あったため、担当職員が１人で全ての作業を
してしまいました。

2事
業所

―

38 2011年3月23日

厚 年金保険料の保険料納入告知額 領収
済額通知書が送付されてきたが、他社（Ｂ事
業所）分の通知書が同封されていた」との連
絡がありました。
○確認しましたところ、誤送付していたことが
判明しました。

2事
業所

入告知額
領収済額
通知書の
誤送付に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

東京
事務

センター
2011年3月21日

別送付する分を除き、機械を使用して作業を
行っていますが、この作業において、１つの
封筒に複数枚の保険料納入告知額・領収済
額通知書を封入してしまった場合等、事故が
起こった場合には、機械が事故を感知し、自
動的に運転を停止することとなっています。
○本来であれば、この封入事故が起こった場
合には、当該封筒の封入物を担当者が目視
で確認し、正しく封入し直した後、機械を再始
動させることとなっていますが、この確認作
業を怠り、機械を再始動させてしまったため、
Ａ事業所及びＢ事業所分の保険料納入告知
額・領収済額通知書を同じ封筒に同封したま
ま発送してしまったことが原因です。

入で ラ 発 した場合の再確認
の徹底による事故防止を強く要請しま
した。手作業封入分についても、納入
告知書の引抜き、発送前の再確認の
徹底を要請しました。

外
部

― 0

訪問し、お詫びのうえ、経緯を説明し、
了承を得ました。また、Ｂ事業所分の
保険料納入告知額・領収済額通知書
を回収しました。
○年金事務所の担当者がＢ事業所を
訪問し、お詫びのうえ、経緯を説明し、
了承を得ました。保険料納入告知額・
領収済額通知書をお渡ししました。

12



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

39

国民年金
付加保険
料納付申
出にかか
る届書の
年金事務
所への送
付漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 中野 2009年1月30日 2010年2月19日

○お客様より、「区役所で国民年金付加保険
料納付の申出をしたが、納付書が送付され
なかったため納付できなかった」との連絡が
ありました。
○確認しましたところ、国民年金付加保険料
納付の申出（以下、付加申出という）につい
て、区役所から当所に送付された、国民年金
被保険者関係届に記載されていなかったた
め、付加申出の処理が行われていないこと
が判明しました。

○本来であれば、区役所において作成する、
国民年金被保険者関係届に国民年金被保
険者資格の取得及び付加申出の２つの事項
を記載しなければならないところ、付加申出
の届出事項の記載を漏らしてしまい、当所へ
国民年金被保険者関係届を送付してしまっ
たことによるものです。 1名 ― 0

○区役所の担当者よりお客様にお詫
びするとともに、国民年金付加保険料
の納付に関する取扱については、機
構本部に協議することとしました。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様宅を訪問し、国民年金付加
保険料を領収し、了承を得ました。
○付加保険料収納記録の入力処理を
依頼しました。
○お客様に納付記録を送付しました。

○区役所より顛末書が提出され、区役
所担当者に、受付書類を送付する際
の確認の徹底と再発の防止を依頼し
ました。

外
部

○市役所に今回 事象を報告すると○担当者がお客様に電話 お詫びし国民年金 ○お客様から受付した年金請求書を事務セ ○本来 あれば 配偶者様 第 号被保険

40 未徴収 57,640

○市役所に今回の事象を報告すると
ともに、種別変更届の受付時において
は、任意継続資格喪失証明書をもって
資格の確認をしないよう、市役所に徹
底した対応をするように申し入れまし
た。

内
部

○担当者がお客様に電話でお詫びし
ました。
○お客様のご主人様が来所され、再
度お詫びのうえ、事象を説明しました。
お客様のご主人様から、時効により納
められないことは納得できないとのお
申出を受けたため、機構本部に協議
することとしました。
○機構本部から、時効により、国民年
金保険料を徴収できない旨の回答が
あり担当者がお客様のご主人様にお
伝えしましたが、納得していただけま
せんでした。
○担当者がお客様のご主人様に電話
し、改めてお詫びのうえ、説明し、了承
を得ました。

国民年金
の資格取
得日誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

東京 八王子 2009年3月31日 2010年9月3日

○お客様から受付した年金請求書を事務セ
ンターへ進達しましたところ、お客様の国民
年金第３号被保険者記録について整備が必
要との理由で年金請求書が返戻されました。
○確認しましたところ、市役所から誤った種
別変更年月日の記載された、国民年金被保
険者種別変更届が進達されていたことが判
明しました。

○本来であれば、配偶者様の第２号被保険
者資格喪失日である平成２０年４月を種別変
更日とすべきところ、任意継続組合員・被扶
養者資格喪失証明書に記載されていた資格
喪失年月日である、平成２１年４月としてし
まったことが原因です。
○これにより、平成２０年４月から平成２０年
７月分の国民年金保険料が時効により納付
できなくなりました。

1名

41 2010年8月31日

○他年金事務所において、国民年金第3号
被保険者配偶者情報確認リストの確認を
行っていましたところ、お客様の国民年金第3
号被保険者期間（以下、第３号被保険者期
間という）とお客様の配偶者様の厚生年金保
険被保険者期間とに相違があったことから、
事務センターを通じて連絡がありました。
○確認しましたところ、第３号被保険者期間
が誤って登録されていることが判明しました。

1名 誤還付 28,610

○担当課長がお客様に連絡し、お詫
びのうえ、説明し、了承を得ました。ま
た、訂正した後の保険料の取扱につ
いて、機構本部と協議することとしまし
た。
○機構本部より回答があり、誤還付に
よる返納金として取扱うよう指示があ
りました。
○他年金事務所に返納金納付書の作
成を依頼しました。
○他年金事務所において、お客様の
第３号被保険者期間が訂正されまし
た。
○お客様より返納金が納付されまし
た。

国民年金
第３号被
保険者期
間の登録
処理誤り
について

確
認
・
決
定

東京 港 2010年4月19日

○当所において平成２１年９月１日付で資格
を取得する旨の、国民年金第３号被保険者
資格取得届を受付しました。届書には戸籍謄
本と、お客様の配偶者様の雇用保険受給資
格者証が添付されていました。
○お客様の配偶者様は平成２１年１０月１日
に厚生年金保険の被保険者資格を喪失され
ていることから、本来であれば、お客様の第
３号被保険者期間を、平成２１年９月１日から
平成２１年１０月１日として他年金事務所に記
録の整備を依頼すべきところ、配偶者様の資
格喪失日を平成２１年１０月１日ではなく、雇
用保険受給資格者証に記載されていた失業
給付の支給開始年月日である平成２１年１２
月１１日と誤認してしまったため、誤ってお客
様の第3号被保険者期間を「平成２１年９月１

○課内職員に当該事象を周知し、第３
号被保険者の資格取得・喪失にかか
る処理にあたっては、配偶者様の厚生
年金保険被保険者記録の確認を徹底
するよう指示するとともに、処理結果
の確認は、慎重かつ確実に行うよう指
示しました。

内
部

定
誤
り

様の第3号被保険者期間を「平成２１年９月１
日から平成２１年１２月１１日として、記録整
備の依頼をしてしまいました。この結果、お客
様の第３号被保険者期間を誤って登録してし
まうとともに、本来還付する必要のなかった
平成２１年９月分から平成２１年１１月分の国
民年金保険料を還付してしまいました。
○また、当所における他年金事務所より記録
整備処理の結果報告を受けた際の確認作業
においても、第３号被保険者期間の登録誤り
に気づくことができませんでした。

部

13



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

42

国民年金
第３号被
保険者の
種別誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

奈良 奈良 2002年3月5日 2010年10月21日

○お客様のご主人様が亡くなられ、遺族厚生
年金と未支給請求の手続きを請求された際、
国民年金第３号被保険者から第１号被保険
者に種別変更すべきでしたが、第３号被保険
者のままになっていることが判明しました。

○ご主人様の退職時と繰上げ請求時におい
ても確認することができましたが、そのまま気
づかず年金を支給し続けていました。
○当時、老齢基礎年金裁定時に配偶者様の
状況をよく確認せずに裁定処理を行ったこと
によります。

1名 過払い 130,000

○お客様相談室長がお客様に電話
し、お詫びのうえ、国民年金記録に誤
りがあり、受給されている年金に過払
いが生じる旨を説明しました。必要な
書類について送付し、後日返送しても
らうことで了承を得ましたので、お客様
あてに書類を送付しました。
○書類の提出があり、返納申出書とあ
わせて受理し、機構本部に進達しまし
た。

○今回の事象を職員に周知するととも
に、裁定請求書を審査する場合には、
配偶者様の記録についても必ず確認
するように指示しました。

内
部

国民年金
任意加入

○担当者が６５歳未満喪失予定年月日到達
者 を確認 ま たと ろ 基礎年金

○６０歳以上の国民年金任意加入被保険者
方 は 歳前 保険料納付済月

○担当者がご本人様へ電話し、喪失
予定年月 が誤 た とをお詫び

○課内打合せ会議において、書類審
査及び入力後 重 ク

43

任意加入
被保険者
の喪失予
定年月日
の誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

群馬 高崎 2010年11月1日 2010年12月7日

者リストを確認していましたところ、基礎年金
満額の４８０月に２ヵ月足りない方を発見しま
した。
○確認しましたところ、任意加入時の期間の
計算誤りにより、喪失予定年月日を誤って処
理していたことが判明しました。

の方については、６５歳前に保険料納付済月
数等が４８０月となる場合は４８０月となるとこ
ろで資格喪失となるよう、喪失予定年月日を
入力することになっていますが、６５歳未満喪
失予定年月日到達者リストを確認していまし
たところ、４８０月に２ヵ月足りない方を発見し
ました。
○喪失予定年月日の入力処理時の審査・確
認不足が原因です。

1名 ― 0

予定年月日が誤っていたことをお詫び
し、あと２ヵ月分の保険料の納付が必
要となる旨を伝えました。ご本人様か
ら、前納しているので、差額で納めら
れるようにしてほしいとのお申出があ
り、機構本部と協議することとしまし
た。
○機構本部からの回答により、担当者
がご本人様宅を訪問し、再度お詫びの
うえ、２ヵ月分を含む差額保険料額で
収納し、了承を得ました。

査及び入力後の二重チェックについて
再度徹底し、事故防止の徹底を図りま
した。
○課内打合せにおいて、再度、今回の
事象について話合を行い、事故防止
の徹底を図りました。 内

部

高齢任意
加入者に
係る資格
喪失予定
日の誤り

確
認

○高齢任意加入者にかかる再点検を行った
際に、喪失予定年月日の誤りにより、満額の
老齢基礎年金が受給できないお客様の存在
が判明しました。

○厚生年金保険の被保険者期間のうち、２０
歳未満と６０歳以上の期間を参入しており、
平成２６年８月１日とすべきところ、平成２２年
５月１日と誤って決定していました。また、決
裁時においても点検が十分でなかったことに

○担当者がお客様宅を訪問し、お詫
びのうえ、説明しました。今後の取扱
については、機構本部と協議すること
としました。
○機構本部からの回答により、担当者

○当該事象について、担当者会議を
実施し、さらに審査を慎重に行うこと
と、決裁前におけるチェックを行うこと
としました。

44

日の誤り
について

認
・
決
定
誤
り

大阪
事務

センター
2010年1月8日 2011年1月4日

裁時においても点検が十分でなかったことに
よるものです。
○このため、平成２２年５月分以降の１ヵ月前
納の口座振替ができなくなりました。

1名 ― 0

○機構本部からの回答により、担当者
がお客様と面談し、再度お詫びのう
え、平成２２年度口座振替による付加
保険料を含む前納保険料と納付済保
険料の差額を受領し、了承を得まし
た。
○納付記録の訂正処理を完了しまし
た。

内
部

○年金事務所の担当課長がお客様に
電話し、当該事象を説明したうえでお
詫びし、お客様宅に訪問するお約束を
しました。同日、誤って処理した資格喪
失日について、取消処理をしました。
○年金事務所の担当課長と事務セン
ターの担当グループ長がお客様宅を
訪問し、当該事象を説明したうえでお
詫びしました また 訂正後の正しい

○グループ内会議において、今回の
事象を説明し、添付書類の内容確認
の徹底を指示するとともに、第３号資
格喪失処理については、平成２２年８
月に改正された事務処理マニュアル
のとおりに行うことを、再度、周知・徹
底しました。

○第３号届書に基づいて第３号資格取得の
処理をしました。その際、第３号に該当しない
期間が判明したため、本来であれば、事務処
理マニュアルのとおり、第３号の資格喪失処
理は行わずに国民年金第１号被保険者への
種別変更の届出を勧奨すべきところ、第１号
に該当する日をもって第３号の資格喪失処理
を行ってしまいました。平成２２年８月に事務
処理マニュアルが改訂されたことを職員全員

国民年金
第３号被
保険者の
資格喪失
処理にか
かる誤りに
ついて

確

○お客様より、「国民年金第３号被保険者期
間が誤っているのではないか」とのお問合せ
がありました。
○確認しましたところ、第３号被保険者期間
の資格喪失処理についての取扱と、入力内
容が誤っていることが判明しました。

45 1名 ― 0

詫びしました。また、訂正後の正しい
記録回答票をお渡しし、了承を得まし
た。

外
部

処理マニュアルが改訂されたことを職員全員
に周知徹底できていなかったことが原因で
す。
○また、資格喪失日の入力にあたり第３号届
書に添付されていた雇用保険受給資格者証
の写しから雇用保険を平成２１年１２月から
受給していることを確認したため、第３号の資
格喪失日を平成２１年１２月と決定しました
が、この添付書類は別人のものであったた
め、誤った年月日を入力していたことも判明
しました。原因は、事務センターにおける事
前審査時及び決裁時において、添付書類の
内容確認を怠ったことです。

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川
事務

センター
2010年9月17日 2011年2月8日
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

○担当者がご本人様の奥様に電話
し、お詫びのうえ、経過説明を行い、任
意加入の資格記録の取消、納付いた
だいた保険料の還付について説明を
行いました。
○任意加入の取得取消を行いました。
○担当課長がご本人様宅を訪問し、
奥様に対応していただきました。再度
お詫びのうえ、経過説明を行い、納付
いただいた国民年金保険料の還付に
ついて説明し、還付請求書にご記入い
ただき、受理し、了承を得ました。

○任意加入の申出があった場合は、
入力前の審査を国民年金課及びお客
様相談室の担当者による複数人で行
い、また、入力後の処理結果も複数人
で行うよう改めました。
○朝礼時に当該事案の説明を行い、
周知徹底を図りました。 外

部
2011年2月24日

○国民年金任意加入のご本人様の奥様か
ら、「任意加入する以前から現在も厚生年金
に加入している」との連絡がありました。
○確認しましたところ、厚生年金加入中であ
るにもかかわらず、国民年金任意加入を誤っ
て適用していることが判明しました。

○市役所で６０歳以上の国民年金任意加入
申出書を受理し、当所に進達がありました。
○本来、市町村窓口及び年金事務所におい
て厚生年金加入中であることを確認し、国民
年金の加入ができないとお伝えすべきとこ
ろ、確認が不十分であったため、国民年金任
意加入の取得処理を行ってしまいました。
○また、決裁においても厚生年金加入中で
あることの確認が漏れたことによるもので
す。

1名 過徴収 169,660

６０歳以上
の国民年
金任意加
入の適用
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

群馬 太田 2010年4月2日46

2010年12月8日

○お客様が市役所に来所され、「国民年金高
齢任意加入中にもかかわらず、平成２０年１
２月から口座振替が止まっているが、なぜ
か」との照会がありましたとの連絡を受けまし
た。
○確認しましたところ、審査を誤り、資格喪失
予定年月日を誤入力をしていたことが判明し
ました。

○届書のＦＡＸを市役所より受け、審査しまし
たが、その際、資格喪失予定年月日を平成２
２年１０月１日とすべきところ、誤って平成２１
年１月１日と審査し、入力してしまいました。
○高齢任意加入申出書では、老齢基礎年金
の受給権確保できるまで加入する（６５歳ま
でに受給権が確保できる）とのお申出であっ
たにもかかわらず、資格喪失させた時点で
は、まだ２１ヵ月不足していることが判明しま
した。
○合算対象期間として算入できない２０歳前
の学生であった期間の昭和４０年４月から昭
和４２年１月までの２２ヵ月間を算入して受給
資格要件計算し、合算対象期間として認めら
れるべき大学卒業月の昭和４６年３月を含め
ていなかったため、差し引き２１ヵ月が不足し
たものです

1名 未徴収 309,750

国民年金
高齢任意
加入の審
査誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤

大阪 天王寺 2007年2月28日47

○担当者がお客様宅を訪問し、お詫
びしました。合算対象期間について計
算誤りしたこと、その結果老齢基礎年
金受給権発生のためにはまだ２１ヵ月
の納付が必要であることを説明しまし
た。また、口座振替１ヶ月早割り及び
付加年金保険料込みでご納付頂いて
おりましたが、過去の納付分について
は口座振替できず、割引も適用されな
いこと、付加保険料についても法定納
期限を過ぎている分についてはご納
付いただけないことを説明しました。記
録の訂正を行い、必要となる定額保険
料の納付書を作成し、送付させていた
だくことで了承を得ました。
○お客様あてに納付書を送付し、納付
完了後は当所あてにご連絡いただき

○課内で今回の審査誤りに陥った原
因を詳しく説明し、周知・徹底しまし
た。
○高齢任意の審査にあたっては、一
次審査（担当者）二次審査（別の職員）
三次審査（決裁時点）で確認し、審査
誤りの防止体制をとるよう改めました。

外
部

年金手帳
未作成に
ついて 未

処
理

○ご本人様のお母様から、「子どもの就職が
決まったことで基礎年金番号の提示を事業
所より求められたが、年金手帳を所有してい
ないことに気がつき、問合せた」との電話が
年金事務所にありました

〇ご本人様は、２０歳になった際に国民年金
加入手続きを行い、同時に学生納付特例の
申請を行っています。窓口装置には納付書
の発行事跡はありますが、年金手帳の交付
記録がないことが確認されました

〇年金事務所副所長及び国民年金課
長がご本人様宅を訪問し、お詫びのう
え、作成した年金手帳を手渡しし、了
承を得ました。

○国民年金グループ内において、当
該事象を説明し、事務センターにおけ
る事前審査の徹底及び委託業者入力
（リストダブルチェック）後の職員による
確認の徹底 職権適用時に手帳が交

たものです。誤
り

完了後は当所あてにご連絡いただき、
年金裁定請求書等を送付することを電
話にて説明しました。
○担当者がお客様に電話し、納付書
が届いていること確認し、使用期限ま
でに納付していただくよう再度案内し
ました。
○使用期限内に分割して納付してい
ただいていることを確認し、今後もコン
スタントに納付していただくようにご案
内しました。

48

理
・
処
理
遅
延

青森
事務

センター
2009年3月3日 2011年2月23日

年金事務所にありました。
○確認しましたところ、年金手帳の未作成が
判明しました。

記録がないことが確認されました。
〇平成２１年３月、旧社会保険事務局事務セ
ンターにおいて国民年金被保険者資格取得
届を入力の際に、年金手帳作成の入力漏れ
のため未作成となったものと考えられます。

1名 ― 0

確認の徹底、職権適用時に手帳が交
付されない場合に出力されるエラーリ
ストのチェックの徹底を申し合せまし
た。

外
部

15
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49

国民年金
第３号被
保険者資
格取得届
の処理漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

沖縄
事務

センター
2010年8月27日 2011年2月21日

○お客様が、市役所国民年金課窓口にて障
害年金の相談の際、国民年金の記録が喪失
のままとなっていたため、年金事務所を経由
し、事務センターへ照会がありました。
○確認しましたところ、国民年金第３号被保
険者資格取得届は受付されていましたが、
処理不要とされ、処理されていないことが判
明しました。

○当該国民年金第３号被保険者資格取得届
の該当年月日を、扶養解除年月日と見誤り、
処理不要としてしまい、未処理となったもので
す。

1名 ― 0

○当該国民年金第３号被保険者資格
取得届の入力処理を行いました。
○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、経過及び処理が完了したこと
を説明し、了承を得ました。

○処理不要とした届書について不要
理由を記載し、なおかつハードコピー
を添付し、相互チェック及び決裁で確
認できるようにしました。

外
部

○氏名検索により基礎年金番号の特
定をする場合には、住所まで必ず確認
をすることを課内全員に周知徹底しま

○お客様相談室長がＡ様宅を訪問し、
お詫びのうえ、説明し、了承を得まし
た また Ａ様の記録を正しく修正する

別人記録
の誤統合
について

○Ａ様が来所され、「ねんきん定期便を確認
したところ、記憶にない免除記録がある」との
お申出がありました

○届書等については保存期限を経過してお
り、詳細については不明ですが、平成９年４
月にＡ様から提出された 国民年金第３号被

2名 ― 0

をすることを課内全員に周知徹底しま
した。

外
部

た。また、Ａ様の記録を正しく修正する
ため、厚生年金保険被保険者加入期
間照会申出書及び国民年金保険料納
付記録の照会申出書を提出していた
だきました。
○Ａ様が本来お持ちであった基礎年金
番号に正しい記録を追加し、再作成し
た年金手帳と修正後の被保険者記録
をＡ様あて送付しました。
○Ｂ様の個人情報等の漏えいはない
ため、以前より登録されていた住所地
に在住されているかどうかを管轄の年
金事務所に確認し、記録を修正しまし
た。

について

記
録
訂
正
誤
り

東京 府中 1997年4月25日50 2010年12月24日

お申出がありました。
○確認しましたところ、誤って別人（Ｂ様）の
記録が登録されていることが判明しました。

月にＡ様から提出された、国民年金第３号被
保険者該当届の登録処理をする際に、Ａ様
の旧姓と同姓同名であり、同一生年月日で
あるＢ様の基礎年金番号を、Ａ様の基礎年金
番号として登録処理してしまいました。
○A様の国民年金記録の登録を行う際、本
来であれば氏名・生年月日・住所の３点につ
いて確認するところ、住所の確認を怠ったこ
とにより発生したものです。

16
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2010年10月27日

○お客様から、「平成２２年４月から９月分の
国民年金付加保険料を１０月に納付したとこ
ろ、納付期限経過後の納付により還付となっ
た」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、説明不足により、納期
限経過後の納付であるため、過誤納となり、
還付請求書がお客様に送付されたことが判
明しました。

○平成２１年４月、お客様が区役所の窓口に
おいて、海外に転出をするため今後の国民
年金保険料の納付について相談をされたと
ころ、「２年以内なら納付できる」と回答された
ため、帰国後にご自宅に送付されていた納
付書を使用して保険料を納付しました。
○付加保険料についての納付期限を、お客
様に十分な理解がされないまま、説明したこ
とによります。 過徴収 2,400

国民年金
付加保険
料納付に
係る説明
不足つい
て 確

認
・
決
定
誤
り

東京 江戸川 2010年10月27日51

○担当課長よりお客様に、区役所の
説明が不十分だったことをお詫びし、
還付となった平成２２年４月から９月分
の付加保険料の納付が可能であるか
どうか、機構本部に協議することとしま
した。
○機構本部より、区役所における説明
誤りをもって付加保険料の納付を認め
ることはできないことから、平成２２年４
月から９月分の付加保険料について
は還付することになるとの回答があ
り、担当者がお客様に電話し、再度お
詫びのうえ、納付できない旨をお伝え
し 了承を得ました。

○区役所に対し注意喚起し、保険料
の納付については十分な説明をして
いただくようお願いしました。

外
部

1名

未徴収

国民年金
保険料納
付書の未
作成につ
いて

確
認
・
決 神奈川 高津 年52

○担当者がお客様に電話しましたが、
登録されていた電話番号については
現在使用されていませんでした。お客
様宅を訪問しましたがご不在のため、
平成２２年度分の国民年金保険料に
ついて、前納及び付加保険料納付の
ご希望を確認したいため、ご連絡をい
ただきたい旨のお願い及びお詫びの
文書と平成２２年度分の各月ごとの保
険料納付書を投函しました。
○担当者が再度訪問しましたが、ご不
在でしたので「改めてご連絡をお待ち
すること及び指定する日までにご連絡
がなかった場合には前納と付加保険
料のご希望はなく 投函をした納付書

○朝礼にて今回の事象について報告
し、年度末に向けての注意喚起を行
い、年度末の時期に納付書作成抑止
の事務処理を行った際は、担当者を決
めて事跡管理を徹底して行うこととし、
再発防止の徹底を行いました。

内
1名年

○他年金事務所から、「当所管轄に転入され
たお客様の平成２２年度分の納付書が作成
されていない」との連絡がありました。
○確認しましたところ、平成２２年３月に国民
年金被保険者資格取得届及び付加保険料
納付申出書をご提出されたお客様の平成２２
年度分国民年金保険料納付書が作成されて
いないことが判明しました。

○提出された書類を入力処理した際、納付
書の自動作成を抑止する処理も同時に行っ
たため、平成２２年４月に送付する予定の平
成２２年度分国民年金保険料納付書（定時
分）については自動作成されないことから、
本来であれば当所で納付書を手作業で作成
し、お客様へ送付しなければならないところ、
この作成をしなかったために発生した事象で
す。

し、了承を得ました。

未徴収 186,000決
定
誤
り

神奈川 高津 2010年3月23日52 料のご希望はなく、投函をした納付書
によって納付される方法をご選択いた
だいたと判断させていただく旨の文書
を投函しました。
○お客様よりご連絡がなかったため、
投函した納付書による納付方法をご
選択いただいたものと判断をさせてい
ただきました。
○窓口装置により、納付書による納付
がされていることを確認しました。お客
様よりご連絡があった場合には、引き
続き対応していくこととしました。

内
部

1名2010年12月1日
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外
部

53 2名 ― 0

○市役所の担当者がお客様に電話
し、お詫びしました。
○ご主人様の未徴収額等の取扱につ
いて、ブロック本部に協議しました。
○ブロック本部からの回答により、担
当者がお客様に連絡し、未徴収保険
料について現金領収する旨を説明し
了承を得ました。
○お客様の４分の３免除の処理が完
了しました。
○ご主人様の未徴収保険料を現金領
収しました。

○市役所担当課において、申請書受
付時の内容確認を徹底するよう課員
全員にて確認しました。
○年金事務所から電算システムを利
用している管内市町村に対し、文書に
て注意喚起しました。

○市役所にて免除申請書を受付する際、当
該市役所では電算システムを利用して申請
書を作成し、ご本人様に署名していただく方
式ですが、この申請書作成の際、誤ってご主
人様の内容の申請書を作成し、署名後に内
容確認を怠ったまま受付したためです。
○また、事務センターより申請書内容と署名
が不一致のため、書類が市役所に返戻され
ましたが、ご主人様からの申請と思い込み、
書類を整備のうえ、事務センターへ再送付し
たことによるものです。
○ご主人様の４分の３免除が平成２２年１０
月付で平成２２年９月分から承認され、ご主
人様は毎月保険料を口座振替にて付加年金

市町村に
おける国
民年金保
険料免除
申請の誤
受付につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

沖縄 那覇 2010年7月23日 2010年11月29日

○お客様から、「自分の４分の３免除の申請
をしたが、夫に４分の３免除承認通知書が届
いた」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、市役所にて免除申請
書を受付する際に、ご主人様からの申請書と
して受付し、事務センターへ書類を送付した
ことが判明しました。

内
部

○お客様から当所へ追納申込書が送付さ
れ、記載内容等を確認し、申込書に記入され
た住所はＡ市となっていましたが、国民年金
記録の住所はＢ市だったため、Ｂ市を管轄す
る他年金事務所へそのまま回送しました。
○追納期限（平成２２年１２月末）が間近であ
ることに気づかず回送したため、年末年始の
休日をはさみ、追納期限が経過してしまった
ことによるものです。

1名 ― 0

○担当者がご本人様に電話しましたと
ころ、奥様より、ご本人様は現在、海
外に居住されているとのことでした。追
納申込は奥様がされたとのことでした
ので、奥様に今回の経緯を説明し、お
詫びしましたが、強く納付を希望されま
したので、機構本部へ協議することと
しました。
○機構本部より、平成１２年１２月分を
追納保険料として収納して差し支えな
いとの回答を得たので 担当者がお客

○課内会議において当該事象を説明
し、書類の審査・点検に際しては、慎
重を期するとともに、相互に点検する
ことで処理誤りを防止し、電話等のお
問合せに対しても、丁寧な説明を心が
けるよう指示しました。

国民年金
保険料追
納期限の
確認漏れ
について 確

認
・
決
定
誤
り

大阪 淀川 2010年12月28日54 2011年1月4日

○他年金事務所より、当所から回送した追納
申込書について、お客様が追納申込をされ
ている期間の中に追納できない期間があると
の連絡を受けました。
○確認しましたところ、追納の期限を経過し、
納付できない期間のあることが判明しまし
た。

人様は毎月保険料を口座振替にて付加年金
込みで納付していたものが、平成２２年１１月
の口座振替分が本来の付加年金込みの保
険料の口座振替ではなく、４分の３免除の保
険料として収納されました。

り

55

○お客様から、「妻あてに、ねんきん定期便
が届き、記録を確認したところ、本来、夫婦で
国民年金付加記録は同じであるはずのもの
が、妻の分だけ１ヵ月分(平成１９年６月分)の
定額保険料納付の記録となっているのはな
ぜか」とのお問合せがありました。

1名 ― 0

○任意加入被保険者の保険料納付の
口座振替原則化に係る実施事務の取
扱により処理を行うことを再確認し、周
知しました。（資格記録の追加入力処
理は行わないこと）
○また、入力処理後の処理結果リスト
及び決裁時の確認の徹底について注
意喚起しました。

外
部

○担当者がお客様に電絡し、お詫び
のうえ、説明しましたが、ご納得され
ず、「届出時の窓口説明においては、
二人とも同じ記録になる旨の説明を受
け、当然そうなっているものと思ってい
た。夫婦同様の記録にしていただきた
い」と強く主張されました。既に保険料
の納付期限が経過していることから、
機構本部に協議することとしました。
○機構本部からの付加保険料を納付
するものとして取扱うとの回答により、
担当者がお客様に電話し、再度お詫
びのうえ、説明し、了承を得ました。

○奥様の受付届出書と入力処理を確認しま
したところ、６０歳の資格喪失届と任意加入・
付加加入のお申出があり、本来、資格喪失
届の入力を行うところ、備考欄に口座振替は
継続させる旨の記入があったため、記録追
加での入力を行いました。その際、届書記入
どおり喪失理由をその他で入力したため、本
来であれば平成１９年６月分は付加保険料を
含んだ保険料で口座振替されるものが、定
額保険料のみの口座振替となりました。
○付加保険料加入者の資格喪失届を入力す
ると、付加加入記録が自動的に申出日の
前々月で終了となることを認識していなかっ

国民年金
付加保険
料の納付
について

確
認
・
決
定
誤
り

宮崎 宮崎 2007年7月11日 2011年1月13日

いとの回答を得たので、担当者がお客
様に連絡し、訪問のうえ、再度お詫び
し、追納保険料を収納し、了承を得ま
した。

り

う 、説明 、 承を得 。
○ご本人様あてに納付記録訂正後の
記録を送付しました。

前 月 終 な を認識 な
たことが原因と思われます。結果的にご本人
様が窓口で説明を受けた内容（付加保険料
の継続）と異なる記録（空白が発生）となって
しまったものです。

り
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

56

国民年金
過誤納保
険料還付
金の支給
額誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

鳥取 倉吉 2006年9月26日 2011年3月2日

○お客様が来所され、ご自身の加入記録に
訂正があるとのお申出を受けました。お申出
のあった件につきましては、正しく訂正しまし
たが、お申出内容の確認調査中に、過去に
支払した国民年金過誤納保険料還付金の支
給額に誤りがあったことが判明しました。

○本来、１０，８００円を還付するところ、誤っ
て、６，３００円として還付していました。
○その原因は、処理を行う際に台帳を確認
せず、また、決裁時においても確認をしてい
なかったことによるものです。

1名 過徴収 4,500

○国民年金課長がお客様へ電話し、
今回の事象を説明し、お詫びしまし
た。
○事務センターへ過誤納処理を依頼
しました。
○国民年金課長がお客様へ電話し、
還付請求書がご自宅へ送付されるの
で、必要事項をご記入いただき、請求
していただくよう説明し、了承を得まし
た。

○国民年金課職員に当該事象を説明
し、審査・決裁による複数人による
チェック体制の確立を徹底しました。
○また、所内課長会議においても当該
事象を説明し、複数人によるチェック
体制の確立を再度徹底しました。 外

部

国民年金
追納保険
料の説明 確

○老齢基礎年金受給者のお客様から、電話
にて追納申込書用紙送付のご依頼がありま
した

○本来、老齢基礎年金受給権発生以降の納
付はできない旨説明すべきところ、追納が可
能であり 未納保険料を追納すれば年金額

○国民年金課長がお客様に電話し、
今回の事象を説明してお詫びをしまし
た

○課内会議を実施し、追納についての
相談を受けた際には、生年月日と追納
保険料の納入計画を聞き取り 精査

57

料の説明
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

栃木
宇都宮

東
2009年8月25日 2011年3月8日

した。
○確認しましたところ、基礎年金受給権発生
日以降に追納保険料として納付されている
記録があることが判明しました。

能であり、未納保険料を追納すれば年金額
が再裁定となり年金額に反映されると説明し
てしまいました。

1名 過徴収 166,980

た。
○国民年金課長がお客様宅を訪問
し、再度お詫びし、老齢基礎年金受給
権発生後にお預かりした追納保険料
については、還付となる旨を説明し、
了承を得ました。

保険料の納入計画を聞き取り、精査
し、説明が漏れないように徹底するこ
とと、追納保険料納付書送付時に、注
意文を同封するよう指示しました。

外
部

58

国民年金
保険料の
誤還付に
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

栃木
宇都宮

東
2007年3月28日 2011年3月10日

○ご本人様の代理人が来所され、年金記録
確認の際に無資格期間があり、その期間
は、国民年金保険料を還付すべきではない
ところを誤って還付していることが判明しまし
た。

○出張相談において、未統合記録のあること
が判明し、統合することにより、厚生年金と国
民年金とが重複する期間が発生したため、
国民年金の資格記録を訂正、その際の補正
処理において、本来ならば国民年金資格喪
失年月日の訂正後、資格取得記録を入力す
るところ、入力が漏れたたため、国民年金保
険料が誤還付となってしまいました。
○入力後のチェック及び決裁においても入力
誤りが見落とされた とによるも す

1名 誤還付 362,710

○国民年金課長よりご本人様に電話
し、今回の事象を説明し、お詫びしまし
た。
○国民年金課長がご本人様の勤務先
を訪問し、再度お詫びのうえ、資格記
録を正常にすること及び誤還付した保
険料については返納していただく旨を
説明し、了承を得ました。

○課内会議において、当該事象を説
明し、記録補正の入力をする際には、
入力前と入力後のチェックを必ず行う
ことを指示しました。
○また、決裁においても記録整合性の
チェックを徹底するよう指示しました。 外

部

り 誤りが見落とされたことによるものです。

59 1名 ― 0

○担当課長よりお客様に電話でお詫
びをするとともに、平成２２年４月分の
付加保険料の納付が可能であるかど
うか、機構本部に協議することとしまし
た。
○機構本部からの回答により、担当課
長がお客様宅にお伺いし、再度お詫
びのうえ、平成２２年４月分の付加保
険料を領収し、了承を得ました。

○国民年金基金の加入者にかかる納
付書作成抑止について周知するととも
に、入力処理時に出力されるメッセー
ジを確認した際は納付書の作成を確
実に行うことを徹底しました。

外
部

○本来であれば付加保険料を含む平成２２
年４月分の納付書を手作業で作成して送付
しなければならないところ、入力担当者はメッ
セージを確認していたにもかかわらず、６０歳
喪失・任意加入の入力処理を行っても、基金
脱退の記録が処理されない限り、納付書の
作成抑止がかかることを認識していなかった
ため、納付書は通常に自動作成されると誤
認し、手作業による納付書作成を行いません
でした。
○その後、国民年金基金から６０歳喪失の
データ報告がされ、基金脱退の記録が処理
されたことから、平成２２年５月３１日に納付
書が自動作成されましたが、平成２２年４月

国民年金
付加保険
料納付書
の未作成
による納
付機会の
逸失につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 江戸川 2010年5月31日 2010年6月8日

○お客様より、「平成２２年４月を始期とする
付加保険料納付申出受理通知書を受けたに
もかかわらず、納付書が届いたのが平成２２
年６月になってからであったため、平成２２年
４月分の付加保険料が納付できなかった」と
のお申出がありました。
○確認しましたところ、納付期限（平成２２年
５月末）内に付加保険料納付書が送付されて
いないことが判明しました。

書が自動作成されましたが、平成２２年４月
分の付加保険料納付書が作成されていな
かったことが、お客様からのお問合わせによ
り判明した時点において納付期限を経過して
しまいました。
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

60

国民年金
保険料前
納口座振
替不能に
ついて

未
処
理
・
処
理
遅
延

兵庫 西宮 2010年4月30日 2010年5月17日

○お客様より、１年前納による国民年金保険
料口座振替がされていない旨の連絡があり
ました。
○確認しましたところ、口座振替に係る口座
振替再開処理漏れにより、振替不能になって
いることが判明しました。

○本来、緊急停止の後追いを行った後に、口
座振替の再開手続きを行うべきところ、口座
振替再開処理を行っていなかったため、１年
前納の口座振替が実施されませんでした。

1名 ― 0

○担当者からお客様に電話し、お詫び
のうえ、説明しました。１年前納での金
額での納付を強く希望され、機構本部
へ協議することとしました。
○機構本部からの回答により、お客様
に連絡し、１年前納での金額での保険
料を領収しました。お客様あてに被保
険者記録照会回答票を送付しました。

○口座振替緊急停止については、依
頼書式の記載を徹底し、口座振替再
開の希望の有無と事跡登録の記載も
行い、金融機関の結果報告の後、事
後処理は口座振替業務担当者が行う
ことを再確認しました。 外

部

○担当課全員に対して当該事象を説
明し、ＦＡＸ依頼日の翌日に区役所か
ら送付されるＦＡＸ一覧表により 再度

○担当者よりお客様に当該事象につ
いてお詫びしました。また、平成２２年
８月分以降の付加保険料を含めた前

○お客様が区役所にて、国民年金資格取得
届及び付加保険料納付申出書を提出されま
した 区役所より 平成２２年８月を始期とす

国民年金
付加保険
料申出書

○お客様より、「国民年金の加入届を提出し
たにもかかわらず、加入勧奨のお知らせが
届いた 付加保険料の納付申出も同時に

61 1名 ― 0

ら送付されるＦＡＸ一覧表により、再度
入力処理の確認を２名以上で行い、原
本進達時にも入力の確認を行うよう徹
底しました。

外
部

８月分以降の付加保険料を含めた前
納保険料納付の取り扱いについて
は、機構本部と協議を行うこととしまし
た。
○機構本部より、当該事象に係る国民
年金保険料は前納と同じ金額で収納
しても差し支えないとの回答があり、お
客様に連絡し、回答内容を説明しまし
た。
○お客様が来所され、前納での支払
はしないとのお申出があり、平成２２年
８月を始期とする各月分の国民年金
保険料納付書を送付しました。

した。区役所より、平成２２年８月を始期とす
る国民年金前納納付書の発行依頼を受けま
した。
○平成２２年８月分を始期とする保険料前納
の可能な納付期限が平成２２年８月３０日で
あり、至急の対応が必要となるため、区役所
より当所にＦＡＸにて入力処理依頼がありまし
た。
○本来であれば、入力処理後において入力
内容と届書のチェックを行うところ、入力漏れ
に気づかないまま処理を終えてしまいまし
た。また、区役所から原本の進達があった
際、ＦＡＸで受付した書類との突合を行い、
チェックをしましたが、未処理となっていること
に気づかず、処理済書類として保管してし
まったことが原因です。

料申出書
等の入力
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 中野 2010年8月11日 2010年10月26日

届いた。付加保険料の納付申出も同時に
行ったが、納付書が届いていない」とのお問
合せがありました。
○確認しましたところ、付加保険料申出書等
の処理漏れが判明しました。

62

国民年金
保険料免
除・納付猶
予申請
書、学生
納付特例
申請書の
処理遅延
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

大阪 市岡 2010年5月13日以降 2010年11月17日

○Ａ様が来所され、「自分と妻（Ｂ様）は国民
年金保険料免除・納付猶予申請書を提出済
である。免除の結果の通知書は来ないの
に、催告状が来たので確認してほしい」との
お申出がありました。
○確認しましたところ、区役所から事務セン
ターへの免除申請書の進達遅延が判明しま
した。

○本来、区役所が早期に免除申請書を事務
センターへ送付すべきところ、進達が遅延し
たことによるものです。

1,150
名

― 0

○担当者がＡ様に経過について説明
し、処理遅延についてお詫びしまし
た。また、事務センターに免除申請書
の当所への送付を依頼し、当所での
早期処理をすることを約束し、了承を
得ました。
○Ａ様とＢ様の免除の入力処理が完
了し、承認結果通知書を送付しまし
た。
○他の方からのお問合せはありませ
んが、お問合せがあった場合には、引
き続き対応していきます。

○国民年金課長が区の担当者に対
し、今後他の届書も含め、受理した書
類は早期進達の徹底をお願いしまし
た。
○また、当所の早期進達についても、
所内で徹底しました。 外

部

○お客様より、「平成２２年７月分より申込し
た、付加保険料を含んだ納付書が届かない」
とのお申出がありました。
○確認しましたところ、平成２２年７月分の納
付書が作成されておらず 付加保険料の納

○継続申請免除により既に平成２２年７月分
から平成２３年６月分までの全額免除が承認
されていたお客様より、国民年金保険料免
除・納付猶予取消申請書と国民年金付加保
険料納付申出書を受付しました 同日 事務

国民年金
付加保険
料納付書
送付漏れ
について

○担当課長がお客様に付加保険料を
含んだ納付書が送付されなかったこと
についてお詫びし、説明しましたが、お
客様から、付加保険料を含めた金額
で納付したい旨のお申出がありました

○今回の事象を課内職員に周知・徹
底しました。
○付加保険料については、申込から
納付期限まで期限が短いため、すぐに
作成 送付するなど できるだけ早くお

63 1名 ― 02010年9月2日

付書が作成されておらず、付加保険料の納
付期限が過ぎてしまっていたことが判明しま
した。

険料納付申出書を受付しました。同日、事務
センターに免除の取消依頼をして、当所に
て、付加保険料申出の入力処理を行いまし
たが、納付書が作成されず、お客様に送付さ
れませんでした。
○免除の取消処理を依頼する際には、本来
であれば免除記録の取消とともに継続申請
の取消を事務センターに依頼すべきところ、
担当職員の知識不足のため、継続申請の取
消依頼をしなかったため、平成２２年７月分
の納付書が作成されなかったことにより発生
した事象です。

について
未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 立川 2010年7月30日

で納付したい旨のお申出がありました
ので、機構本部に協議することとしま
した。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様に、付加保険料が収納でき
る旨をお伝えしました。
○お客様が来所され、担当課長から
再度お詫びのうえ、説明しました。平
成２２年７月分の付加保険料を収納さ
せていただき、了承を得ました。

作成・送付するなど、できるだけ早くお
客様にお渡しするなど、特に注意して
取扱うよう徹底しました。

外
部
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整理
番号

件名
事故
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区分
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対応 対策
判明
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64 28,840

○区役所の担当者に、免除申請書を
含む申請書の早期の事務センターへ
の送付と、他に未処理の書類がない
か再点検をお願いし、その他滞留がな
いことを確認しました。

内
部

○お客様あてに、平成２０年１１月分
納付書を送付しました。
○お客様あてに、半額免除の承認通
知を送付しました。
○担当者がお客様に電話連絡しまし
たが、連絡をとることができないため、
お客様宅を訪問しましたが、不在のた
め、ご連絡をいただきたい旨を投函し
ました。
○お客様から電話があり、経過につい
て説明し、お詫びをしました。半額免
除の保険料については、納付が困難
である旨を確認しました。

国民年金
保険料免
除・納付猶
予申請書
の処理遅
延につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

大阪 市岡 2009年6月1日 2010年12月17日

○お客様の国民年金保険料免除・納付猶予
申請書が、事務センターより所得調査票が添
付されていないことから返送がありました。
○確認しましたところ、区役所からの回付が
遅延しており、国民年金保険料免除・納付猶
予申請書の処理遅延が判明しました。

 ○本来、区役所が旧市岡社会保険事務所
又は事務センターに免除申請書を早期に回
付すべきところ、少なくとも１１ヵ月以上送付し
なかったことによるものです。

1名 未徴収

65

国民年金
付加保険
料納付書
の作成漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

滋賀
事務

センター
2010年10月12日

～2010年10月13日
2010年12月28日

○お客様から、「国民年金付加保険料の納
付書が届かない」との電話照会がありまし
た。
○確認しましたところ、付加申出書の入力は
完了していましたが、付加保険料納付書の
作成が行われていないことが判明しました。

○本来の処理としては、付加申出書の入力
時に入力画面下部に表示される、付加納付
書を作成して下さいとのメッセージを委託業
者の担当者が目視により確認し、メッセージ
を含めた入力画面全体を印字する設定とし
て印字し、印字したものを付加申出書ととも
に事務センター職員に引継ぎ、事務センター
職員が印字したものにより手作業で付加保
険料納付書を作成する作業を行うところです
が、いずれかの工程で処理漏れ又は処理誤
りがあった可能性があり、特定することはで
きませんでした。

1名 ― 0

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、説明しました。作成が行われ
ていなかった期間の付加保険料を納
付したいとのお申出があり、機構本部
に協議することとしました。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様に電話し、再度お詫びと説明
を行い、年金事務所に収納を依頼して
保険料収納を行い、了承を得ました。

○職員及び委託業者に事象を周知
し、委託業者に対しては画面のコピー
の取得を必ず行うよう指示するととも
に、職員については確認チェック漏れ
のないよう、点検には細心の注意を払
うことを再確認し、周知しました。

外
部

国民年金
付加保険
料が口座

○お客様が来所された際、お客様の国民年
金記録を確認しましたところ、平成２２年１０
月に付加保険料納付のお申出があり 口座

○付加保険料入力処理時において、既に口
座振替情報が入力されていたため、付加保
険料込みの納付書は発行しませんでした。し

○担当者からお客様へ、事実確認が
できたため、今回の事象を説明したう
えでお詫びしました。また 付加保険

○チェック機能を強化するとともに担
当者及び決裁者の知識向上に努めま
す。

66

料が口座
振替され
なかった事
象につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 板橋 2010年10月6日 2011年1月12日

月に付加保険料納付のお申出があり、口座
振替情報についても付加申出の処理がされ
ていましたが、付加保険料の請求自体をお
客様にも金融機関にも行っていないことが判
明しました。

険料込みの納付書は発行しませんでした。し
かしながら、お客様が同日既に発行済であっ
た定額保険料の納付書で、平成２２年１０月
分から平成２３年１月分を納付されてしまい
ました。
○本来であれば、納付状況を確認すべきとこ
ろ、確認を怠ったために口座振替もされず、
納付書も発行されない状況になってしまいま
した。

1名 ― 0

えでお詫びしました。また、付加保険
料を前納金額で領収することについて
は、機構本部へ協議することとしまし
た。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様宅にお伺いし、付加保険料を
前納割引なしの金額で領収するととも
に、平成２３年１月分の付加保険料納
付書を手渡し、了承を得ました。

す。
○また、お客様に対するご説明も不十
分であったため、説明を徹底するよう
に周知しました。

外
部

67

国民年金
保険料還
付請求書
の送付漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理

群馬
事務

センター
2010年5月

～2010年8月
2011年1月17日

〇領収済通知(報告)書処理票の入力漏れに
よる事務処理誤りがあったため、領収済通知
書の入力に関係する漏れ等の見直しをしまし
たところ、国民年金保険料還付請求書の未
送付が判明しました。

〇本来、領収済通知書入力エラー一覧表の
エラー内容の確認により、重複納付による過
誤納処理の入力をすべきところ、入力が漏れ
ていたため、お客様に還付請求書が送付さ
れていませんでした。
○原因は、領収済通知書入力エラー一覧表
の内容確認が不十分であったためです

4名 過徴収 5,910

○国民年金グループ長が電話で対象
の４名のお客様に連絡し、３名の方に
ついてはお詫びのうえ、了承を得まし
た。１名の方につきましては、連絡が
つかなかったため、文書により連絡と
お詫びをしました。

○領収済通知書入力エラー一覧表は
グループ長が管理して、入力漏れが
発生しないように担当者に徹底するこ
ととしました。

内
部

理
遅
延

の内容確認が不十分であったためです。
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68

国民年金
保険料口
座振替申
出書の入
力誤りに
ついて

入
力
誤
り

東京 江戸川 2010年3月16日 2010年6月29日

○お客様より、「平成２２年４月からの６ヵ月
前納の口座振替を申請したが、口座振替さ
れておらず、平成２２年４月分の納付書が送
付されてきた」とのお問合せがありました。
○確認しましたところ、口座振替申出書の入
力処理時にお客様の通帳記号を誤って入力
してしまったことにより、口座振替が不能と
なっていることが判明しました。

○当所にて口座振替申出書を受付し、翌日
に入力処理を行いましたが、お客様の指定さ
れた通帳記号を誤って入力していました。
○入力処理後、担当者は処理結果リストによ
りチェックを行い、その後、別の担当者による
二重チェックを行いましたが、入力誤りに気
が付きませんでした。 1名 ― 0

○担当課長がお客様に、口座振替申
出書の入力処理に誤りがあったことを
お詫びしました。
○お客様より電話があり、「６ヵ月前納
で納付しないこととした」とのお申出が
あり、お客様の平成２２年４月分保険
料については納付書で納付されてお
り、平成２２年５月分以降については
法定納期限での口座振替により納付
されていることを確認しました。

○入力処理の際は、細心の注意を払
い、処理を行うことを周知するととも
に、事務処理マニュアルの入力結果
の点検による担当者の確認に加え、
担当者以外の者による相互チェックを
慎重に行うことを徹底しました。 外

部

○金融機関より、「口座振替がされていない
とご本人様よりお問合せがありましたので

○入力委託業者が口座番号を誤って入力し
ており 入力後の確認（相互チ ク）でも入

国民年金
保険料の

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ 今回の事象を説明しました

○入力委託業者に対し再発防止を講
じるように申し入れしました

コンビニエ ○お客様がコンビニエンスストア店舗で国民 ○通常、お客様が国民年金保険料をコンビ ○事象が判明してすぐに事務センター ○コンビニエンスストア本部に対し、今

69 2011年1月31日

とご本人様よりお問合せがありましたので、
処理状況について確認してほしい」との電話
照会がありました。
○確認しましたところ、口座番号を誤って入
力していたことが判明しました。

ており、入力後の確認（相互チェック）でも入
力誤りを見落としてしまっていたものです。

1名 ― 0

保険料の
口座振替
不能につ
いて

入
力
誤
り

京都
事務

センター
2010年11月2日

のうえ、今回の事象を説明しました。
平成２２年１１月分については納付書
で納付していただき、平成２２年１２月
分、平成２３年１月分にかかる対応に
ついては、機構本部に協議することと
しました。
○平成２３年２月分については正常に
口座振替が実行されるよう補正処理を
行いました｡
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様へ電話のうえ訪問し、改めて
お詫びしました。そのうえで、口座振替
早割による保険料を同額で平成２２年
１２月分及び平成２３年１月分を領収
し、了承を得ました。

じるように申し入れしました。
○入力委託業者から、入力後のチェッ
クにおいて､特に口座番号と名義人の
確認に集中し、その後の再確認にお
いても重要部分を再度チェックすること
を徹底するとの報告がありました。

外
部

70

コンビニエ
ンスストア
店舗での
納付書ス
キャン漏れ
及び収納
年月日の
誤った
データの
送信につ
いて

入
力
誤
り

本部
国民

年金部
2010年9月30日 2010年10月12日

○お客様がコンビニエンスストア店舗で国民
年金保険料を納付されましたが、コンビニエ
ンスストア本部が、当該お客様の収納年月日
を誤って入力し、データを送信したことが判明
しました。

○通常、お客様が国民年金保険料をコンビ
ニエンスストア店舗で納める場合、納付書の
バーコードの読み取りがレジにて行われます
が、読み取りが漏れていたために、コンビニ
エンスストア本部において手作業で納付にか
かる入力を行いました。
○その作業内で、収納年月日の入力をする
際に、平成２２年９月３０日と入力すべきとこ
ろ、誤って平成２２年６月３０日と入力してしま
いました。

1名 ― 0

○事象が判明してすぐに事務センタ
に補正依頼し、補正は終了しました。

○コンビニエンスストア本部に対し、今
後このような事象が発生しないよう、
強く申し入れました。

内
部
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2名 誤還付 163,420

○納付書発送時のダブルチェックの徹
底を職員に指示しました。

外
部

○担当課長がＡ様に電話し、お詫びの
うえ、説明しました。事実確認のため、
関係書類を送付していただき、後日連
絡することとしました。
○事実関係が確認できたため、今後
の対応方法については、機構本部に
協議を依頼することとしました。
○担当者がＢ様宅に訪問し、お詫びし
ました。誤って還付された金額を返し
ていただくこと及びその方法について
後日連絡することで了承を得ました。
○機構本部からの回答により、Ａ様の
納付記録を修正しました。Ａ様に状況
を説明したうえで修正後の納付記録と

国民年金
保険料納
付書誤送
付による
納付誤り
及び誤還
付につい
て 誤

送
付
・
誤
送
信

東京 世田谷 2010年5月7日71 2010年11月19日

○催告状が届いたＡ様から、「国民年金保険
料は既に支払済である」とのお申出がありま
した。
○Ａ様から領収書の控えを送付していただ
き、確認しましたところ、Ｂ様のものでした。Ｂ
様の納付書をＡ様に誤送付しており、Ａ様が
そのまま納付されてしまったことが判明しまし
た。

○担当者が誤ってＢ様の納付書をＡ様に送
付してしまいましたが、送付誤りに気づいた
担当者が当日中にＡ様に連絡し、別途送付し
ていたＡ様の納付書で納めていただくようお
願いしましたが、Ａ様がＢ様の納付書を使用
して納付されてしまいました。
○本来であれば、納付書送付の際には必ず
送付物の二重チェックを行うところ、行われて
いなかったことが原因です。
○Ａ様に納めていただいたＢ様分の保険料
については、Ｂ様が既に納付済であったた
め、Ｂ様に還付されてしまいました。

72

国民年金
保険料免
除申請書
（勧奨）の
誤送付に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

和歌山
和歌山

東
2011年3月4日 2011年3月7日

○国民年金保険料免除申請書（勧奨）を送
付したお客様から、「なぜこのような申請書が
送られてきたのかと」のお問合せがありまし
た。
○確認しましたところ、本来送付すべきでは
ない高齢任意加入者の方へ国民年金保険
料免除申請書（勧奨）を送付していたことが
判明しました。

○システムにより全額免除に該当する方を
抽出し、選定を行いました。その際、全額免
除基準では抽出できない一部の市町村分に
ついて全額免除参考情報にて抽出すると、６
０歳以上の任意加入者も抽出されてしまうと
いうことに気がつかないまま発送したことが
原因です。

17名 ― 0

○勧奨対象者一覧表を確認しましたと
ころ、任意加入者１７名の方に対して、
誤って免除勧奨を行ったことが判明し
ました。
○担当者がお客様に電話連絡を行
い、１５名のお客様にお詫びのうえ、今
回の事象について説明し、了承を得ま
した。２名のお客様には連絡が取れな
いため、お詫びの文書を送付しまし
た。

○課内会議により事象を説明し、デー
タ抽出の際には、複数名でチェックし、
発送準備を行うこととしました。

外
部

を説明したうえで修正後の納付記録と
控除証明を送付し、了承を得ました。
○Ｂ様あての返納金納付書を作成し、
送付しました。金融機関にて納付され
たことを確認しました。

信

。

73

国民年金
保険料納
付の説明
誤りについ
て

説
明
誤
り

群馬 前橋 2011年1月24日 2011年1月24日

○お客様が、年金相談センターに来訪され、
受給権について相談があり、６０歳以降の任
意加入の説明及び早く受給権を得るために
過去の分を納付することを説明しました。そ
の際に、平成１７年8月から平成１８年６月の
半額免除期間は納付できるとして、納付書を
年金事務所より発行してもらうように説明しま
した。
○当日、電話にて年金事務所へお問合せが
あり、確認しましたところ、２年以上前の半額
免除未納期間であり、納付できないことが判
明しました。

○半額免除承認期間でしたが、半額分保険
料が未納であるため、納付も追納もできない
期間である旨説明しなければならないとこ
ろ、誤ってこれを免除期間の追納可能期間と
勘違いして説明し、納付書発行依頼するよう
年金事務所を案内してしまったものです。

1名 ― 0

○電話にて対応した職員がお詫びし
ましたが、理解いただけず、その対応
の中で、年金相談センターへ責任転嫁
しているように捉えられてしまいまし
た。
○副所長が対応し、文書にてお詫び
することを要望されました。
○お客様にお詫びの手紙を送付しまし
た。
○以降、お客様から連絡及び来所が
ないため、今後、連絡及び来所された
場合は、引き続き対応していくこととし
ました。

○年金相談センターへ、説明には細
心の注意を払うように要請しました。
○また、役付会議にて、年金相談セン
ターであっても当所の管轄であるの
で、責任回避と取られないよう対応す
る旨を職員一同へ周知しました。

外
部
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74 1名 ― 0

○課内会議において今回の事象を説
明のうえ周知するとともに、免除申請
書の保留分は受付順に整理保管して
別管理をすることを徹底するとともに、
保留分の進捗管理については一覧表
の活用により確実に行うことを徹底し
ました。

外
部

○免除申請書を受付し、区役所に住所及び
所得状況の確認のため申請書を回付しまし
た。区役所においては審査確認後、当所に
申請書を回付しました。
○区役所から回付されたはずの免除申請書
については現在も所在不明ですが、お客様
が転入者であったため、区役所では所得確
認ができないとして当所に回付されたことか
ら、免除申請書の処理を一旦保留したもの
の、そのまま紛失したものと推測されます。
○本来であれば、同時期に申請をされた配
偶者様の免除申請書に添付されていた非課
税証明書により所得確認の審査を行い、事
務センターに回付すべきところ 処理を保留

○当該免除申請書については、事務
室内及び処理済の免除申請書や未処
理の免除申請書に混入していないか
どうか捜索しましたが、発見できませ
んでした。
○担当者がお客様に電話し、今回の
事象を説明し、お詫びしました。引き続
き捜索し、事務処理を進めることで了
承を得ました。
○区役所に保管されていた免除申請
書（写し）を送付依頼し、送付された免
除申請書（写し）により入力処理を行
いました。
○お客様あてに 免除承認通知書と

国民年金
保険料免
除申請書
の紛失に
ついて

受
理
後
の
書
類
管
理
誤

東京 江東 2009年4月8日 2011年1月13日

○お客様より、「平成２０年度分の納付書が
送付されたが、平成２０年度の国民年金保険
料については免除申請をしており、同じく免
除申請の手続きをした配偶者は免除になっ
ている」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、国民年金保険料免除
申請書が未処理であることが判明しました。

務センタ に回付すべきところ、処理を保留
したうえ、免除申請書の進捗管理及び保管を
適正に行っていなかったことが原因で発生し
た事象です。

○お客様あてに、免除承認通知書と
お詫びの文書を送付しました。

誤
り
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75

加給年金
額加算対
象者の不
該当処理
について

確
認
・
決
定
誤
り

東京 中野 1995年2月20日 2009年6月18日

○お客様より提出された、記録訂正に伴う再
裁定申出書を旧社会保険業務センターに進
達しましたところ、平成２１年６月に旧社会保
険業務センターより申出書が返戻されまし
た。
○確認しましたところ、加給年金額の加算対
象者については死亡事実がないにもかかわ
らず、加算対象者の死亡を事由として加給年
金額の不該当処理が行われており、お客様
の老齢年金に加給年金額が加算されていな
いことが判明しました。

○お客様の老齢厚生年金に加算されている
加給年金額の対象者については、死亡事実
はなく、不該当とはなりません。
○本来、加給年金額の対象者が死亡等の事
由により加算の対象とならなくなった場合は、
年金受給者の方より、加算額・加給年金額対
象者不該当届を提出していただくこととなっ
ていますが、お客様は当該届を提出した記
憶はないことから、旧社会保険事務所におい
て誤って処理をしてしまったものと推測されま
す。

1名 未払い 1,909,190

○ブロック本部と機構本部が協議した
結果、年金事務所が事務処理誤りと
判断しているならば、時効となっている
分の加給年金額の支払は可能である
との回答を得たため、担当者がお客様
に説明し、手続きを進めることで、了承
を得ました。
○時効となっている分の加給年金額
の支払がされました。

○加給年金額の支給停止、不該当、
過払いに関連する事項については、
細心の注意を払い、チェックをしていく
ことを指示しました。

内
部

○お客様相談室内研修にお 当○機構本部あ に移管記録 整備を旧法厚生 ○平成 年 月死亡されたお客様 移管 ○旧法厚生年金通算老齢年金に 昭

76

○担当者がお客様のご家族にお詫び
のうえ 今後の対応について 機構本

６５歳到達
時におけ

2名 過払い 507,216

○お客様相談室内研修において、当
該事象を説明し、共済の移管記録の
確認について、徹底するよう指示しま
した。

内
部

○選択届には、障害厚生年金を選択とのメ
モ書きと 支払金額の多い方を希望するゴム

○選択申出書の記載漏れ等について
は 受付後のチェック体制を強化し

○機構本部あてに移管記録の整備を
依頼し、再裁定を行うこととなりまし
た。このことにより、整備後には遺族
厚生年金の年金額が減額となります。
○農林共済への移管手続きが完了し
た旨、機構本部から回答がありまし
た。
○お客様あてにお詫びの手紙を送付
しました。
○担当者がお客様へ電話でお詫びの
うえ、訪問することとしました。返納に
ついて説明し、了承を得ました。
○返納申出書を受理し、機構本部へ
進達しました。

旧法厚生
年金通算
老齢年金
及び遺族
厚生年金
の裁定誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

静岡 掛川 1985年9月9日及び
2008年6月10日

2010年9月1日

○平成２０年６月死亡されたお客様の、移管
（年金記録を加入制度間で移動させること）
記録ありの厚生年金被保険者記録の整備に
ついて、回答がありました。
○確認しましたところ、農林移管となるべき厚
年記録を移管することなく、旧法厚生年金通
算老齢年金及び遺族厚生年金が裁定されて
いたことが判明しました。

○旧法厚生年金通算老齢年金について、昭
和１７年６月～昭和２０年８月までの厚生年
金記録について、本来、農林移管記録として
記録整備すべきところ、されないまま決定さ
れてしまいました。
○遺族厚生年金については、農林移管記録
（昭和２４年２月～昭和３４年１月）の整備を
依頼しましたが、その結果を待たず、昭和１７
年６月～昭和２０年８月までの厚生年金記録
については移管記録となる認識がないまま
決定がされてしまったと推測されます。

○お客様のご家族が来所され、「６５歳から
の年金請求について 現在も働いているの

遺族厚生
年金裁定

○遺族厚生年金受給者であるお客様が、亡
きご主人様の記録判明の件で来所相談さ

○裁定は平成９年に行われたもので、長期
要件で処理されていましたが、お客様には短

○担当者がお客様に電話し、経過説
明のうえ、要件が変更できるか機構本

○お客様相談室ミーテイングにおい
て、全ての職員を対象に事象説明を

77 過払い 194,350

のうえ、今後の対応について、機構本
部に協議する旨をお伝えしました。
○機構本部あてに、選択届の訂正依
頼等を送付しました。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様に電話し、平成２３年２月の
定時支払より障害厚生年金の支払に
変更できることをお伝えし、過払い金
の差額については、内払調整により返
納することで了承を得ました。

時におけ
る選択届
の処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 須磨 2010年4月2日

モ書きと、支払金額の多い方を希望するゴム
印が押されており、機構本部より、確認の返
戻があり、担当者が、お客様に支給額が少な
い、障害厚生年金の選択でよいかの確認を
行いました。
○機構本部に再進達をすべきところ、選択届
を事務センターに回送したため、事務セン
ター担当者が支払金額の多い方のゴム印が
押してあったため、有利選択で処理をお願い
しますとのコメントを書き込み、機構本部あて
進達を行ったために、支払金額の多い方の
選択処理をしてしまいました。

は、受付後のチェック体制を強化し、
窓口担当者や、進達業務を行う担当
者のスキルアップを図り、ご本人様に
確認が必要な場合は、聞き取り調書
等で確認を行い、書類に添付して、機
構本部や事務センター担当者に事前
に連絡を行い、直接進達や送付を行う
こととしました。

外
部

1名2010年5月20日

の年金請求について、現在も働いているの
で、受取金額が少なくても、障害厚生年金を
選択したのに、老齢厚生年金と障害年金の
障害基礎部分との支払になっている」とのお
申出がありました。
○確認しましたところ、選択届の処理誤りが
判明しました。

78

誤りについ
て 確

認
・
決
定
誤
り

宮崎 宮崎 1997年3月14日 2010年10月8日

れ、相談内容は完結しましたが、相談対応し
た職員が遺族厚生年金の裁定に疑問を持
ち、お客様相談室に確認を求めました。
○確認しましたところ、遺族厚生年金の裁定
誤りが判明しました。

期要件が有利と考えられるため、裁定請求
書・相談受付票等の保存期限が過ぎている
ので、要件変更方法等確認したうえで、お客
様に死亡理由・共済有無等電話にて確認し
ました。
○その結果、在職中死亡のため短期要件で
決定したほうが有利なところ、長期要件で裁
定されていました。

1名 未払い 5,652,159

機
部の審査待ちのため、決定後連絡す
ることで了承を得ました。
○機構本部との連絡調整により、短期
要件により再決定となり、担当者がお
客様に連絡し、了承を得ました。
○平成９年４月分から平成２２年1１月
分の差額が支払済であることを確認し
ました。

行い、遺族厚生年金の場合には、短・
長期要件の有利性を判断するため、
見込額を示して詳細に説明を行うこと
を徹底し、再発防止に努めることを確
認しました。

外
部

25
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等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

79

○課内会議において事象を報告する
とともに、書類受付の際の意思確認と
表示を徹底するよう指示しました。
○また、ゴム印を作成し、支給繰下げ
申出書にお客様の意思を明記するこ
ととしました。

2008年8月8日 2010年7月28日

○お客様から、「平成２０年に旧川崎社会保
険事務所で７０歳から老齢基礎年金を受取る
ための手続きをしたにもかかわらず、６７歳か
ら支給がされている｣とのお申出がありまし
た。
○確認しましたところ、平成２０年にお客様が
老齢厚生年金を請求された際、老齢基礎年
金については７０歳まで繰下げることを希望
されていたにもかかわらず、６７歳時点にお
ける繰下げ率による老齢基礎年金が支給さ
れていることが判明しました。

外
部

1名 過払い 2,010,366

○平成２０年８月、旧川崎社会保険事務所で
老齢厚生年金の請求書を受理した際、お客
様は老齢基礎年金については同時に請求せ
ず、７０歳まで繰下げることを希望されたた
め、その意思を確認する書類として、支給繰
下げ申出書を年金請求書とともに受理し、旧
Ａ社会保険事務所へ回付しました。本来であ
れば回付先へお客様の繰下げ意志を明確に
伝えるべきところ、これを怠ってしまったた
め、旧Ａ社会保険事務所において老齢厚生
年金の請求と同時に老齢基礎年金の繰下げ
請求があったと判断され、６７歳時点での繰
下げ請求による老齢基礎年金が裁定（支給
決定）されてしまいました。

○お客様に文書でお詫びのうえ、本事
象の原因等を報告するとともに、老齢
基礎年金を７０歳まで繰下げした場合
の支給見込額及び現在支給されてい
る老齢基礎年金を取消すことで発生
する返納金額をお知らせし、お客様に
ご検討いただくこととしました。
○お客様が来訪され、｢やはり７０歳で
繰下げ請求をしたい。支給されている
老齢基礎年金の取消を希望する」との
回答をいただいたため、機構本部に協
議しました。
○機構本部より、老齢基礎年金の裁
定を取消して ７０歳時に繰下げ請求

老齢基礎
年金の繰
下げ裁定
誤りについ
て

確
認
・
決
定

神奈川 川崎

○お客様が来所され、「遡及して老齢年金に
選択替になったが、選択申出書に遺族年金
を選択すると記入したはずなので、確認して
ほしい」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、平成２２年３月に老齢
年金 裁定請求 ため 来所されたお客様

○本来、金額的に不利な年金を選択する場
合は、備考欄に理由を記入するべきでした
が、記入がなかったため、どの段階かは不明
ですが、有利選択のゴム印が押されてしま
い、機構本部で有利選択の処理が行われて

ま ま た 結 お客様が希望され

年金受給
選択申出
書につい
て

部

○担当者がお客様に電話し、選択処
理の経緯を説明し、お詫びしました。
お客様から、再度遺族年金に選択替
をするようお申出があり、機構本部に
協議することとしました。

機構本部 お客様 お申出ど

○お客様相談室の朝礼時に、選択申
出書を受理したときは、相談受付票の
裏面の、選択についての箇所に必ず
チェックをすること、年金額の少ない年
金を選択する場合は、選択申出書の
備考欄 必ず 選択 由を

決定）されてしまいました。 定を取消して、７０歳時に繰下げ請求
させることが妥当である」との回答が
あり、機構本部へ老齢基礎年金の裁
定の取消を依頼しました。
○お客様相談室長がお客様へ電話
し、再度お詫びのうえ、経過報告と６７
歳時点における繰下げ率による老齢
基礎年金が取消され、次回支払分か
ら年金額が訂正される旨をお伝えし、
了承を得ました。

定
誤
り

選択届の
記載誤り
について 確

○機構本部に進達した選択申出書が、機構
本部より事務センターあてに返戻があり、確
認しましたところ 記載誤りが判明しました

○窓口にて老齢年金請求書を受付した際、
共済障害年金を受給されていたため、金額
のわかる書類を添付すべきところ 提出指示

○事務センターよりお客様に電話し、
有利選択を確認し、受付当初よりの選
択を希望されたため 返納申出書を記

○今回の事象について、朝礼の場を
利用して相談対応者に周知徹底しまし
た

80

年金の裁定請求のために来所されたお客様
から、遺族年金の額より老齢年金の額の方
が多いが、税金面を考慮に入れて遺族年金
を選択するとのお申出を伺っていたにもかか
わらず、老齢年金受給の選択処理がされて
いることが判明しました。

しまいました。その結果、お客様が希望され
た選択処理が行われませんでした。

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 半田 2010年3月18日 2010年9月30日

○機構本部から、お客様のお申出ど
おり遺族厚生年金を選択する処理を
行うよう回答があり、担当者がお客様
に連絡し、回答内容を説明し、了承を
得たうえで選択申出書を受理し、機構
本部に進達しました。
○平成２３年１月、税金を還付し、平成
２３年２月支払で遺族年金額の調整が
完了しました。

備考欄に必ず、不利選択の理由を記
入することを徹底し、今後は有利選択
のゴム印を使用する場合においては、
お客様に確認をいただいたうえ、支払
年金額の多い方の年金を選択、半田
年金事務所確認とゴム印を備考欄に
押すこととしました。
○選択申出書を年金相談窓口で受理
するときは、必ず窓口装置で受給者原
簿及び試算の確認を行い、選択方法
に誤りがないことを確実にするため
に、画面印字コピーを選択申出書に添
付して事務センターへ進達することを
徹底しました。

外
部

1名 その他 267,652

81

について 確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 明石 2010年2月8日 2010年7月下旬

認しましたところ、記載誤りが判明しました。 のわかる書類を添付すべきところ、提出指示
と確認を怠り、窓口装置の記載金額のみで
老齢年金が有利と判断し、説明したため、記
載誤りとなりました。 1名 ― 0

択を希望されたため、返納申出書を記
入していただき、受理しました。
○機構本部へ関係書類を進達しまし
た。
○機構本部にて選択替処理完了済で
あることを確認しました。

た。

内
部

26
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82

国民年金
死亡一時
金の重複
支払いに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉
事務

センター
2009年10月30日
～2010年7月23日

2010年11月15日

○国民年金死亡一時金重複請求の有無に
ついて、確認しましたところ、重複請求による
重複支払が判明しました。

○国民年金死亡一時金重複して請求されて
いましたが、重複請求のチェックができてい
ませんでした。
○支給決定がされ、窓口装置により、国民年
金被保険者記録照会票へ死亡一時金決定
年月日を登録すべきところ、登録が保留され
ているため、重複請求の確認ができませんで
した。

4名 過払い 480,000

○４名のお客様に電話し、お詫びのう
え、重複支払と返納金について説明
し、同時にお詫びのお手紙を送付し、
返納について了承を得ました。
○支給決定取消について、決裁が完
了し、お客様あてに通知を送付しまし
た。

○今後は、死亡一時金重複チェック
ツールに過去の分も入力しましたの
で、確認することとしました。

内
部

老齢基礎
年金の繰
下げ請求
について 確

○ご本人様より、「老齢基礎年金が未だ裁定
されていないが、どうなっているのか」とのお
申出がありました。
○確認しましたところ、老齢基礎年金支給繰

○ご本人様が７０歳となる平成２１年１０月に
来所された際、老齢基礎年金についての確
認及び説明を怠ったことにより、本来、提出
が必要となる老齢基礎年金支給繰下げ請求

○機構本部に協議し、老齢基礎年金
の繰下げ請求日については、ご本人
様が７０歳時点に当所に来所した平成
２１年１０月を受付年月日とし、速やか

○担当部署において当該事象の周知
徹底を図り、再発防止を指示しまし
た。

83

について 確
認
・
決
定
誤
り

岐阜
美濃
加茂

2009年10月2日 2010年9月30日

○確認しましたところ、老齢基礎年金支給繰
下げ請求書の提出がされていないことが判
明しました。

が必要となる老齢基礎年金支給繰下げ請求
書の届出処理が行われなかったことにより、
ご本人様が７０歳から受給すべき老齢基礎
年金の年金額ではなく、この請求書を提出し
た平成２２年９月の翌月分からの支給開始月
となる不利益を生じさせたものです。

1名 未払い 971,500

２１年１０月を受付年月日とし、速やか
な処理を求めるとの回答があり、機構
本部に関係書類を進達しました。
○機構本部における処理が完了した
ことを、窓口装置により確認しました。
○ご本人様あてに結果とお詫びの文
書を作成のうえ、送付し、ご本人様より
了承を得ました。

外
部

○お客様相談室長より、ブロック本部
あてに障害認定日の誤りがあった旨
の回答書を送付しました。
○ブロック本部より、認定日の訂正処
理について照会があり、訂正のための
再裁定が行われていなかったことが判
明しました。
○障害認定日における障害の程度に

○お客様相談室内ミーティングで、お
客様相談室長より今回の事象を説明
し、改めて障害給付の受付・点検事務
の手引きを使って、認定日の説明を行
い、徹底を図りました。
○また、窓口で障害年金の請求書を
受付する際は、内部事務職員が再
チェックを行ったうえで受付することと

○お客様の代理人である社会保険労務士の
お申出によると、「人工関節の置換術を２回
行ったことにより認定日がどちらになるか不
明だったことで、１年６ヵ月経過日を認定日と
して請求を行った」とのことでした。
○事務センターにて審査を行った際、本来、
認定日を人工関節の置換日とするところ、
誤って１年６ヵ月経過日を認定日として裁定

障害基礎
年金裁定
に係る認
定年月日
の誤りに
ついて

○ブロック本部より、再審査請求があった障
害基礎年金の障害認定年月日についての照
会があり、請求書等を確認しましたところ、本
来人工関節の置換があった日を認定日とす
べきところを１年６ヵ月経過日としていたこと
が判明しました。

第四種被
保険者記

○お客様の代理人より、「平成２２年５月に提
出した年金加入記録照会票に対する回答が

○本来であれば、第四種被保険者資格を取
得する前の厚生年金被保険者記録を１３年

○ブロック本部を通じ、機構本部に協
議を依頼しました

○全職員に対し、本件に係る事象を説
明し同様の事務処理誤りを起こさない

○障害認定日における障害の程度に
ついて、ブロック本部を通じての確認
により３級程度の判断があったので、
認定年月日の訂正の再裁定を事務セ
ンターより進達しました。
○窓口装置により認定日が訂正され
ていることを確認しました。また、障害
３級の事後重症（症状悪化）のため、
支払は受付日後となり、影響額は発生
しませんでした。
○担当者が社会保険労務士あてに連
絡し、お詫びのうえ、今回の事象を説
明し、また、お客様にもお詫び及び説
明をしていただき、了承を得ました。

1名 ― 0

チェックを行ったうえで受付することと
しました。

内
部

誤って１年６ヵ月経過日を認定日として裁定
してしまいました。原因は確認不足による審
査誤りです。

確
認
・
決
定
誤
り

茨城 土浦 2009年9月10日84 2010年10月12日

85

保険者記
録の訂正
について 確

認
・
決
定
誤
り

大阪 吹田 1989年11月7日 2010年12月22日

出した年金加入記録照会票に対する回答が
あったが、第四種被保険者記録が訂正され
ていなかったことから、本人から相談を受け
ているので、確認してほしい」との連絡があり
ました。
○確認しましたところ、第四種被保険者資格
喪失年月日を誤って計算していたことが判明
しました。

得する前の厚生年金被保険者記録を１３年
５ヵ月とすべきところ、誤って１３年６ヵ月と１ヵ
月多く計算したため、第四種被保険者資格
喪失年月日を資格期間２０年に１ヵ月不足す
る平成元年１１月１日と決定し、喪失通知を
送付していたことが判明しました。このことに
より、資格喪失通知では、必要な期間を満た
したものとされているにもかかわらず、実際
の記録は１９年１１ヵ月と１ヵ月不足していま
した。

1名 ― 0

議を依頼しました。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様に電話し、改めてお詫びする
とともに、記録訂正が可能となったこと
及び今後の追加手続きについて説明
しましたところ、ご納得いただけまし
た。

明し同様の事務処理誤りを起こさない
よう周知徹底しました。

外
部
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県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
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2010年11月13日

○平成２２年８月上旬に、受給中の遺族年金
と老齢年金の併給についてお申出されたお
客様から、税金を考慮せずに当所が選択届
の提出を指示したことにより、お客様の意思
に反した選択がされていることが判明しまし
た。

○選択届には、いずれの受給方法を選択す
るか記入がないにもかかわらず、お客様に選
択方法を確認しないまま、年金額が有利な方
を選択しますのスタンプを押し、機構本部が
送付した、選択届の送付についての案内文
を添付のうえ進達したため、機構本部におい
て、選択届受付月からではなく、受給金額が
従前の選択方法より高額となる平成２１年１
２月に遡って選択処理が行われました。
○原因は、本来不備がある選択届の補正を
行う際に、お客様へ受給方法の意思確認を
することが必要だったところを怠ったことによ
ります。

1名

選択申出
書に係る
確認漏れ
について

確
認
・
決
定
誤

岡山 倉敷東 2010年9月1日86

○機構本部から処理済選択届の写し
の送付を受け、郵送受付の届出に、当
所が有利選択のスタンプを押して進達
したことを確認しました。
○担当者がお客様宅へお伺いし、お
詫びのうえ、経過を説明し、当時のメ
モ等を確認させていただきました。
○機構本部へ協議することとし、協議
の結果を後日、お客様に連絡すること
をお伝えしました。
○機構本部より、誤って行われた選択
処理について従前の選択状態に戻す
こととの回答があり、担当者がお客様
に電話し 説明し 従前の選択状態に

○お客様相談室内会議において、同
様な事象が発生しないよう、選択申出
書の選択方法については慎重に確認
するとともに、年金額が有利な方法を
選択しますの押印にあたっては、お客
様へ十分に選択方法を確認したうえで
押印するように申し合せました。

内
部

過払い 7,090

○お客様相談室全職員に対して、当
該事象を説明し、共済移管済期間と重
複していないか該当共済組合に確認
することを周知徹底しました。

○お客様相談室長がご本人様のご子
息に電話し、今回の事象の経過を説
明のうえ、お詫びし、後日訪問すること
としました。
○所長とお客様相談室長がご本人様
のご子息宅を訪問し、ご本人様にお詫
びし、事象の詳細の経過説明、返納額

○平成２０年５月８日、通算老齢年金の請求
書を受付し、裁定処理をしましたが、請求書
受付時及び審査時に請求書に添付された,農
林共済組合期間証明書（厚生年金裁定用）
に記載されている加入期間の中に判明した
期間は、既に移管されており厚生年金の期
間ではなかったところ、その確認が不十分

厚生年金
保険通算
老齢年金
に係る裁
定誤りに
ついて

○ご本人様のご子息が、農林漁業団体職員
共済組合からの通知を持参し、来所され、詳
細についてお問合せがありました。
○通知内容を確認しましたところ、昭和２４年
８月１日から昭和３１年６月１日の厚生年金
期間が、日本年金機構からの連絡により農
林共済組合に移管（年金記録を加入制度間

誤
り

に電話し、説明し、従前の選択状態に
戻すことで了承を得ました。機構本部
に訂正の依頼をしました。
○担当者がお客様宅へお伺いし、再
度お詫びのうえ、平成２２年度源泉徴
収票の訂正分を交付しました。訂正手
続きに長期間を要したことについてお
詫びし了承を得ました。

○窓口の担当者が、労災保険法の傷病補償
年金等を受給している場合についての説明
及び確認を ず 単に支払額が多 障害厚

○年金受給選択申出書の取消につい
て、機構本部と協議し、当該処理を取
消する とが妥当 あると 回答を得

年金受給
者選択申
出書 受

過払い 8,710,306
外
部

○障害厚生年金と老齢厚生年金の受給権者
の方の代理人から、労災保険法の傷病補償
年金と 業務上 事由による障害厚生年金

○お客様相談室内打合せで当該事象
を説明し、年金受給選択申出書を受
付する際 説明及び確認に 周

びし、事象の詳細の経過説明、返納額
及び返納方法の説明をしましたが、返
納額が多いため検討時間がほしいと
のことで、後日再訪問をすることで了
承を得ました。
○お客様相談室長がご本人様のご子
息宅を訪問し、返納方法については５
年以上の返済期間を希望しているた
め、理由書の添付が必要となることか
ら記入後、送付するとのお申出を受け
ました。
○ご本人様より返納方法申出書及び
申立書が送付され、受理しました。
○書類一式を機構本部に進達しまし
た。

間ではなか たと ろ、その確認が不十分
だったため誤って裁定処理をしてしまったた
めです。
○また、現在受給中の遺族厚生年金に判明
した期間を追加する再裁定を受付し、裁定処
理がされましたが、その時も移管済であり、
厚生年金の期間ではなかったところ、その確
認が不十分だったため誤って再裁定処理を
してしまったためです。

確
認
・
決
定
誤
り

栃木 大田原 2008年3月24日87 2011年1月5日

林共済組合に移管（年金記録を加入制度間
で移動させること）しましたとありましたが、既
に厚生年金の期間として平成２０年１２月に
通算老齢年金の裁定が終了しており、誤って
処理をしたことが判明しました。

1名

2010年11月29日

及び確認をせず、単に支払額が多い障害厚
生年金を受取る方が有利である判断して、平
成２１年３月分の年金から、障害厚生年金を
受け、老齢厚生年金を支給停止する旨の記
載をした、年金受給者選択申出書を受付した
ものです。 1名 ― 0

消することが妥当であるとの回答を得
ました。
○機構本部に選択申出書の取消処理
を依頼しました。
○お客様相談室長がお客様に連絡
し、お詫びのうえ、今回に経過を説明
し、了承を得ました。

出書の受
付誤りに
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

福島
東北
福島

2010年1月7日88

年金と、業務上の事由による障害厚生年金
を、両方とも同時に受給しているので、支払
済の傷病補償年金の一部について返納を要
する旨の連絡が労働基準監督署からあった
との相談がありました。
○年金相談センターで年金受給選択申出書
を受付した時点の年金相談受付票の記載内
容を確認しましたところ、労災保険の傷病補
償年金等を受けている場合の説明及び確認
を行った事跡がなく、結果的にお客様にとっ
て不利な選択を案内していたことが判明しま
した。

付する際の説明及び確認について周
知・徹底を図りました。あわせて、年金
相談センターへも事象の説明を行いま
した。

外
部

28



整理
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判明
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1名 過払い 359,383

○お客様相談室長が遺族年金請求者
の方のご子息と面談し、お詫びのう
え、経過説明を行いました。また、返納
についても全額一括で返納いただくこ
とで了承を得ました。
○返納方法申出書と国民年金関係の
届出書がご子息から送付されました。
○裁定取消依頼及び返納方法申出書
を機構本部へ進達しました。

○お客様相談室内会議において、当
該事象を説明し、注意喚起しました。

内
部

○死亡された方は、昭和１９年３月から昭和
４７年２月まで３３６月厚生年金に加入し、退
職後、国民年金に加入されました。厚生年金
の老齢給付受給資格満了者（２４０月以上）
の場合、国民年金は任意加入として適用す
べきところを、昭和４７年３月から昭和５４年１
０月まで強制加入として適用しており、納付
９ヵ月・全額免除６４ヵ月の状態で通算老齢
年金を裁定していました。
○任意加入者であれば、免除期間は発生せ
ず、納付９ヵ月のみでは国年通算老齢年金
にも該当しないため、適用誤り及び裁定誤り
であることが判明しました。
○国民年金資格取得時に確認を怠ったた

旧法国民
年金通算
老齢年金
の裁定誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

富山 魚津 1972年3月26日 2010年8月24日

○年金事務所で受付・回付された遺族厚生
年金請求書について、事務センターにおいて
裁定審査中に、死亡された受給者の方の年
金に裁定誤りがあることが判明しました。

89

1名 過払い 86,200

○当所より機構本部へ訂正処理依頼
を行い、承認されました。
○お客様相談室長がお客様宅を訪問
し、お詫びのうえ、これまでの経緯を説
明しました。また、次回支払より、正し
い選択処理による年金が支給されるこ
とを説明し、了承を得ました。

○朝礼において、今回の事象につい
て説明し、確認行為の徹底による処理
誤りの防止を申し合せました。

外
部

○お客様から選択申出書が提出され、健康
保険から傷病手当金の支給を受けていたた
め、選択内容は、あえて支給額の少ない特
別支給の老齢厚生年金を選択する旨の記載
となっていました。しかしながら、受付担当者
は誤って選択申出書の備考欄に、支払年金
額の多い方の年金を選択のゴム印を押し、
事務センターへ回送してしまいました。
○担当者は、本来であれば、お客様に選択
内容を確認のうえ、機構本部へ返送すべきと
ころ、お客様への確認を怠り、担当者の思い
込みにより、お客様のお申出とは逆の選択
方法を記載した選択申出書を機構本部へ返

年金の選
択処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

香川 高松東 2010年11月15日 2011年1月11日

○障害厚生年金と特別支給の老齢厚生年金
の受給権を有するお客様が来所され、「特別
支給の老齢厚生年金を選択申出したはずで
あるが、障害厚生年金の振込通知が届い
た」との照会がありました。
○確認しましたところ、選択申出書の記入誤
りが判明しました。

90

○国民年金資格取得時に確認を怠ったた
め、また、裁定時にも確認ができていないこ
とが原因と思われます。

1名 未払い 78,108

○担当者が機構本部と協議のうえ、お
客様に電話し、事象を説明して、お詫
びしました。また、受付日を修正し、平
成２２年１１月分から障害者特例請求
による老齢厚生年金の定額部分を支
給開始することで了承を得ました。
○担当者がお客様に電話し、再度お
詫びのうえ、再裁定(訂正処理)が終了
し、支払が確定した旨をお伝えし、了
承を得ました。

○お客様相談担当者全員に当該事象
を詳細に説明し、不備な請求書類等
の受付をしないことを再度徹底しまし
た。
○また、返戻書類の内容を確認し、所
定の保管場所で管理者が確実に管理
することとしました。

外
部

○受付後、診断書の一部に不備があったの
で補正を依頼しましたが、お客様のご自宅が
遠隔地のうえ、重度の障害をお持ちで、帰宅
後の再外出が容易でないため、本日帰宅途
中、病院に寄って直ちに郵送しますとのお申
出があり、窓口担当者は請求書一式を預か
り、所定の保管場所で保管していました。
○本来、書類に不備がある場合は、不備事
項を説明のうえ再提出をお願いし、それでも
受付を求められた場合は、受付後に不備返
戻をすることになっています。今回の事象
は、書類の提出があった日に受付印を押印
すべきところ、書類に不備があったため受付

老齢年金
裁定請求
書の受付
日付押印
誤りについ
て 確

認
・
決
定
誤
り

山口 宇部 2010年11月1日 2011年1月13日

○老齢厚生年金の障害者特例として平成２２
年１０月２６日に相談窓口にてお客様から請
求書を受理しましたが、決定された年金には
障害者特例による定額部分が当初月から加
算されていないとのお申出があり、裁定請求
書の受付等を確認しましたところ、老齢厚生
年金の裁定請求書に押印する受付年月日を
平成２２年１０月２６日とすべきところ、平成２
２年１１月１日と押印し、裁定処理をしていた
ことが判明しました。

91

方法を記載した選択申出書を機構本部へ返
送してしまったため、誤った選択処理が行わ
れたものです。

す きところ、書類に不備があったため受付
処理を行わず、所定の保管場所で保管して
いたことが原因です。
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

92 1名 ― 0

○お客様相談室内会議において、繰
上げ請求者への説明及び説明内容の
詳細を相談受付票へ記入することに
ついて、徹底を図るよう再確認を行い
ました。

外
部

○担当者がお客様にお詫びし、改め
て繰上げ請求についての説明を行い
ました。あわせて繰上げ取消処理を進
めていくことを説明し、了承を得まし
た。また、過払金が生じないよう、支給
を停止してほしい旨のお申出がありま
したので、支払保留処理を行いまし
た。
○機構本部に、書類一式を進達し、繰
上げ請求書取消及び支払保留解除依
頼を行いました。
○機構本部に繰上げ取消処理完了の
確認を行い、担当者がお客様に、未払
いとなっている厚生年金の支払予定

繰上げ請
求に係る
説明不足
について

確
認
・
決
定
誤
り

宮城 仙台北 2010年11月15日 2011年1月17日

○お客様より、「老齢基礎年金の繰上げ決定
通知が届いたが、なぜか」という照会があり
ました。新規裁定請求書受付時に繰上げ請
求書を提出されているためである旨を説明し
ましたが、お客様自身は繰上げ請求を希望し
た覚えがないとのことでした。
○お客様が来所され、あらためて繰上げ請
求を希望しないとのお申出がありました。

○相談受付票を確認しましたところ、繰上げ
請求に関する説明の記入もなく、お客様も繰
上げ請求のデメリット等の説明は受けておら
ず、繰上げ請求書は提出されていたものの、
それが繰上げ請求書であるとの認識がない
まま提出していたとのことでした。
○本来、お客様へ制度を説明し、ご理解いた
だいたうえで繰上げ請求書を受付するとこ
ろ、お客様に制度をご理解いただかないまま
受付していました。その原因は、窓口担当者
の説明不足とお客様への確認不足があった
ことによります。

93
内
部

○新たな厚生年金加入記録が判明したこと
による再裁定申出書を受付し、再裁定処理
が完了し、既に再裁定後の年金額が支払さ
れていますが、この度、遺族厚生年金裁定請
求書の審査の段階において、新たに農林共
済組合へ移管済の記録が判明したため、再
裁定により追加された厚生年金加入記録の
全期間は農林共済組合へ移管されるべき記
録であり、再裁定処理は誤りであったことが
判明し、年金の過払いが発生しました。
○当時は、ねんきん特別便による年金加入
記録回答票等の受付件数や再裁定件数が
多数あったことなどから、ご本人様からの年
金加入履歴の聴取が不十分でした。また、漢
字の読み方を変えるなどの氏名索引による

再裁定の
処理誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

広島 三次 2009年10月22日 2011年1月18日

○お客様より、ご主人様が死亡されたことに
よる遺族厚生年金の裁定請求書を受付しま
した。
○裁定請求書の内容審査の際、農林共済組
合へ移管（年金記録を加入制度間で移動さ
せること）済の請求者の方の厚生年金加入
記録が新たに判明し、この度判明した移管記
録以前の厚生年金加入記録を追加した再裁
定の処理は誤りであることが判明しました。

○お客様相談室担当者がお客様に電
話し、お詫びのうえ、説明し、年金額仮
計算書等を送付し、返送していただく
ことで了承を得ました。また、過払い額
の返納についても、現在、配偶者様の
年金について、記録追加による再裁定
処理が行われており、その遡及分の
年金額の支払を待って、現金で一括
返納することで了承を得ました。
○お客様より、再裁定申出書及び返
納方法申出書の送付があり、受付しま
した。
○機構本部へ農林共済移管記録の確
認を依頼しました。移管手続きが終了
次第 再裁定を進達することとしまし

1名 過払い 4,396,323

○朝礼において、全職員に対して、今
回の事象について説明するとともに、
事務処理誤りによりお客様に多大なご
迷惑をおかけすることを常に認識し
て、処理結果の複数人によるチェック
などの事務処理誤り防止策の徹底を
改めて指示しました。

いとなっている厚生年金の支払予定
等を説明し、了承を得ました。

94

厚生年金
(船員)保険
の期間照
会の回答
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

茨城 水戸南 2010年3月11日 2011年1月21日

○船員保険老齢年金の再裁定報告書を機
構本部に報告しましたところ、返戻を受けまし
た。
○重複した期間につき確認しましたところ、お
客様に誤った年金資格期間の回答をしてし
まったことが判明しました。

○厚生年金保険及び船員保険の老齢年金を
受給されているお客様から、厚生年金保険
及び船員保険について記録照会があり、調
査した結果、船員保険任意継続期間と厚生
年金保険期間が重複していることが判明しま
した。
○本来、船員保険任意継続期間を優先する
ところ、誤って船員保険任意継続の資格喪失
年月日を昭和４７年５月から厚生年金保険資
格取得年月日の昭和４７年４月に訂正し、お
客様に回答してしまいました。原因は、法令
等の解釈誤りによります。

1名 ― 0

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、説明し、重複期間の保険料の
扱い等、具体的な事項については後
日連絡することで了承を得ました。
○重複期間保険料の取扱等の説明文
と訂正後の被保険者記録回答票及び
厚生年金保険の期間照会について
（回答）をお客様あてに送付しました。
○担当者がお客様へ連絡し、経過、文
書の内容について説明し、一定の理
解を得ました。

○各課室内会議において、課室長か
ら当該事象を説明し、解釈に誤りのな
いよう指導しました。

内
部

字の読み方を変えるなどの氏名索引による
確認調査が不十分であり、複数人による
チェックができていませんでした。

次第、再裁定を進達することとしまし
た。

等の解釈誤りによります。
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

95

老齢年金
請求時の
老齢基礎
年金支給
繰上げ請
求書受付
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

岐阜 大垣 2010年9月13日 2011年1月21日

○お客様から、「老齢基礎年金を繰上げ請求
したが、支払がまだない」との電話によるお
申出がありました。
○確認しましたところ、繰上げ支給の老齢基
礎年金が支給されていないことが判明しまし
た。

○繰上げ請求を希望していることを確認して
いながら、国民年金老齢基礎年金支給繰上
げ請求書を提出していただいていませんでし
た。そのため、老齢厚生年金のみ支給されて
おり、繰上げ支給の老齢基礎年金が支給さ
れていませんでした。

1名 未払い 172,166

○お客様相談室長がお客様宅に電話
し、お詫びのうえ、説明しました平成２
３年２月支払は不可能である旨を説明
しましたが、ご納得されませんでした。
○お客様が来所され、お客様相談室
長が対応し、改めてお詫びし、機構本
部と協議し、平成２３年３月支払に向
けて処理することで了承を得ました。
○機構本部に、全部繰上げ請求によ
る老齢基礎年金の裁定処理を依頼し
ました。

○お客様相談室内の会議で当該事象
を説明し、相談票には聞き取ったこと
を詳細に記入するとともに、請求書な
どを渡すときに必要書類の指示が漏
れのないように行うよう、周知・徹底し
ました。

外
部

裁定請求 ○標準報酬 訂正に伴う再裁定 書類が ○平成 年当時 老齢にかかる裁定請求書 ○現時点にお 老齢年金は在職中 ○今回 事象を説明し 今後 よう

96

裁定請求
時に選択
申出書を
誤って受
付した件に
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 明石 2008年7月25日 2010年11月29日

○標準報酬の訂正に伴う再裁定の書類が、
機構本部より返戻されてきました。
○確認しましたところ、選択申出書の処理に
誤りがあることが判明しました。

○平成２０年当時、老齢にかかる裁定請求書
の受付時において、共済遺族年金（旧法）の
年金給付記録内容が停止となっていたため、
年金受給選択申出書を受付し、進達しまし
た。
○報酬訂正に伴う年金額仮計算書を受付
し、進達しましたが、返戻されました。
○本来、選択申出書に婚姻により、共済遺族
年金は失権と記入すべきところ、その旨を記
入せずに進達してしまったため、老齢年金に
支給停止のコードが入力されていることが原
因です。

1名 ― 0

○現時点において老齢年金は在職中
による全額停止中のため、再裁定受
付時において、お客様にお詫びのう
え、説明しました。
○ブロック本部より共済組合へ連絡
し、失権情報送付を依頼し、失権情報
が届き次第、失権の入力をすることと
しました。

○今回の事象を説明し、今後このよう
な事象があった場合は必ず選択届の
備考欄に理由を記入するように、お客
様相談室の職員全員に周知・徹底し
ました。

内
部

年金請求
書の入力
誤りについ
て

確
認
・
決 滋賀

事務

○年金事務所より、機構本部から返戻された
選択申出書について照会があり、確認しまし
たところ、ご本人様のお申出と異なる入力が
行われていることが判明しました。

○当該届書に添付されていた選択申出書備
考欄には、遺族年金受給しますと記載されて
いたにもかかわらず、未選択保留表示を誤っ
て有利選択として取扱し、入力を行ったもの

名 過払い

○担当者がご本人様に電話し、お詫
びのうえ、年金の訂正については、次
回支払から調整される予定であること
を説明し、了承を得ました。

○発生事象をグループ内職員に周知
し、年金の一次審査及び二次審査で
確実にチェックするよう指示しました。

内
97

て
決
定
誤
り

滋賀
事務

センター
2010年11月26日 2011年1月28日

行われていることが判明しました。 て有利選択として取扱し、入力を行ったもの
です。 1名 過払い 84,318

を説明し、了承を得ました。 内
部

98 1名 過払い 3,812,461

○お客様が来所され、お客さま相談室
長が対応し、お詫びのうえ、経緯を説
明し、了承を得ました。訂正申出書と
返納方法申出書を受理しました。
○機構本部へ年金記録整備について
依頼しました。
○記録補正済であることを確認し、返
納方法申出書を添付のうえ、機構本
部へ訂正申出書を進達しました。

○お客様相談室全員に対し、本事象
を報告し、今後の注意喚起と確認を徹
底することを指示しました。
○例会にて全職員へ本事象を報告･
周知しました。

内
部

農林年金
移管期間
に係る老
齢厚生年
金裁定誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

鳥取 倉吉 1993年7月15日 2011年1月28日

○年金受給者様あてのねんきん定期便通知
が事務センター経由にて当所あてに回付さ
れ、その際、加入期間の漏れについての指
摘はなく、実際に加入期間の漏れがなかった
ため、訂正・調査不要扱いとして処理を行い
ました。
○処理済の案件について再確認を行いまし
たところ、加入期間の漏れはなかったもの
の、本来であれば農林共済へ移管（年金記
録を加入制度間で移動させること）済の期間
として取り扱うべき期間について、厚生年金
加入期間として老齢厚生年金が裁定されて
いたことが判明しました。

○農林共済移管の方については、それ以前
の厚生年金加入全期間を農林共済の期間と
して取り扱うこととなっていますが、昭和２４
年１０月～昭和２９年３月までの期間が厚生
年金期間として平成５年７月に老齢厚生年金
が裁定されていたものです。
○原因は、新規裁定時に移管記録の整備が
不十分のまま処理したものと考えられます。

いたことが判明しました。
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

99 1名 ― 0

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、説明し、改めて仮計算書と再
裁定取下げ申出書の提出を依頼し、
了承を得られたため、必要書類を送付
しました。
○機構本部より、再裁定が必要ないと
思われるため、関係書類の再確認を
するよう、返戻する旨の連絡がありま
した。
○担当者がお客様に連絡し、年金記
録の訂正（再計算）は必要なしとの仮
計算書を受理し、記録を元に戻し、処
理を完了しました。

○お客様相談室朝礼において職員に
事象を説明し、窓口対応時・審査時に
注意するよう徹底しました。

外
部

○今回判明した厚生年金期間は７７月でした
が、このうち年金受給に結びつく期間は１８
月で、後の５９月は既に脱退手当金を受給し
ている期間であり、通算対象期間に該当しま
せんが、窓口で受給要件を確認する際に、こ
の期間も含めて計算したため、受給要件あり
と誤った判断をしてしまったものと思われま
す。
○また、記録統合すると、国民年金納付月を
２月削除しなければならず、国民年金通算老
齢年金を再裁定及び過払い分返済の必要が
ありましたが、厚生年金が新規裁定され、遡
及して受給できるとお客様に説明し、これを
了承されたことによるものです。

国民年金
通算老齢
年金再裁
定取消に
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

兵庫 加古川 2010年10月26日 2011年1月31日

○お客様が来所され、遺族年金手続きをさ
れた際に、ご自身の厚生年金記録が判明し
ました。旧法該当者であり、厚生年金通算老
齢年金が受給できるものとして説明し、新規
裁定届を受理しました。厚生年金期間が国
民年金期間と重複しており、補正が必要で、
これに伴う国民年金通算老齢年金の減額再
裁定及び返済申出書も受理しました。
○事務センターから、回付した厚生年金通算
老齢年金裁定請求書の返戻があり、誤って
受付したことが判明しました。

1名 過払い 174,724

○ブロック本部に協議依頼し、平成23
年2月23日、機構本部から訂正可能で
ある旨の回答がありました。
○お客様相談室担当者がお客様に電
話し、お詫びのうえ、経緯について説
明を行い、了承を得ました。お客様の
ご希望により、書類を送付し、提出を
依頼しました。
○お客様より、年金受給選択申出書と
返納方法申出書の提出があり、機構
本部へ進達しました。

○朝のミーティングにおいて、お客様
相談室長よりお客様相談室職員全員
に、遡及する請求書を受付する時は、
記録の確認を十分行い、選択申出書
の受付時は、お客様の意思を十分確
認することについて、周知・徹底しまし
た。

外
部

○６０歳前より遺族年金を受給しているお客
様が、６５歳の時点で６０歳に遡って老齢年
金の請求をされました。
○お客様は、６０歳から６５歳までは遺族年
金を受ける意向であったため、本来であれ
ば、遺族年金を選択すると記載された選択申
出書を提出していただくべきところ、６０歳時
点では遺族年金の方が老齢年金よりも支払
額が多かったため、支払年金額の多い方の
年金を選択と記載された選択申出書を提出
していただきましたが、６０歳１０ヵ月の時に、
老齢年金の額が改定され、遺族年金より多く
なったため、お客様の意向に沿わない年金
が支給されたものです。

老齢年金
請求時の
年金選択
に関する
確認誤り
について 確

認
・
決
定
誤
り

徳島 徳島北 2009年12月22日 2011年2月2日

○お客様が来所され、「６５歳まで遺族年金
を受けることになっているはずであるが、自
分の老齢年金を受けることとなっている」との
照会がありました。
○確認しましたところ、選択に関する確認及
び説明誤りが判明しました。

100

了承されたことによるものです。

○機構本部及びブロック本部に協議
し、関係書類を提出していただき、訂
正可能との回答を得ました。
○お客様相談室長より、受給権者様
の奥様にお詫びのうえ、今回の事象を
説明し、次回定期支払で訂正すること
で、了承を得ました。

○お客様相談室内の朝礼時に、今回
の事象の説明を行い、決裁時の点検
強化等の周知を図りました。

外
部

2011年2月8日

○老齢基礎年金の７０歳到達時での繰下げ
支給のお申出をされていた受給権者様の奥
様より、機構本部から支給額変更通知書が
届いた旨の相談がありました。
○確認しましたところ、６９歳からの繰下げ支
給となっていることが判明しました。

○受給権者様の奥様が代理人として来所さ
れ、７０歳到達時での老齢基礎年金繰下げ
請求について相談を受け、関係書類を受付し
ました。
○受給権者様は平成２２年１２月末で７０歳と
なるため、本来、老齢基礎年金の支給繰下
げ申出日の指定届も提出していただくとこ
ろ、提出していただきませんでした。その原
因は年金事務所が年末年始の休日となるこ
とから、７０歳になる同月中の受付であれば
提出不要であるという誤った認識を担当者が
していたことによります。

1名 未払い 1,049,083

老齢基礎
年金支給
繰下げ請
求書の受
付誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

福島 相馬 2010年12月7日101
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102

○当該事象をお客様相談室職員に説
明し、改めて年金全般の知識の十分
な習得に努め、年金相談時に手続き
書類等の確認を徹底するよう指示しま
した。

外
部

2011年2月8日

○お客様が来所され、「老齢基礎年金を繰下
げ請求したが、見込額と相違していた。７０歳
での繰下げ請求を希望したが、決定が誤って
いるのではないか」との照会がありました。
○確認しましたところ、お客様は７０歳より老
齢基礎年金の繰下げ請求を希望されていま
したが、繰下げ請求の受付日となる６９歳で
の繰下げ請求として処理されていたことが判
明しました。

1名 ― 0

○担当者がお客様へ経過を説明し、
お詫びのうえ、機構本部と協議する旨
をお伝えしました。
○当該事象をブロック本部に報告し、
機構本部に訂正処理依頼を提出しま
した。
○訂正処理が行われ、支給予定を確
認し、担当者がお客様に再度お詫び
のうえ、処理経過を説明し、了承を得
ました。

○平成２２年１２月６日、お客様から、老齢基
礎年金支給繰下げ請求書が提出されまし
た。お客様は昭和１６年１月１日生まれであ
り、７０歳到達による繰下げ請求を希望され
ましたが、担当者は、平成２３年１月分からの
支給として、老齢基礎年金支給繰下げ請求
書を受理しました。
○お客様は、昭和１６年４月１日以前に生ま
れた方に適用される、改正前の増額率の方
に該当し、１月１日生まれのため、７０歳での
繰下げ請求は、来所日において、老齢基礎
年金の支給繰下げ申出日の指定届を提出い
ただくべきところ、提出の指示をしなかったこ
とから ６９歳での繰下げとして年金が決定さ

老齢基礎
年金の繰
下げ請求
の処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉 越谷 2010年12月6日

103
内
部

○ブロック本部から、障害基礎年金不支給決
定処分不服として審査請求をした審査請求
人Ａ様にかかる、審査請求に対する参考意
見の提出があり、参考意見の作成にあたり、
再確認のため障害状態の認定を再度行いま
したところ、障害等級２級１５号に該当するこ
とが判明しました。

○Ａ様から障害基礎年金の請求があり、障
害認定審査医員に障害状態の認定を受けま
したが、診断書記載内容に紛らわしい図示と
記述があったため、障害等級２級１５号とす
べきところ、厚生年金障害等級表３級非該当
として認定し、不支給決定をしたものです。

1名 未払い 415,966

○各担当者に障害認定事務において
は、診断書の記載内容を細部まで確
認すること及び決裁においても改めて
確認するよう指示しました。

○厚生労働省へブロック本部経由に
て、Ａ様の障害基礎年金不支給決定
処分取消について承認依頼を申請し
ました。
○ブロック本部より、不支給決定処分
取消の承認通知受付の連絡があった
ため、入力処理を行いました。
○担当者がＡ様に電話し、お詫びのう
え、説明し、年金の決定、年金証書の
発送、初回支払の予定年月日につい
てお伝えし、了承を得ました。
○障害基礎年金の決定がされ、ブロッ

経 保

障害基礎
年金不支
給決定の
取消につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

北海道
事務

センター
2011年2月10日2010年12月6日

とから、６９歳での繰下げとして年金が決定さ
れました。
○原因は、担当者の繰下げ請求に関する届
書についての認識不足によるものです。

104 1名 未払い 35,233

○グループ長がお客様へ電話連絡
し、今回の事象についてお詫びのう
え、次回定期支払で訂正することを説
明し、了承を得ました。
○機構本部に訂正処理依頼を送付
し、再裁定を依頼しました。

○繰上げ請求書の取扱（指示・依頼）
を老齢年金担当者に再確認させるとと
もに、年始における書類の決裁時にお
いては、特に注意をすることを周知し
ました。

外
部

老齢基礎
年金の裁
定誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

愛媛
事務

センター
2011年1月14日 2011年2月21日

○お客様から、提出した年金請求書にかか
る処理について電話による照会があり、確認
しましたところ、老齢基礎年金の繰上げ請求
年月日の誤りが判明しました。

○年金事務所において、お客様から年金請
求書(国民年金・厚生年金保険老齢給付）を
受付した際、お客様は繰上げ請求を希望さ
れていたため、国民年金老齢基礎年金支給
繰上げ請求書及び請求書の受付年月日に
かかる申立書（平成２２年１２月３１日受付）
の受付も行いました。
○事務センターで、本来、受付年月日を平成
２２年１２月３１日で入力処理すべきところを、
誤って平成２３年１月４日で入力処理したこと
によるものです。また、決裁時においても誤り
に気付かなか たことによるものです

ク本部を経由して社会保険審査官あ
てに、不支給決定取消通知の写しを
送付し、Ａ様に年金証書、不支給決定
取消通知を送付しました。

り

に気付かなかったことによるものです。
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105 1名 未払い 267,707

○お客様相談室長が処理経過を確認
し、お客様に電話し、お詫びしました
が、早急の支払を求められました。
○機構本部に経過を説明し、訂正処
理を依頼しました。
○訂正処理が行われ、未払い分につ
いての支給予定を確認したため、担当
者がお客様に処理経過を説明し、支
給予定をお伝えし、了承を得ました。
○未払い分が支給されたことを確認し
ました。

○当該事象をお客様相談室職員に説
明し、改めて年金全般の知識の十分
な習得に努め、年金相談時に手続書
類等の確認を徹底するよう指示しまし
た。

外
部

○お客様は、厚生年金加入期間が９月、国
民年金加入期間が３５７月あり、来所時は６５
歳前であり、繰上げ請求の手続きをするつも
りでした。窓口相談にて農林年金の加入期
間が判明し、特別支給の老齢厚生年金の受
給権が発生していることがわかったため、担
当者は６０歳より遡って特別支給の老齢厚生
年金が支給される分があることをお伝えし、
繰上げ請求について説明しました。
○原因は、お客様は当初から繰上げ請求の
希望があり、判明した期間により６０歳から受
給権が発生するものの、繰上げ請求の意思
は変わりませんでしたが、窓口相談では、繰
上げ請求についての手続きを進めていたに

老齢基礎
年金支給
繰上げ請
求書の提
出指示漏
れについ
て 確

認
・
決
定
誤
り

埼玉 越谷 2010年8月6日 2011年2月15日

○お客様から、「老齢基礎年金を繰上げ請求
したが、金額が少ない。決定が誤っているの
ではないか」との電話照会がありました。
○確認しましたところ、特別支給の老齢厚生
年金は裁定されていましたが、老齢基礎年
金の繰上げ請求は裁定されていなかったこと
が判明しました。

106 1名 未払い 27,300

○原因が判明し、振込不能の説明に
ついては、金融機関Ａ支店からお客様
へ説明するとの申出を受けました。
○また、事務センターの担当者からも
今回の振込の原因をお客様へ電話
し、お詫びのうえ、説明し、再振込の時
期をお伝えし、了承を得ました。
○事務センターの担当者がお客様に
電話し、年金が振込されていることを
確認しました。

○機構本部より、金融機関に対して、
支店番号等の変更があった場合の報
告漏れがないよう依頼しました。

外
部

○年金請求書の受取金融機関欄にＡとＢの
２つの支店名が記されていたため、お客様に
再度確認したうえで、Ｂ支店を振込先として
処理することとしました。しかしながら、金融
機関支店番号が両支店とも同一の番号で
あったため、金融機関Ｂ支店に確認しました
ところ、「その同一の支店番号を使用しても支
払上問題はない」との回答を得たため、その
支店番号を用いて支払処理を行いました。
○金融機関Ａ支店へ振込不能事象にかかる
経過説明を行い、振込不能の原因調査を依

が

年金振込
不能につ
いて

確
認
・
決
定
誤

千葉
事務

センター
2011年1月10日 2011年2月22日

○新規に老齢年金を決定したお客様から、
「年金の初回振込が入金されていない」との
連絡がありました。
○確認しましたところ、振込不能となっている
ことが判明しました。

上げ請求についての手続きを進めていたに
もかかわらず、担当者が、老齢基礎年金支
給繰上げ請求書の提出指示をしなかったこと
によるものです。

107

選択替に
かかる処
理誤りに
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

長野
事務

センター
2010年9月1日 2011年2月18日

○お客様が年金相談センターに来訪され、
「選択内容が違う」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、提出の選択届が機構
本部より送付された（勧奨の）選択届であっ
たため、有利選択が行われ、お客様の意図
として、６５歳での選択替であったにもかかわ
らず、意図に反する処理となったことが判明
しました。

○勧奨選択届を使用する場合、右上部に記
載されている発見(判明)日及び通知日を抹
消し、余白等に、６５歳選択替と朱書き記載
すべきところ、それらの追記をしないまま機
構本部へ送付したため、６５歳での選択替に
はならず、平成２１年１２月からの有利選択
（ご本人の意図に反する処理）となってしまい
ました。
○その原因としては、６５歳請求と同時提出
であったことから、６５歳の選択が行われると
判断したことによります

1名 過払い 62,304

○担当者がお客様宅にお伺いし、お
詫びのうえ、説明し、当初のお客様の
お申出で処理することで了承を得まし
た。
○訂正処理依頼を機構本部あてに進
達しました。

○研修において、選択届を受理の際
には、内容の再確認とご本人様への
確認を再度徹底するよう指導しまし
た。

外
部

頼しましたところ、「職員が、変更前の金融機
関支店番号で振込データが届いていたため
に、振込不能として処理してしまった」との回
答が得られました。

誤
り

判断したことによります。
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108 1名 過払い 3,196,454

○事務センター担当者よりお客様に連
絡し、お詫びのうえ、経緯を説明しまし
た。また、改めて訪問させていただくこ
ととしました。
○事務センター担当者及び年金事務
所お客様相談室長がお客様宅を訪問
し、再度お詫びのうえ、経過、影響及
び返納金額等について説明しましたと
ころ、お客様より、後日連絡する旨の
お話がありました。
○お客様が年金事務所に来訪され、
改めてお詫びのうえ、年金の返納等に
ついて説明しましたところ、了承が得ら
れたため 年金額仮計算書・再裁定申

○グループ会議において、職員全員
に事象の経過を周知し、改めて複数
人による調査結果確認の徹底を指示
しました。

内
部

○事務センターにおいて、お客様の被保険
者記録の調査を行った際、お客様が当時勤
務されていた事業所の台帳には、健康保険
のみ適用と記載されていたにもかかわらず、
担当者がその記載事項を見落し、当該記録
が厚生年金保険の被保険者記録であると誤
認してしまったため、旧社会保険事務所に対
して、厚生年金保険の被保険者記録が判明
した旨の回答をしてしまいました。
○年金事務所においては、誤った回答に基
づき、お客様の基礎年金番号で管理している
年金加入記録に当該記録を統合してしまっ
たため、お客様が受給していた老齢厚生年
金が再計算され 増額分の年金が支払われ

厚生年金
記録の統
合誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

東京
事務

センター
2009年11月6日 2011年2月28日

○お客様より提出された、厚生年金加入記
録のお知らせにかかる、年金加入記録回答
票の記録調査を行っていたところ、過去にお
客様から記録調査の依頼があった際の事務
処理において、健康保険のみの加入記録を
誤って厚生年金保険の加入記録として統合
していたことが判明しました。

109

繰上げ請
求書の受
付誤りに
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

福岡 東福岡 2010年12月27日 2011年2月7日

○お客様から、「窓口で一部繰上げ請求の手
続きを行ったが、本日届いた通知書の内容
が、全部繰上げになっている」との電話によ
るお申出がありました。
○確認しましたところ、誤って全部繰上げで
年金請求書を進達したことが判明しました。

○平成２２年１２月、窓口において繰上げ請
求書の一部に印をつけるべきところ、全部に
印をつけたものを一部繰上げ請求書として受
理したこと及び受付した請求書と相談票の内
容を確認せずに進達したことが原因です。

1名 過払い 11,925

○機構本部に連絡し、訂正依頼書等
を送付することにより、遡って全部繰
上げから一部繰上げに訂正をして、そ
の支払調整を次回支払分で行うことが
可能であることを確認しました。
○担当者がお客様に電話し、今回の
事象を説明してお詫びし、遡って全部
繰上げから一部繰上げに訂正をして、
その支払調整を次回支払分で行うこと
で了承を得ました。
○機構本部に書類 式を進達しまし

○お客様相談室ミーティングにおい
て、今回の事象を説明し、繰上げ請求
書を受理する際は、請求書の一部、全
部を選択するために印をつけた箇所
と、同時に受付する繰上げ請求の注
意点の用紙（一部繰上げ用、全部繰
上げ用）が一致していることを充分に
確認すること、さらに管理者が相談受
付票と請求書の突合により、受付した
内容が一致しているか再度確認をす
る ととしました

外
部

れたため、年金額仮計算書 再裁定申
出書及び返納方法申出書をご提出い
ただき、受理しました。
○機構本部へ書類一式を進達しまし
た。

金が再計算され、増額分の年金が支払われ
た結果、お客様に対して多額の返納金を発
生させてしまいました。

り

り
○機構本部に書類一式を進達しまし
た。

ることとしました。

110

受付印の
押印漏れ
による年
金未払い
について

確
認
・
決
定
誤
り

栃木
宇都宮

西
2011年1月21日 2011年3月1日

○お客様から、障害基礎年金証書の記載内
容についてお問合わせがありました。
○確認しましたところ、受付印の押印漏れに
よる年金未払いが判明しました。

○本来、平成２２年１２月に受付した事後重
症扱いの障害基礎年金請求書に、１２月付で
受付押印すべきところ、不備書類を持参し再
来所された平成２３年１月付で受付押印して
しまったため、支払開始年月が平成２３年２
月からとなってしまいました。
○その原因は、窓口担当者が平成２２年１２
月付の受付押印を依頼しないまま保留して
いたこと及び回付担当者への連絡不足によ
るものです。

1名 未払い 103,991

○お客様相談室長がお客様に電話
し、お詫びのうえ、説明し、受付日の訂
正と支払調整について機構本部と協
議し、再度その結果について連絡する
こととしました。
○機構本部からの回答により、お客様
相談室長がお客様に電話し、再度お
詫びのうえ、支払時期を説明し、了承
を得ました。

○お客様相談室において、一旦受付
した届書等への受付印は必須とし、処
理保留するものについては、必ず保留
簿に登載する旨の管理体制を徹底し
ました。

外
部

○お客様相談室担当者からお客様へ ○課内会議において当該事象を説明○お客様から、「繰下げ請求をするつもりで ○本来、６５歳を過ぎてからの年金請求書を老齢基礎・ ○お客様相談室担当者 らお客様
電話し、お詫びのうえ、説明しました。
○お客様から電話連絡があり、「繰下
げ請求をせずに、６５歳から老齢基
礎、老齢厚生年金ともに受けていく」と
のお申出があったため、繰下げ請求を
行わない旨の申立書をご提出いただ
きたい旨を説明し申立書を送付し、ご
記入のうえ、返送していただくことで了
承を得ました。
○お客様から、繰下げ請求を行わない
旨の申立書の返送があり、受理しまし
た。

○課内会議 お て当該事象を説明
し、年金請求の相談にあたっては、繰
下げの内容を丁寧に説明のうえ、お客
様に充分な理解をしていただき、繰下
げ請求に対する意思確認の徹底を行
うよう周知しました。

外
部

2011年3月3日

○お客様 ら、 繰下げ請求をする もりで
年金請求書を送付したにもかかわらず、６５
歳より支払になるとの通知が届いている」と
の連絡がありました。
○確認しましたところ、繰下げ請求の意思確
認漏れが判明しました。

○本来、 歳を過ぎて らの年金請求書を
受付する場合、繰下げ請求に対する意思確
認を行うべきところ、意思確認を行わず年金
請求書を進達していたことから、通常の６５歳
支給決定処理が行われたものです。
○原因は、受付した請求書の内容確認を
行った職員が、繰下げ請求に対する意思確
認がされていないことに気付かず、確認を
怠っていたことによります。

1名 ― 0

老齢基礎
厚生年金
繰下げ請
求の意思
確認漏れ
について

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 札幌北 2010年12月24日111
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112

子に係る
加給年金
額の加算
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

鳥取 倉吉 2007年5月24日 2011年3月8日

○お客様が来所され、「夫の生計維持確認
書に自分の名前はあるが、子どもの名前が
ない。今高校生だが間違いないか」とのお申
出がありました。
○確認しましたところ、子に係る加給年金額
の漏れが判明しました。

○老齢厚生年金については生計を維持して
いる配偶者及び子がいる場合は加給年金の
対象となるところを、配偶者様（妻）のみ加給
対象として加給年金を支給していたもので
す。
○原因は請求書受付時に、添付書類・記載
漏れ等の確認、生計維持の事前審査が不十
分であり、入力後のチェックも不十分であっ
たためです。

1名 未払い 189,915

○お客様相談室長がお客様にお詫び
のうえ、説明し、訂正を行うことで了承
を得ました。
○お客様から、加給年金対象者につ
いての訂正申立書を受理しました。
○機構本部へ関係書類を進達しまし
た。

○お客様相談室全員に対し、今回の
事象を説明し、注意喚起と添付書類、
内容確認を徹底することを指示しまし
た。

外
部

遺族厚生
年金の決
定誤りに

確

○機構本部から、遺族厚生年金裁定時の支
給決定金額に、誤りのある可能性がある旨
の電話連絡がありました。

○本来、ＪＲ共済加入期間については、平成
９年４月１日に厚生年金加入期間記録へ統
合されており、お亡くなりになられた配偶者様

○お客様相談室長がお客様宅に出向
き、ご家族に未払いについてお詫びの
うえ、これまでの経過を説明し、了承を

○お客様相談室内会議において、今
回の事象を周知しました。
○また、現行のマニュアルでは、審査

113

定誤りに
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

山口 萩 2002年5月23日 2011年1月20日

の電話連絡がありました。
○確認しましたところ、平成１４年５月の遺族
厚生年金裁定の際に、ＪＲ共済加入期間に
ついては厚生年金期間として遺族厚生年金
を決定する必要があったところ、誤ってＪＲ共
済加入期間として決定していたことが判明し
ました。

合されており、お亡くなりになられた配偶者様
の昭和３１年７月以降のＪＲ共済加入期間は
厚生年金加入期間として遺族厚生年金を決
定する必要があったところ、遺族厚生年金の
裁定請求書の審査時において誤って共済期
間として判断し、入力処理したためです。
○また、決裁においても処理誤りを発見する
ことができなかったことによるものです。

1名 未払い 7,270,941

うえ、これまでの経過を説明し、了承を
得ました。
○機構本部へ進達し、引継しました。

○また、現行のマニュアルでは、審査
入力等の事務処理が事務センターと
なるため、今回の事象を情報提供し、
共済組合に係る加入期間の確認にあ
たっては、審査・入力を慎重に行うよう
注意喚起を依頼しました。

内
部

○支払保留処理票を作成した際、点
検を怠ったことが原因ですが、添付書
類が付いていないため、年金事務所
でも書類の真偽を確認できないことに
もあると考えられるので、今後は証拠
書類の添付を確認し、入力することと
しました。

内

○事務センター担当者より、「生存されている
方について死亡保留されている」との連絡が
ありました。
○確認しましたところ、誤って死亡保留入力
をしたことが判明しました。

○機構本部に早期支払を依頼し、支
払時期を確認しました。
○相談センター長よりお客様に電話
し、お詫びのうえ、説明し、支払時期を
お伝えし、了承を得ました。

○本来、死亡者である配偶者様の年金につ
いて支払保留とすべきところ、相談センター
において、誤って請求者であるお客様の氏
名、生年月日、基礎年金番号にて支払保留
処理票を作成したものです。
○その原因は、支払保留処理票作成の際、
死亡者関係欄に完全に錯誤して請求者の方
の氏名 生年月日 基礎年金番号を記載し

死亡保留
入力誤り
について

確
認
・

115

年金の振
込口座の
確認不足
について

確
認
・
決
定
誤
り

東京 中央 2006年6月13日 2011年3月16日

○お客様が来所され、年金の振込みがされ
ていないとのお申出がありました。
○確認しましたところ、年金の振込口座につ
いて利用できない貯蓄口座を登録していたこ
とが判明しました。

○年金の振込口座については、本来、貯蓄
口座は利用できないことから、裁定請求書を
受付する際に、お客様に、貯蓄口座には年
金の振込ができないことを説明し、他の口座
をご指定いただかなければならなかったとこ
ろ、裁定請求書の内容確認が不十分であっ
たことにより、指定された口座が貯蓄口座で
あったことに気づかずに入力処理を行ってし
まったため 年金の支払がされませんでし

1名 未払い 237,856

○所長及びお客様相談室長よりお詫
びと経過説明を行うとともに、振込口
座の変更手続きを行っていただいた
後、再度振込みとなることを説明しまし
た。
○お客様より支払機関変更届を提出
いただき、即日処理しました。また、機
構本部に支払時期を確認し、その旨を
お客様に連絡し 了承を得ました

○お客様相談室内会議において当該
事象を周知し、振込口座の確認の徹
底を指示しました。

外
部

114
内
部

2011年3月16日 1名 未払い 31,383
の氏名、生年月日、基礎年金番号を記載し
たことによるものです。.支払保留処理票作成
後の点検をもらしたものと考えられます。
○また、支払保留処理票に証拠書類が添付
されていなかったことから、当所では内容の
確認ができないことにも問題があったと考え
られます。

決
定
誤
り

大阪 堺東 2011年1月19日

り まったため、年金の支払がされませんでし
た。

お客様に連絡し、了承を得ました。

116

老齢年金
支給額誤
りについて 確

認
・
決
定
誤
り

滋賀
事務

センター
2006年3月3日 2011年3月17日

○年金事務所より、内部整理中に平成１８年
処理済の裁定請求に疑義があるとの連絡が
ありました。
○確認しましたところ、共済加入期間が誤っ
て入力されていることが判明しました。

○当事務センターにおいて、審査・入力処理
を行いましたが、審査時において添付書類か
ら、本来は合算対象期間とすべき一時金精
算済共済期間（昭和４５年５月から昭和５０年
１２月）を共済加入期間として裁定請求書に
記載し、それに基づき入力処理を行っていた
ものです。

1名 過払い 9,350

○電話連絡がつかないため、お詫びと
事務処理誤りの概要を記載し、訪問さ
せていただくご都合を伺うため、文書
を送付しました。
○ご本人様から電話をいただき、お詫
びのうえ、内容について説明し、訪問
したい旨を伝えましたが、内容も理解
でき、年金額の調整も了解であり、訪
問については丁重に固辞されました。

○発生事象をグループ内職員に周知
し、職員による再チェック徹底を指示し
ました。

内
部

36
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117

遺族厚生
年金の決
定誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

鹿児島
事務

センター
2010年9月29日 2011年3月28日

○お客様が来所され、遺族年金額について
照会があり、確認しましたところ、遺族年金請
求書決定内容に誤りがあることが判明しまし
た。

○死亡された方が旧法障害年金２級の受給
者の方でしたので、短期要件で決定するべき
ところ、誤って長期要件で年金額を決定した
ためです。
○また、決裁担当者も誤りを指摘できません
でした。

1名 その他 668,049

○来訪されたその場でお客様に説明
し、お詫びしました。早急に再決定し、
新しい遺族厚生年金証書は機構本部
から直接送付されること、また、遡及
支払の案内についても、事務処理が
確定してから同じく機構本部からさせ
ていただく旨を説明し、了承を得まし
た。

○担当グループ長が今回の事象につ
いて、全グループ職員に周知を行い、
審査確認の誤りがないよう、また決裁
時の確認作業においても留意するよう
徹底を図りました。 外

部

未支給年
金・保険給
付の過誤
払いにつ

確
認

○監査部からの指示に基づき、調査及び確
認をしましたところ、未支給年金の過払いが
判明しました。

○未支給金の支払を行いましたが、その際
計算を誤り、本来の支払額より多く支払って
しまいました。
○原因は計算が誤っていることに 担当者・

○再裁定処理し、金額補正の処理を
行いました。
○お客様あてにお詫びの手紙と返納
方法申出書を送付しました。

○手作業にて計算をする際は誤りが
ないよう、担当者・決裁者とも慎重に
確認するよう徹底しました。

118

払いにつ
いて

認
・
決
定
誤
り

本部 支払部 2010年7月9日 2010年11月19日

○原因は計算が誤っていることに、担当者
決裁者が共に気づかなかったためです。

1名 過払い 600

方法申出書を送付しました。
○お客様から返納方法申出書の返送
があり、債権調査グループへ処理依
頼しました。

内
部

○お客様の老齢厚生年金について、平成７
年２月分～平成７年７月分が未払いになって
いるとの連絡が、年金事務所からありまし
た。
○確認しましたところ、老齢厚生年金の未払
いが判明しました。

○年金事務所の担当者からお客様に
お詫びのうえ、説明し、平成２３年３月
に支払予定である旨をお伝えし、了承
を得ました。
○支払済であることを窓口装置により
確認しました。

○担当者による適正な事務処理の実
施及び決裁者による事後確認の徹底
を周知しました。

○お客様は、老齢厚生年金（平成７年１月受
給権発生）と遺族共済年金（平成７年７月受
給権発生）の受給権を有しています。
○平成７年１１月支払処理において、選択申
出書に基づき老齢厚生年金を受給権発生時
（平成７年２月）から支給停止としました。
○年金事務所で裁定を行った老齢厚生年金
の請求書及び機構本部で処理を行った選択
申出書は、既に保存期間を経過しているた
め廃棄しており、お客様が老齢厚生年金の
受給権発生時に 他の年金等を受けていた

老齢厚生
年金の未
払いにつ
いて

確
認
・

119
外
部

1名 未払い 47,182

受給権発生時に、他の年金等を受けていた
旨をお申立していたか否かの確認はできま
せんでした。
○お客様から提出された選択申出書の保存
期間が経過して廃棄しており、遺族共済年金
を受けているＡ共済組合から、平成７年に提
出された選択申出書の写しの提供を受け、
確認しましたところ、お客様は他の給付を受
けていないことが明らかであり、当時の選択
申出書の処理誤りがありました。

・
決
定
誤
り

本部 支払部 1995年11月 2010年12月21日

37



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

120

○リーフレットは当初、機構のパソコンフォル
ダに登録し、職員Ｂが繁忙期に備えて予め印
刷をしていました。
○平成２３年２月初めにリーフレットの在庫不
足が生じたことから、職員Ａが新たに印刷を
する際、機構の別のパソコンフォルダに登録
してある所定の書式が新様式に更新されて
いると思い込み、確認をせず印刷し、委託業
者に配付したためです。また、委託業者にお
いても、旧様式であることに気付かず送付し
たためです。

1,348
名

― 0

○今回の事象について全職員に説明
し情報の共有を行うとともに、登録フォ
ルダ内の様式が正当なものか再確認
を行うこと及びお客様に送付するリー
フレット等の印刷に当たっては、事前
にサンプルを出力し、最新の物である
か職員間での相互チェックをし、内容
に間違いがないことを確認したうえで
印刷することについて周知・徹底しまし
た。
○委託業者へ、リーフレット等印刷物
を受領した際に、最新の物であるか
チェックし、内容に間違いがないことを
確認したうえで送付することを指示し

内
部

○発送予定の送付物を一時差止し、
対象送付物を抽出のうえ、新様式リー
フレットと差替えて送付しました。
○旧様式を印刷した日に遡って、扶養
親族等申告書用紙送付対象者の抽出
を行い、全ての対象者の方にお詫び
の手紙及び新様式のリーフレットを送
付することとしました。
○対象となったお客様に対し、お詫び
の手紙及び新様式リーフレットを送付
しました。
○コールセンター全体で本事象を情報
共有するとともに、お客様からの照会
について対応することとしました。

扶養親族
等申告書
の記入方
法の誤送
付につい
て

確
認
・
決
定
誤
り

本部
年金

相談部
2011年2月1日

～2011年2月14日
2011年2月15日

○お客様から、扶養親族等申告書用紙の送
付依頼を受付けた場合、委託業者が扶養親
族等申告書の記入方法（リーフレット）を同封
のうえ送付していますが、リーフレットの在庫
がなくなったことから、職員Ａが印刷をし、職
員Ｂが印刷物を確認しましたところ、平成２３
年２月初めに印刷したリーフレットが旧様式
であることが判明し、既に旧様式を同封し、
送付していることが判明しました。

121

基礎年金
番号の誤
入力につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

本部 支払部 2011年2月24日 2011年3月2日

○再裁定決定後の警告リストにおいて、再裁
定決定後に入力すべき諸変更データが作成
されていないことから、調査しましたところ、
基礎年金番号を誤入力し、再裁定すべきで
ない方に再裁定をしていたことが判明しまし
た。

○再裁定すべき方の基礎年金番号を入力す
る際に、１番違いの基礎年金番号を誤って入
力してしまいました。正しい基礎年金番号へ
の処理はその翌週に行いましたが、誤って処
理した別人の方の取消処理を漏らしていたた
め、再裁定すべきでない別人の方の再裁定
が決定してしまいました。

1名 ― 0

○誤って再裁定した方にかかる年金
証書の引抜きは間に合わなかったた
め、ご本人様へお詫びの手紙を送付し
ました。
○誤って再裁定した方にかかる再裁
定後の諸変更入力処理をしました。

○再裁定入力時には基礎年金番号を
間違えないよう、細心の注意を払って
処理すること及び誤って入力してし
まった場合の取消は確実に行うよう、
グループ全体に周知・徹底しました。 内

部

確認したうえで送付することを指示し
ました。

について対応することとしました。
○その後、お詫びの手紙を送付したお
客様からのご照会は、１３２件でした。
照会があった場合は、引き続き対応し
ていくこととしました。

り

122

受給権発
生年月日
の確認誤
りについて 確

認
・
決
定
誤
り

本部
障害
年金

業務部

2010年12月16日 2011年2月1日

○決定済書類の確認業務の際に、認定日請
求として障害厚生年金を請求された方につい
て、初診日より１年６ヵ月後の障害認定日を
受給権発生日とすべきところ、年金請求日を
受給権発生日として、事後重症の年金を決
定していたため、障害厚生年金の受給権発
生年月日に誤りが生じていたことが判明しま
した。

○認定医による受給権発生日の認定表へ記
載誤りと、担当者による認定結果を年金請求
書の入力欄へ転記する際の確認漏れ及び決
裁者がその誤りを見逃したことによるもので
す。

1名 未払い 329,249

○担当者がお客様に連絡し、お詫びを
行い、受給権発生年月日の訂正を
行ったうえで、正しい受給権発生日の
年金証書を送付し、差額の支給を行う
ことで了承を得ました。
○受給権発生年月日訂正の再裁定を
行い、お客様あてに正しい年金証書と
お詫びの手紙を送付しました。
○受給権発生日の訂正に伴う差額
は、平成２３年３月１５日にお支払する
ことを確認しました。

○今回の事象を部内周知し、担当者
及び決裁者はより注意深くチェックを
行うよう徹底することとしました。
○最終決裁前に基本事項に関して２
次チェックを行うこととしました。

内
部

選択処理
の補正に
より発生し
た過払い 確

○監査部からの指示に基づき、調査及び確
認をしましたところ、老齢基礎・老齢厚生年金
の選択処理時に過払いとなっていることが判
明しました

○老齢基礎・老齢厚生年金を遡及裁定した
ことにより、他年金である障害基礎年金との
選択処理を行いましたが、選択内容の確認
が必要なため 一旦選択処理を取消し 支払

○担当者がお客様へ電話し、お詫び
のうえ、事情を説明しました。
○お客様へお詫びの手紙とともに返
済方法申出書を同封し送付しました

○事務処理及び決裁の徹底を周知し
ました。

123

た過払い
について

確
認
・
決
定
誤
り

本部 支払部 2010年6月18日 2010年8月10日

明しました。 が必要なため、 旦選択処理を取消し、支払
がされない元の保留状態に戻す処理を行い
ましたが、老齢基礎・老齢厚生年金が支払わ
れていることが判明しました。
○担当者・決裁者ともに、取消した処理確認
は行っていましたが、調整額確認を行ってい
なかったために、過払いとなることに気がつ
きませんでした。

1名 過払い 119,750

済方法申出書を同封し送付しました。
○返済方法申出書が送付され、分割
での返済を希望されていたため、債権
調査グループへ依頼しました。 内

部

38
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124 1名 ― 0

○所長から連絡会議において当該事
象を説明し、各課（室）長に事務処理
の調査手順、実施要領等を熟読・確認
のうえ、業務を進めるよう周知しまし
た。
○また、担当者に対しても、実施要領
等を熟読・確認のうえ、業務を進める
よう、重ねて指示・指導しました。

内
部

○機構本部からの指示において、脱退手当
金サンプル調査で年金記録に係る確認申立
書を受理していたはずだが、所長がどのよう
な状況なのか確認し、報告するよう担当者に
指示しました。
○担当者が未進達の申立書を再確認しまし
たところ、脱退手当金サンプル調査の対象者
であるお客様から受理した、年金記録に係る
確認申立書について、不足している書類（期
間照会について（回答）を作成するための厚
生年金保険被保険者加入期間照会申出書）
をお客様と連絡のうえ取得し、内容審査終了
後、進達すべく準備を行っていましたが、お
客様から取得した書類は不要であり 結果と

○副所長がお客様宅にお伺いし、お
詫びのうえ、状況を説明し、今後、事
務処理を進め、その結果が判明後、副
所長から電話連絡をすることで了承を
得ました。
○法務局へ商業登記簿謄本の交付申
請を行い、事務センターへ関係書類を
進達しました。
○事務センターから第三者委員会へ
回付したこと及びお客様へ通知発送
の旨連絡がありました。
○副所長がお客様に電話し、再度お
詫びのうえ、処理状況について説明を
行い 了承を得ました。

年金記録
に係る確
認申立書
の進達遅
延につい
て 未

処
理
・
処
理
遅
延

北海道 札幌北 2010年2月22日 2010年10月1日

○第三者委員会へ年金記録の確認申立をす
る際には、期間照会について（回答）を添付
することとなっていますが、脱退手当金サン
プル調査により受理した、年金記録に係る確
認申立書の場合は、添付を要しないことと
なっていたのに、お客様に提出依頼のうえ取
得したためです。
○脱退手当金サンプル調査の取りまとめ担
当者が調査手順書を熟読せず、通常の年金
記録に係る確認申立書と同様に、期間照会
について（回答）を、必ず添付しなければなら
ないと錯誤していたことによります。

125 2010年10月28日

○お客様相談室長が裁定請求書等の進捗
管理のため、受付経過簿を確認していました
ところ、平成２０年１１月に受付した、厚生年
金保険障害給付裁定請求書（以下、裁定請
求書という）」の処理が完了していなかったこ
とから、さらに処理状況を確認しましたとこ
ろ、当該裁定請求書については書類に不備
があったため、お客様に文書で照会を行って
いましたが、お客様からの回答がなく、また、
督促もしていなかったことにより処理が完了
していないことが判明しました。 1名 ― 0

○お客様相談室職員全員に本事象を
周知し、再発防止に向けて定期的に
受付経過簿の確認を行うなど進捗管
理の徹底を指示しました。

障害厚生
年金裁定
請求書の
処理遅延
について

未
処
理
・
処
理
遅

東京 上野 2009年4月7日

○平成２０年１１月に裁定請求書を受付し、
平成２１年１月２３日に旧社会保険業務セン
ターに裁定請求書を進達しました。その後、
書類に不備があるとの理由で返戻されまし
た。
○当該裁定請求については、お客様に確認
の照会文書を送付しましたが、お客様からの
ご回答がありませんでした。
○本来であれば、照会文書に対するお客様
からの回答がない場合には、再度文書等に
より回答についての督促を行い、早期に処理
を完結させるよう努めなければならないとこ
ろ、お客様への督促を行っていないなど進捗
管理が不十分であったため 処理の完結が

○お客様に案内文書を送付しました。
○お客様が来訪され、「複数の傷病に
より裁定請求されているが、聴力低下
による請求については請求不可であ
る」旨を説明しましたところ、「房室ブ
ロックによる障害認定日における請求
がしたい」とのお申出があったため、診
断書の提出を依頼しました。
○お客様が来訪され、診断書を受理し
ました。裁定請求書の訂正が必要と
なったこと及び選択申出書の提出がな
かったため、裁定請求書の訂正及び
選択申出書の提出を依頼し、了承を
得ました

内
部

客様から取得した書類は不要であり、結果と
して事務処理が遅延していることが判明しま
した。

行い、了承を得ました。

126

○お客様相談室長が社会保険労務士
に電話し、今回の事象についてお詫び
し、早急に処理を行うことをお伝えしま
した。また、お客様にお詫び及び説明
をしていただけるとのことで、依頼しま
した。
○担当年金事務所へ連絡し、今回の
経過を説明のうえ、早期の裁定を依頼
しました。
○裁定処理が完了していることを確認

○受付簿の処理結果を確認するととも
に、未処理状況等の進捗状況の管理
を万全に行い、また、進捗状況の管理
にあたっては請求書等の現物と突合
することを周知・徹底しました。

外
部

2010年11月26日

○お客様より委託を受けた社会保険労務士
より、平成１９年１１月に請求した２名の方の
障害基礎年金の裁定状況についてお問合せ
がありました。
○確認しましたところ、長期間未処理のまま
となっていることが判明しました。

○２件ともに平成１９年１１月に障害基礎年
金の裁定請求書の受付した後、度々書類の
やり取りや照会などを行っていましたが、処
理が遅延していました。
○また、受付簿に記載はありましたが、処理
結果ついての記載がなく、進捗状況の確認・
管理を怠っていました。

2名 未払い 6,042,168

障害基礎
年金裁定
請求書の
処理遅延
について 未

処
理
・
処
理

京都 京都南 2007年11月13日及び
2007年11月21日

遅
延

管理が不十分であったため、処理の完結が
大幅に遅くなり、平成２３年３月まで障害厚生
年金の決定を待たせてしまう結果となりまし
た。

得ました。
○お客様より書類が送付されました。
診断書に不備があったため、医療機
関に訂正を依頼し、診断書の訂正後、
機構本部に再度進達しました。

○裁定処理が完了していることを確認
しました。
○お客様相談室長が２名のお客様に
電話し、お詫びのうえ、改めて説明し、
了承を得ました。

理
遅
延
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127

○担当する職員で再発防止策を協議
し、年金額仮計算書の原本には、受付
時に識別できるよう必ず付箋を貼るこ
と、お客様相談室への回付について
は、年金額仮計算書の写しに回付日
を記入することとし、決裁時に確認す
ること等事務処理を確実に行うよう徹
底しました。
○所内課長会議において当該事象を
説明し、決裁において確実にチェック
を行うよう指示し、あわせて、全職員に
対し、事故防止の徹底についての注
意を強く喚起しました。

○受付した年金額仮計算書は、本来、年金
記録課で内容審査・記録整備等を行い、年
金額仮計算書原本は、お客様相談室へ回付
し、再裁定処理が進められるべきところ、誤っ
てお客様相談室へ原本を回付せず完結書類
としてしまったことから、お客様の年金の再裁
定がなされないままとなっておりました。その
原因は決裁時等に確認漏れがあったことに
よります。

1名 未払い 1,627,920
外
部

○年金額仮計算書を提出されているお客様
より、判明分の記録にかかる年金の支払に
時間がかかっているため、ご自身の手続きが
未了なのではないかとの思いから、事務セン
ター経由で以前にお渡しした関係書類の控
えが送付されました。
○処理状況を確認しましたところ、年金額仮
計算書の原本が回付されておらず、年金の
再裁定処理がされていないことが判明しまし
た。

○機構本部に書類一式を進達し、支
払時期を確認しました。
○副所長がお客様に電話で事務処理
が遅滞していたことをお伝えし、お詫
びしました。支払時期を説明し、了承
を得ました。

年金額仮
計算書の
進達遅延
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

宮城 仙台東 2010年4月23日 2011年2月4日

128

年金受給
者支払機
関変更届
の未処理
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

大阪 今里 2009年10月21日 2011年2月22日

○金融機関の担当者様より、年金振込のお
問合せがありました。
○確認しましたとろ、空封筒に、年金受給者
支払機関変更届が残っており、未処理である
ことが判明しました。

○送付物を開封する際に、本来、封入されて
いた年金受給者支払機関変更届全てを確認
のうえ事務センターへ回送すべきところ、見
落しにより封筒内に届が１枚残ったままと
なってしまい、変更入力処理が行われなかっ
たため、年金が旧金融機関に振込されてしま
いました。
○また、開封封筒の２次チェックにおいても、
残のチェック漏れをしたことによるものです。

1名 ― 0

○当所にて未処理の年金受給者支払
機関変更届を入力しました。
○担当者が金融機関の担当者様に電
話し、お詫びのうえ、説明し、了承を得
ました。
○担当者がご本人様宅を訪問し、お
詫びのうえ、事象を説明し、平成２３年
４月支払分より届出の口座に変更とな
る旨をお伝えし、了承を得ました。

○課内会議において、当該事象を説
明し、送付物を開封する際には、慎重
に行うように指示しました。
○空封筒のチェックにおいても、改め
て２次チェックを行うとともに、毎水曜
日に３次チェックとして前１週間の空封
筒チェックを行うよう、指示確認しまし
た。

内
部

○年金記録課で第三者委員会申立書受付
経過簿を点検していましたところ、平成２２年
９月受付の年金記録に係る確認申立書が事

○お客様より、年金記録に係る確認申立書
を郵送で受付しましたが、申立期間及び事業
所の名称及び所在地が記載されていなかっ

○お客様に返戻した書類については、
必ず受付経過簿及び返戻簿に記載
し、定期的に担当者以外の者が確認

○担当者がお客様に電話連絡し、お
客様の勤務先で面談をしました。今回
の経過について説明のうえ、お詫び

年金記録
に係る確
認申立書

129
内
部

録
務センターに送付されず、当所で保留されて
いたことが判明しました。
○確認しましたところ、記載項目に記入漏れ
があり、お客様に返戻したうえで、ご記入い
ただく必要のある申立書でしたが、当所から
お客様に返戻をしていませんでした。

載
たことから、不備の部分をお客様にご記入い
ただくため、返戻することについての決裁を
受けました。
○本来であれば、受付簿及び返戻簿に返戻
した旨を記載して、お客様に申立書を返戻・
送付するところ、受付簿及び返戻簿の記載も
せず、決裁から戻った申立書を担当者が保
留中の書類の中に収納してしまいました。こ
のことにより、年金記録に係る確認申立書が
お客様に返戻されませんでした。

1名 ― 0

、定期
を行うことを徹底しました。

、
し、了承を得ました。また、申立書の不
備部分についてご記入いただきまし
た。
○経過を機構本部に報告するととも
に、申立書を事務センターに送付し、
早急に第三者委員会に回付してもらう
ことを依頼しました。
○事務センターへ申立書を送付し、事
務センターより第三者委員会へ回付さ
れたため、第三者委員会へ回付され
たことをお客様に通知しました。

の返戻漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 江東 2010年9月24日 2011年2月25日

40
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○Ａ様から提出された、厚生年金加入記録
のお知らせについての年金加入記録回答票
の審査をしていましたところ、年金記録がお
客様の回答と著しく相違している回答票を発
見しました。
○確認しましたところ、Ｂ様の年金記録につ
いて住所変更処理をしていたことが判明しま
した。

○Ａ様から、年金受給権者住所変更届の届
出があり、その届書に基礎年金番号が記載
されていなかったため、氏名索引を行ったう
えで入力処理をしました。
○本来であれば、氏名、生年月日、性別の
ほかに、前住所を住基情報で確認すべきとこ
ろ、前住所を住基情報で確認することを怠
り、Ｂ様（同姓同名、同一生年月日、同性）の
基礎年金番号を索引したまま住所変更処理
をしてしまったことが原因です。

○お客様から、年金受給権者住所変
更届の届出があり、その届書に基礎
年金番号が記載されていなかった場
合には、氏名、生年月日、性別、住所
の確認を全て行い、４つすべてを確認
できない場合には返戻をしています
が、改めて当事象について職員全員
に周知し、再発防止を徹底しました。

○Ｂ様の住所記録を元の住所に訂正
し、本来住所変更をすべきだったＡ様
の住所変更処理を完了しました。
○担当者がＡ様に電話し、ご子息が対
応され、お詫びのうえ、別人の年金記
録を送付した経過を説明し、改めてＡ
様の年金加入記録を送付することで
了承を得ました。また、Ｂ様に関する
通知書等の有無についてお伺いしまし
たところ、「手元にはないが、探してみ
て見つかったら送ります」とのご回答を
得たため、返信用封筒で当所まで返
送していただくことを依頼しました。
○Ａ様あてに 年金加入記録を送付し

年金受給
者住所変
更届の入
力誤りに
ついて

入

130
内
部

2名 ― 0

○Ａ様あてに、年金加入記録を送付し
ました。
○担当者がＢ様に電話し、誤って別人
の方へ年金記録の通知を送付してい
たことについてお詫びし、経過を説明
しました。Ｂ様より、年金記録に誤りが
ないので、再度送る必要はないとご回
答をいただきました。また、別の住所
に登録されている間に送付できなかっ
た、年金に関する通知書等について
は、平成２０年度、２１年度、２２年度分
の源泉徴収票を再作成して送付させ
ていただくことで了承を得ました。
○源泉徴収票を再作成し、Ｂ様あてに
送付しました。

入
力
誤
り

千葉
事務

センター
2008年9月2日 2011年2月18日
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年金受給
権者支払
金融機関
変更届の
入力誤り
について

入
力
誤
り

静岡 清水 2011年1月19日 2011年2月21日

○お客様から、「配偶者の平成２３年２月支
払分の年金が振込されていないため、確認し
てほしい」との電話連絡がありました。
○確認しましたところ、支払機関変更届を処
理する際に金融機関コードを誤って入力した
ため、振込不能となっていたことが判明しまし
た。

○支払機関変更届に金融機関コードを転記
する際、コードを誤って記入し、登録してし
まったためです。
○また、決裁においても記入誤り及び入力誤
りのチェックを見落したことによるものです。

1名 未払い 86,199

○担当者がお客様に電話及び文書で
今回の事象を説明してお詫びしまし
た。
○支払記録回答票により振込不能事
由を確認のうえ、機構本部の支払担
当に連絡し、再振込の時期を確認しま
した。
○担当者がお客様に電話し、再度お
詫びのうえ、支払時期を説明し、了承
を得ました。

○お客様相談室会議において、当該
事象を説明し、支払金融機関コードの
記入及び入力の際には、細心の注意
を払うよう周知しました。

外
部
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132

裁定請求
書の住所
入力誤り
について

入
力
誤
り

富山
事務

センター
2011年2月10日 2011年2月24日

○お客様から、「年金証書に記載されている
番地に誤りがある」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、裁定請求書を処理す
る際に、番地を見誤って入力したことが判明
しました。

○年金事務所から回付された裁定請求書の
住所欄に記載されていた番地を入力・審査し
た際、見誤って正常処理としたものです。
○原因は、番地の最後尾に記載されていた
数字１が、年金事務所での黒鉛筆による
チェックマークであったことに気づくことなく処
理をしたことによるものです。 1名 ― 0

○年金給付グループ長がお客様に電
話し、お詫びのうえ、事象を説明しまし
た。正しい番地が記載された年金証書
を送付し、誤記入の年金証書を返信
用封筒により返送していただくことで了
承を得ました。

○年金給付グループ長から職員に当
該事象を説明し、届書等の記載内容
等を十分注意して確認することを指示
しました。
○事務センター長から全職員に当該
事象を周知し、事務処理誤り防止の徹
底について指示しました。
○県内の年金事務所に今回の事象を
周知し、届書等のチェックの際は色鉛
筆等を使用するなど、当センターでの
見誤り防止への配慮を依頼しました。

外
部

金融機関 ○お客様から年金振込状況 照会がありま ○金融機関 座変更届は 本来 事務セ ○お客様相談室長よりお客様に電話 ○今回 事象を周知し 入力処理後
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金融機関
変更時の
金融機関
名入力誤
りについて

入
力
誤
り

三重 松阪 2011年1月13日 2011年2月15日

○お客様から年金振込状況の照会がありま
した。
○確認しましたところ、誤って申出金融機関
と異なった金融機関を入力処理していること
が判明しました。

○金融機関口座変更届は、本来、事務セン
ターに回付・処理を依頼するところですが、諸
変更締切日が迫っていたため事務所での入
力処理を行いました。しかし、変更先金融機
関名のコード番号を誤ったコード番号で入力
し、決裁時の確認においても気づきませんで
した。

1名 ― 0

○お客様相談室長よりお客様に電話
し、お詫びのうえ、事象を説明しまし
た。入金確認をしていただいたところ、
入金済みでしたとの回答を得ました。

○今回の事象を周知し、入力処理後
のリストとの確認者数を増やし、確認
を徹底することとしました。

外
部

○お客様に年金の過払いをお知らせする前
に、本来であれば、お客様への支払額と支
払年月日、お客様からの届出書の処理状況
及び年金額の変更履歴を確認すべきところ、
お客様への支払額と支払年月日の確認を
怠ったことが原因です。

○お客様に年金の過払いのお知らせ
をする前には、担当者が、お客様への
支払額と支払年月日、お客様からの
届出書の処理状況及び年金額の変更
状況を確認し、決裁者が再度確認した
後に、お客様に送付することを課員に
周知・徹底しました。

○年金事務所の担当者より、当事象
についてお客様に経過説明及びお詫
びをしました。
○お客様から当センターへお電話をい
ただき、担当者から電話でお詫びし、
副センター長に代わり、再度お詫びし
ました。お客様から、当事象にかかる
交通費 日当の補償及び精神的苦痛

返納方法
申出書の
提出案内
誤りについ
て

通

○配偶者加給金の不該当届並びに過払いと
なっている年金の返納方法の申出書の届出
をご案内する手紙を送付したお客様が年金
事務所へ来所され、お客様から、配偶者加
給金を受取っていないとのお申出を受けたと
の連絡がありました。
○年金の支払状況を確認しましたところ、年
金の過払いは生じておらず 誤 た案内をし

134

○電話等照会をいただいたお客様へ
は、お詫びのうえ、平成２３年扶養親
族等申告書の記入方法とお詫びの手

○委託事業管理者に当事象を周知徹
底し、確認の重要性を強化するよう、
指導を行いました

○委託業者の送付物担当者より、「扶養親族
等申告書（ハガキ）用紙の送付依頼を受付し
た場合に同封している 扶養親族等申告書

○扶養親族等申告書（ハガキ）用紙の送付
依頼を受付した場合に同封する、平成２３年
扶養親族等申告書の記入方法の在庫がなく

扶養親族
等申告書
記入方法

1名 ― 0
外
部

交通費、日当の補償及び精神的苦痛
の慰謝料を請求するとのお申出を受
けました。補償については対応できな
い旨を説明しました。
○副センター長がお客様へ電話し、改
めてお詫びし、お客様から再び慰謝料
等の請求をするとのお申出を受けまし
たが、補償については対応できない旨
を説明しました。また、お客様より、お
詫びの文書を送るようにとのお申出を
受けたため、お客様へお詫びのお手
紙を送付しました。

通
知
等
の
作
成
誤
り

千葉
事務

センター
2010年11月22日 2010年12月21日

金の過払いは生じておらず、誤った案内をし
ていたことが判明しました。

135

族等申告書の記入方法とお詫びの手
紙を送付することとしました。
○お客様からの照会はありませんが、
照会があった場合は、引き続き対応し
ていくこととしました。

指導を行いました。
○必要送付物の印刷を行う場合は、
誤りがないか２名体制でチェックを行う
こと及び封入担当者は、封入前に同
封物が正しいかチェックを行うよう指導
しました。

内
部

2011年2月14日

た場合に同封している、扶養親族等申告書
の記入方法（リーフレット）について、本来、
平成２３年分を同封すべきところを、平成２２
年分を同封して発送した可能性がある」との
連絡がありました。
○確認しましたところ、誤って平成２２年分を
同封して発送したことが判明しました。

扶養親族等申告書の記入方法の在庫がなく
なったため、委託業者により、不足分４００部
の印刷を行いました。その際、確認せず、
誤って平成２２年の記入方法を印刷したため
です。
○また、封入時にも平成２３年分であることを
確認せず、そのまま平成２２年分を封入した
ためです。
○送付依頼を受付した６７３件のうち、７１件
について、平成２２年分を同封し、発送したこ
とによるものです。

71名 ― 0

記入方法
の誤送付
について

通
知
等
の
作
成
誤
り

本部
年金相
談部

2011年2月10日
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136

国民年金
保険料控
除証明書
の発行誤
りについて

通
知
等
の
作
成
誤
り

本部
年金

相談部
2011年2月14日 2011年2月24日

○控除証明書専用ダイヤルに、ご夫妻で国
民年金保険料控除証明書の再発行を依頼さ
れたお客様より、「夫の分が２通届き、自分の
分が届いていない」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、控除証明書再発行の
処理を誤り、ご主人様の分を２通送付してい
たことが判明しました。

○本来、電話を受電した委託先オペレーター
がご夫妻２名分の再発行の処理票を作成す
るところ、２通ともご主人様の分として控除証
明書の処理票を作成していました。
○委託先入力担当者が、夫の分の処理票が
２通あることに気がつき、委託先オペレー
ターに再確認を依頼しましたが、誤った処理
票に訂正の旨を記入して入力担当者へ渡し
たため、入力担当者が訂正内容に気付かず
に、誤った処理票のまま処理してしまいまし
た。

2名 ― 0

○委託先担当者よりお客様に電話し、
お詫びのうえ、再度控除証明書を発行
して発送する旨をお伝えし、了承を得
ました。
○同日、速達にてお客様あてに控除
証明書を発送しました。

○委託先業者の現場責任者に対して
厳重注意を行い、あわせて現場管理
体制の見直し及び再発行の受付から
発行に至るオペレーションの再確認を
行うことによる再発防止を指示しまし
た。

外
部

○課内ミ テ グにお 当該事○年金記録課にお 厚生年金加入記録 ○年金記録課職員が 様に電話し○調査結果により 本来回答すべき 様 年厚生年金

137

○老齢基礎年金の繰上げ請求をされたお客 ○本来 繰上げ請求の相談を受けた場合 ○所内幹部会議及びお客様相談室の

○課内ミーティングにおいて、当該事
象を説明し、正確さを常に念頭に置
き、職務を行うことを申し合わせまし
た。
○書類作成や送付におけるチェック体
制の見直しを行いました。

内
部

○お客様のお申出を受け 旧社会保老齢基礎

2011年2月28日

○年金記録課において、厚生年金加入記録
のお知らせについての年金加入記録回答票
に対する回答書を整理確認していましたとこ
ろ、回答書として出力した被保険者記録照会
回答票と添付する文書（年金加入記録にか
かる調査確認の結果のお知らせ）に記載され
た内容が同一人でないことが判明しました。

2名 ― 0

○年金記録課職員がＡ様に電話し、Ａ
様宅を訪問のうえ、お詫びし、説明し、
了承を得ました。改めて作成した回答
を手渡しました。
○年金記録課職員がＢ様宅を訪問し、
お詫びのうえ、経過説明し、了承を得
ました。誤送付した回答書を回収しま
した。

○調査結果により、本来回答すべきＡ様の年
金加入記録にかかる調査確認の結果をお知
らせする文書を作成し、さらに被保険者記録
照会回答票を作成する際、Ａ様の基礎年金
番号を入力すべきところ、Ｂ様の基礎年金番
号を誤入力したものです。
○この結果、Ａ様の年金加入記録にかかる
調査確認の結果をお知らせいたしますの文
書を、照会を受けていないＢ様へ誤送付して
しまいました。
○また、決裁においても出力誤りのチェック
漏れをしたこと、送付の際も窓空封筒を使用
していたため、内容が同一人であるかの確認
が漏れてしまったことによるものです。

厚生年金
加入記録
のお知ら
せについ
ての年金
加入記録
回答票に
対する回
答書の誤
送付につ
いて

誤
送
付
・
誤
送
信

群馬 太田 2011年1月21日

138
外
部

○老齢基礎年金の繰上げ請求をされたお客
様が来所され、「初回支払額通知書の内容
が以前に説明を受けた年金額と違う」とのお
申出がありました。
○確認しましたところ、繰上げ請求書を提出
された日が平成２１年１０月であったため、決
定に誤りがないことを説明しましたが、お客
様は、「請求手続きする以前にも来所して年
金の相談をしたが、６０歳０月で繰上げ請求
する場合、平成２１年９月中に請求手続きを
しなければならないことの説明を受けなかっ
た」との理由で訂正のお申出を受けました。

○本来、繰上げ請求の相談を受けた場合
は、繰上げ請求した月で年金額が違うこと及
び請求月の翌月分からの支給になることをご
説明しなければなりませんが、この説明が不
足していたため、お客様が希望されていた年
金の請求ができなかったものです。

1名 ― 0

○所内幹部会議及びお客様相談室の
朝礼において、当該事象を説明し、今
後、お客様より同様のお申出があった
場合は、事実関係を確認のうえ、適正
な対応を行うよう注意喚起しました。

○お客様のお申出を受け、旧社会保
険業務センターに相談のうえ、平成２
１年１２月付で年金の訂正依頼を進達
しましたが、平成２２年６月付で機構本
部より、処分の変更を行うことは不可
との判断がされ、依頼した書類が返戻
になりました。
○お客様は、これを不服として社会保
険審査官に審査請求しましたが、却下
されています。
○お客様相談室長がお客様に電話
し、今回の事象の経過を説明のうえ、
お詫びし、了承を得ました。訪問は不
要とのことでした。

老齢基礎
年金の繰
上げ請求
の説明誤
りについて

説
明
誤
り

宮城 石巻 2009年10月5日 2009年12月14日
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139

○機構本部へ問合せしましたところ、お客様
の平成２２年３月分支払については、厚生年
金保険資格喪失後３０日以内に６５歳に到達
しているため、退職改定されないことが正し
い解釈であることから、訂正しないことになり
ましたとの回答がありました。
○このことにより、本来であれば、退職改定
が行われないため、差額支給はない旨の説
明をすべきところ、訂正のうえ、後日差額を
支給する旨で説明していたことにより発生し
た事象です。

1名 ― 0

○お客様相談室内に当該事象を説明
し、退職改定の見込額提示を希望され
たお客様に対しては、必ず６５歳到達
日を確認し、資格喪失後３０日以内に
６５歳到達日を迎えられる方について
は退職改定が行われない旨の説明を
するとともに、退職改定後の見込額の
提示を行わないことを徹底しました。

外
部

○経過の説明をするため、お詫びを含
めた文書を作成し、お客様に送付しま
した。
○お客様が来所されましたので、経過
を説明しましたところ、経過の内容に
はご理解をいただきましたが、退職改
定にかかる法律の解釈には納得でき
ないので、機構本部に改めて質問状
を提出したいとのお申出がありまし
た。
○お客様から機構本部に質問状が送
付されたため、質問状に対して回答し
ました。
○以降 お客様からのご連絡はありま

年金支給
額の説明
誤りについ
て

説
明
誤
り

東京 八王子 2009年11月27日 2010年10月22日

○機構本部より、「退職改定について、お客
様に回答した内容に係るお問合せがあり、内
容確認しましたが、八王子年金事務所にお
いて誤った説明をしているので、お客様に訂
正の連絡をしてください」との連絡がありまし
た。
○確認しましたところ、お客様への退職改定
による差額支給についての回答に説明誤り
があったことが判明しました。

140 1名 ― 02010年11月1日

○お客様の成年後見人から、「平成２２年８
月に、成年後見人の住所変更届を年金相談
センターに提出したにもかかわらず、旧住所
に、扶養親族等申告書が届いた」とのお申出
がありました。
○確認しましたところ、住所変更届を受理し
た時点での説明誤り及び処理遅延が判明し
ました。

○担当者が成年後見人にお詫びのう
え、説明しました。また、機構本部の担
当部署に電話をされ、成年後見人に
かかる正式な手続きの方法について
確認され、解決できたとのお申出があ
りました。

○所内、年金相談センターにおいて、
朝のミーテイング等で全職員に今回の
事象を周知・徹底しました。

外
部

○年金相談センターに成年後見人が来所さ
れ、成年後見人住所変更届の提出方法につ
いて相談されました。事前にご自身で、ねん
きんダイヤルに照会されていましたが、念の
ため、相談センター窓口職員が機構本部に
申請者印が不要であることの確認を行い、届
出受理しました。
○本来、申請者印不要で処理すべきところ、
機構本部より平成２２年１０月に申請者印漏
れ不備として返戻されたことによります。その
後、住所変更処理が完了しました。
○また、扶養親族等申告書が旧住所に送付
されたのは、当該申告書のデータ収録が平
成 年 月時点 されたため 住所変更処

成年後見
人の住所
変更届に
かかる説
明誤りに
ついて

説
明
誤
り

奈良 奈良 2010年8月24日

○以降、お客様からのご連絡はありま
せんが、今後も引き続きお問合せ等に
対応していきます。

141

遺族基礎
年金にか
かる説明
誤りについ
て

説
明
誤
り

兵庫 加古川 2002年3月頃 2010年2月26日

○お客様が来所され、当所の説明誤りのた
め、遺族基礎年金の請求漏れがあったこと
が判明しました。

○本来は請求可能であるにもかかわらず、
養子縁組をしている子は遺族基礎年金の請
求ができないと誤って説明をしたため、請求
漏れとなりました。

1名 未払い 2,830,264

○機構本部に、申立書を添付の上、
受給権発生時に遡及しての支払を依
頼しました。
○担当者がお客様に連絡し、機構本
部に遡及を依頼することを説明し、了
承を得ました。
○平成２３年１月に、遡及分の支払が
されました。

○朝礼にて、お客様相談室長より事象
を周知し、お客様相談室全職員に徹
底しました。

外
部

成２２年９月時点でされたため、住所変更処
理前の住所が抽出されたことによるもので
す。
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番号

件名
事故
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県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
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142 0

○朝礼において事象報告と再発防止
を周知徹底するとともに、お客様相談
室として防止対策の意見集約を行い
ました。
○職員研修を実施しました。
○電話対応の手順書を所内課長会議
で提起し、決定のうえ、職員へ周知・
徹底しました。

外
部

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、説明しましたが、支払額の誤り
については、ご納得いただけませんで
した。
○所長とお客様相談室長がお客様と
面会し、お詫びのうえ、説明しました
が、ご納得いただけませんでした。
○ブロック本部担当者とお客様相談室
長が、再度お詫びのうえ、説明し、お
詫びの文書をお渡ししました。対応に
時間がかかったことのお詫び、ご指摘
をいただいたことのお礼をお伝えし、
当該事象についてお客様にご理解い
ただき 了承を得ました。

遺族基礎
年金の支
給停止に
かかる説
明誤りつ
いて

説
明
誤
り

千葉 幕張 2010年5月8日 2010年12月1日

○お客様から、「遺族年金を受取ったが、遺
族基礎年金相当額が含まれていない。遺族
基礎年金の受給権者が子であり、親と同居し
ている場合には遺族基礎年金が支給停止に
なることを説明されていない」とのお申出があ
りました。
○確認しましたところ、年金相談窓口での説
明誤りが判明しました。

○相談窓口で年金見込額の回答を行いまし
たが、その際、父と生計を維持しているときに
は、遺族基礎年金が停止されることを説明せ
ずに、遺族基礎年金額を含めた見込額をお
客様に提示し、同日、遺族年金請求書を受
理しました。
○年金相談担当職員が、子が遺族基礎年金
を受取るための要件を説明した際、親との同
居の確認を怠ったことが原因です。
○また、お客様からのお問合せの電話時に
内容をよく確認せず、事務センターに照会す
る旨の案内をしてしまいました。

1名 ―

143

障害年金
請求に係
る説明誤り
について

説
明
誤
り

新潟 新潟西 2011年1月4日 2011年1月4日

○お客様の代理人より、障害年金請求につ
いて、障害認定日による請求なのか、請求時
点（事後重症）による請求なのかの確認があ
り、請求時点における処分決定の有無につ
いてお問合せがありました。
○確認しましたところ、説明誤りにより、障害
給付裁定請求事由にかかる申出書の提出が
なく、請求時点による審査がされていないこ
とが判明しました。

○本来、障害年金請求時に、障害給付裁定
請求事由にかかる申出書を受付すべきとこ
ろ、誤って受付しなかったため、お客様は請
求時点（事後重症）による請求意思があった
にもかかわらず、障害認定日による審査の
みがされ、不支給となりました。
○申出書についての説明不足によるもので
す。

1名 ― 0

○機構本部へ今回の事象について報
告し、今後の処理等について相談しま
したところ、お客様より申出書を受理
するようにと指示を受け、代理人にお
詫びのうえ、申出書についての説明を
行いました。
○お客様より申出書が送付され、受理
し、機構本部に進達しました。

○課内朝礼で、障害厚生年金請求に
際し、障害認定日による請求なのか、
事後重症による請求なのかの意思確
認のうえ、請求者の方へ不利益が生じ
ないように的確に判断、確認するよう
周知しました。 外

部

未支給年
金請求に

○死亡届の手続きに来所された、ご本人様
のご家族に事情を確認しましたところ 生計

○市町村国民年金窓口においてご本人様の
死亡にかかる手続について ご家族が相談

○年金相談窓口において、ご本人様
のご家族に 説明誤りをお詫びし 改

○お客様相談室の朝礼において当該
事象を説明し 注意を促すとともに

ただき、了承を得ました。

144

金請求に
かかる説
明誤りに
ついて

説
明
誤
り

愛知 中村 2011年1月17日 2011年1月18日

のご家族に事情を確認しましたところ、生計
同一（同一住所）であり、未支給年金の請求
ができるため、その旨説明しました。
○市町村窓口において、死亡届の案内しか
されていないとのお申出がありましたが、市
町村からは年金事務所に電話確認をしてお
り、年金事務所における電話相談において
説明誤りがあったことが判明しました。

死亡にかかる手続について、ご家族が相談
された際、市町村から電話照会を受けたお客
様相談室の職員が、生計同一でない子があ
る場合、次の順位の生計同一の孫がいれば
未支給年金請求ができる旨の説明をしなけ
ればいけないところ、未支給年金請求はでき
ないと回答したため、ご本人様（死亡者）のご
家族が死亡届の提出に来所されました。そ
の原因は、職員の認識誤りによるものです。

1名 ― 0

のご家族に、説明誤りをお詫びし、改
めて未支給年金の請求をお願いし、了
承を得ました。
○未支給年金請求書を受付し、機構
本部へ進達しました。

事象を説明し、注意を促すとともに、
誤った説明をした職員には再度説明
し、理解を確認しました。

外
部
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145 2011年1月14日

○お客様が初診証明書を持参され、障害基
礎年金の請求に来所されました。
○納付要件を確認しましたところ、要件を満
たしておらず、お客様が以前に障害基礎年
金の相談で来所された際に、相談担当者が
誤った説明を行ったことが判明しました。

○第３号特例措置該当届提出日が初診日の
前日か否かの確認しなかったことから、納付
要件を満たし、障害基礎年金の受給権があ
ると判断し、説明したことよるものです。
○実際には、初診日が平成１６年１１月、第3
号特例措置該当届提出日が平成２１年１２月
のため、当該第３号被保険者期間は納付期
間の計算にはならず、３分の２納付要件には
該当しないこととなります。

1名 ― 0

障害基礎
年金の納
付要件に
かかる説
明誤りに
ついて

説
明
誤

大阪 今里 2010年12月9日

○副所長からお客様に電話し、お詫び
のうえ、説明しました。お客様宅へお
伺いしたい旨を申出ましたところ、納得
していないと断られました。
○お客様が来所され、「初診証明料と
切手代含め何とかしてほしい。精神的
かつ時間的負担も強いられた」との強
いお申出がありましたが、お支払はで
きない旨を回答し、再度お詫びのう
え、理解を求めましたが、納得されま
せんでした。
○お客様あてに、お詫びの手紙を送
付しました。
○お客様が来所され これまでの応対

○お客様相談室内会議において、当
該事象について説明し、周知徹底を図
るとともに、役職員会議においても同
様の説明を行い、所内年金相談担当
者全員への周知徹底を行いました。

外
部

○担当者がお客様にお詫びのうえ、説
明し、機構本部へ訂正処理の可否に
ついて協議し、回答があり次第、連絡
することをお約束しました。
○機構本部より訂正可能である旨の
回答があったため 訂正処理を依頼し

○お客様相談室職員に今回の事象を
周知し、今後の相談対応において、適
切な説明を行うことの徹底を指示しま
した。

○お客様より、「厚生年金基金から過払いが
ある旨の通知が届いたが、遺族厚生年金の
請求時には、特別支給の老齢厚生年金との
併給選択において遺族厚生年金を選択した
場合、国が支給する特別支給の老齢厚生年
金に加えて厚生年金基金が国に代行して支

○遺族厚生年金と老齢厚生年金の併給選択
の仕組を説明する際には、本来であれば、遺
族厚生年金を受給することを選択した場合に
は、国が支給する特別支給の老齢厚生年金
に加えて基金代行部分も支給停止されること
を説明しなければならないところ その説明

遺族厚生
年金と特
別支給の
老齢厚生
年金との
併給選択

り
○お客様が来所され、これまでの応対
経過及び損害賠償の算出はできない
旨を文書説明し、機構としては、支払
うことができない旨を、お客様に説明
し、お詫びしました。お客様は、納得で
きないとの意思表示があり、退所され
ました。
○以降、お客様からの連絡及び来所
はありませんが、引き続き対応していく
こととしました。

６５歳裁定
時の選択
申出の説
明誤りに
ついて 説

○お客様から、「老齢基礎年金を選択したは
ずであるのに、障害基礎年金が支給されて
いる」とのお申立がありました。
○確認しましたところ、６５歳時の選択は障害
基礎年金を、その後、再度選択届が提出さ

○６５歳時の選択申出について、年金額の有
利な方を選択として、受付しました。その後、
労災を受けている旨のお申出があったため、
障害基礎年金から老齢基礎年金に変更する
選択届を受理しました。

○担当者がお客様に電話し、説明不
足だったことをお詫びし、有利選択は
ご自身のご希望であり、処分変更に該
当しない旨をお伝えし、了承を得まし
た。

○課内会議で、今回の事象を説明し、
単に受取金額の有利な方を選択とせ
ず慎重に対応すること、また、選択届
は受付した翌月分から変更になること
を必ずお伝えすることを徹底しました。

146 1名 ― 0

回答があったため、訂正処理を依頼し
ました。
○訂正処理が行われたことの確認が
できたため、お客様相談室長がお客
様に電話し、今後の支払予定等を説
明し、了承を得ました。

外
部

金に加えて厚生年金基金が国に代行して支
給する老齢厚生年金（以下、基金代行部分と
いう）も支給停止になる』ことの説明がなかっ
た」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、お客様に対して、特別
支給の老齢厚生年金の受給権者が遺族厚
生年金を選択した場合には、基金代行部分
が支給停止されることを説明していなかった
ことが判明しました。

を説明しなければならないところ、その説明
をしていなかったことにより、お客様が、特別
支給の老齢厚生年金及び遺族厚生年金双
方の国が支給する年金額だけを比較して高
額だった遺族厚生年金を選択してしまったた
め、遺族厚生年金の受給権発生時に遡って
基金代行部分の過払いを発生させてしまっ
たとともに、お客様のご意向とは相違し、実
際に受け取る年金額が少ない遺族厚生年金
を選択させてしまいました。

併給選択
にかかる
説明誤り
について

説
明
誤
り

東京 中野 2010年11月28日 2011年1月24日

147

説
明
誤
り

大阪 平野 2010年11月18日 2011年1月17日

礎年 を、そ 後、 度選択 提
れ、現在は老齢基礎年金となっていることが
判明しました。

選択 を受 。
○本来、受付した翌月から変更となることを
説明すべきところ、遡及しないことを説明しな
かったため、６５歳から変更できるものと誤認
させてしまったものです。

1名 ― 0

。 を ず 伝 す を徹 。
外
部
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1名 ― 0

○お客様相談室長がお客様に電話
し、お詫びのうえ、説明しました。遅延
特別加算金請求書については、改め
て請求書を提出いただくこととなりまし
た。
○お客様が来所され、お客様相談室
長及び担当者が改めてお詫びのうえ、
遅延特別加算金請求書を受理し、了
承を得ました。

○職員へ事象の周知を行い、お客様
の立場に立った視点から検討する配
慮をもう一段進めるよう指示しました。
○また、今後について、特殊な案件の
場合は、お客様のお申出を検討し、機
構本部等に照会のうえ対応することを
確認するとともに、課員周知を徹底す
ることを申し合わせました。

外
部

○対応した職員に事情を聴取しましたとこ
ろ、お客様に、請求者の方が支払前に死亡し
たため、転給の手続きを説明し、再度の戸籍
謄本等の添付を求めましたが、了解していた
だけなかったとの回答を得ました。
○直近の申請がされており、添付書類が省
略できる可能性もあることから、お客様相談
室長が、機構本部に転給の場合の添付書類
を確認しましたところ、請求者（お父様）の未
支給請求時に続柄と生計同一関係を確認し
ているため、添付書類は不要との回答を得ま
した。
○本来ならば、申請に際して添付書類は不
要の説明をすべきところ 必要との説明を

年金請求
添付書類
の説明誤
りについて

説
明
誤
り

石川 金沢南 2011年2月16日 2011年2月16日

○お客様が遅延特別加算金請求のために来
所され、相談後、ご意見箱に「平成２２年１１
月に母が死亡し、父が特別延滞加算金の請
求を行ったが、その父も平成２３年１月に死
亡したことから、相続人である自分が相談に
来所したところ、添付書類として戸籍謄本と
生計同一証明書を求められた、直近３ケ月に
提出した書類であり、再度の提出は納得でき
ない」とのご意見が投函されました。
○確認しましたところ、添付書類の提出の必
要がなく、誤った説明をしていたことが判明し
ました。

148

149

障害厚生
年金額改
定請求に
かかる説
明誤りに
ついて 説

明
誤
り

大阪 天王寺 2011年1月26日 2011年2月23日

○送付による受付の、障害給付額改定請求
書について、その内容を点検しましたところ、
本来請求できない内容の請求書の提出があ
りました。
○請求に至った経過をお客様に電話にて確
認しましたところ、当所に電話で相談した時
に誤って説明していたことが判明しました。

○病院の精神保健福祉士より、障害厚生年
金受給者（３級）の方の額改定請求手続きに
ついて、電話による相談がありました。基礎
年金番号の記録から、額改定請求はできま
せんと回答すべきところ、年齢要件を見落し
てしまったため、申請可と判断し、申請書と診
断書を病院の精神保健福祉士に送付してし
まいました。
○その原因は、記録を確認する際に生年月
日を十分に確認してから回答すべきところ

1名 ― 0

○担当者が病院を訪問し、病院の精
神保健福祉士を通じてご本人様及び
ご家族と面談しました。お詫びのうえ、
経緯を説明しました。ご本人様より、
「制度である以上は仕方ありません。
これからは間違いのないよう案内して
ください」とのお言葉をいただきまし
た。再発防止策を説明するとともに、
同様の説明誤りを発生させないよう業
務に取組むことをお伝えし 了承を得

○今回の事象について、お客様相談
室全職員に対して説明し、誤りの発生
防止の徹底の確認を行い、今後は、
電話対応の場合は特に内容をしっか
りと確認すること、また、必ず複数人で
の確認（チェック）を行うなど慎重に対
応するよう、指示しました。 内

部

要の説明をすべきところ、必要との説明を
行ったところから、申請書を受理しない結果
となってしまいました。
○その原因は、お客様のお申出のとおり、短
期間に同一の申請先に対して同じような証明
書類の提出が必要であるのか、お客様の目
線に立った考えを行い、機構本部に確認を行
わなかったためです。

日を十分に確認してから回答すべきところ、
不注意から確認を漏らしたためと考えられま
す。

務に取組むことをお伝えし、了承を得
ました。

○お客様相談室長がお客様に電話
し、今回の事象を説明してお詫びをし
ました。
○文書回答を希望されましたので、お
詫びの文書を作成し、所長とお客様相
談室長がお客様宅を訪問し、お客様
に改めてお詫びし、文書を手渡ししま
した。

○お客様から、年金の支払についてお問合
せがありました。
○確認しましたところ、支払調整について説
明しなかったことが判明しました。

○年金相談時に、いつ支払があるかとのご
質問に、平成２２年１２月分が３ヵ月後の平成
２３年３月に支払予定と回答しました。実際
は、平成２２年１０月求職で１６日間失業給付
を受けたため、平成２２年１１月分から年金が
停止されるところ、平成２２年１２月支払では
停止されず、２か月分支払われました。結
果、平成２３年３月支払分は先に支払った平
成２２年１１月分と調整され、お客様への支
払はありませんでした。
○原因は、相談担当者が平成２２年２月支払
の内容を確認しなかったことによるものです。

1名 ―

○お客様相談室全員に今回の事象を
説明し、勉強会を実施しました。

外
部

2011年3月18日 0

老齢厚生
年金と失
業給付の
調整にか
かる支払
日の説明
誤りについ
て

説
明
誤
り

滋賀 大津 2011年2月17日150
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151

○お客様相談室内会議において、当
該事象の説明を行い、今後、同様な配
偶者加給年金の説明誤りが生じない
よう、周知・徹底を図りました。

外
部

2011年3月3日

○お客様が年金相談のため来所され、お客
様は配偶者加給年金が加算されている老齢
年金を受給されており、配偶者加給年金の
今後の支払いについて説明を行いましたとこ
ろ、２年前の相談時の説明と相違するとのお
申出がありました。
○お客様が持参された以前の相談時におけ
る資料の写しを確認しましたところ、当時の
説明が誤っていたことが判明しました。

1名 ―

○副所長がお客様に今回の事象につ
いてお詫びのうえ、今後のご夫妻の年
金支給について説明し、ご理解を求め
ましたが、誤った説明をしておきながら
何も保障できないというのは納得でき
ないと、上部組織と検討のうえ、最終
的な結論を求められました。
○ブロック本部と協議を行い、副所長
よりお客様に再度お詫びのうえ、ご理
解を求めましたが、ご理解いただけ
ず、今後は訴訟も視野に考えていく旨
のお申出がありました。

0

○お客様が受給されている老齢年金の配偶
者加給年金は、本来、配偶者様が厚生年金
の加入期間が２４０月（２０年）以上の老齢年
金を受給されると、支給が停止されると説明
すべきところ、加入期間が２６４月（２２年）以
上の老齢年金を受給されると支給が停止さ
れると誤った説明を行ったものです。
○原因としては、相談担当者が、お客様の配
偶者様の老齢年金の受給資格要件が厚生
年金の加入期間２６４月（２２年）以上であっ
たため、２６４月未満の老齢年金の受給であ
れば、配偶者加給年金は支給停止にならな
いと誤った理解をしていたことによるもので
す。

加給年金
にかかる
説明誤り
について

説
明
誤
り

香川 高松西 2006年10月27日
2009年2月13日

152

す。

2010年12月15日

○お客様から、「現在、共済年金加入中の妻
の障害特例について、平成２２年７月に老齢
年金の手続きに来所した際、説明がなかっ
た」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、障害者特例の説明が
漏れていることが判明しました。

○お客様が老齢年金の請求の際、「前もっ
て、ねんきんダイヤルに電話をして添付書類
の確認をしたところ、不要な書類を案内され
た」とのお申出があり、そのことに対応し、障
害者特例の説明を漏らしてしまいました。
○請求内容を再度確認し、適切な説明をす
べきところ、添付書類と共済の記録の間違い
があり、強いお申出となったため、冷静な対
応ができなかったことが原因です。 46,770

障害者特
例請求書
の説明漏
れについ
て

説
明
誤
り

滋賀 彦根 2010年7月8日

○担当者がお客様に電話し、障害者
特例の説明が漏れたことをお詫びし、
診断書と障害者特例請求書を送付し
ました。
○ブロック本部に経過書及び相談申
出書、老齢年金請求書類一式を送付
し、お客様へ平成２２年７月の現症の
診断書を取得していただくように依頼
しました。
○機構本部に障害者特例の処理につ
いて依頼しました。
○処理が完了し、平成２２年７月から
の障害特例に該当し、支払も遡及する
ことが確定したため、担当者がお客様
にその旨をお伝えし、了承を得ました。

○お客様相談室の朝会において当該
事象を説明し、注意喚起を図りまし
た。

外
部

1名 未払い
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○回付時に書類の脱落を防ぐため、
請求書等をビニール袋に入れ、回付
することを徹底しました。

○障害状態確認届の提出が必要な受給者
のお客様に未提出として、提出依頼の文章
をお送りしましたところ、既にＡ区役所に提出
済との回答がありました。
○Ａ区役所に確認しましたところ、年金事務
所に持参しており、年金事務所では当セン
ターへ回付していることが確認できましたが、
当センターでは受理・受付をしていないことが
判明しました。

○前日に年金事務所で受付をした請求書等
と一緒に当センターへ回付するべきところ、
回付箱に入っていなかったものです。
○調査の結果、年金事務所ではＡ区役所の
関係書類を受付、当センター行きの回付便で
回付したことが分かりました。また、同日にＡ
区役所以外にもＢ区役所の年金給付関係届
書を当センターに回付していることが判明し
ましたが、当センターには未着となっていまし
た。
○当センター及び年金事務所で保管する書
類も含め、探しましたが発見に至らず、回付
した業者にも確認をしましたが、回付中の回
付箱が破損した事実もなく どの時点で紛失

○担当者がお客様に電話にてお詫び
しました。
○障害基礎年金請求書２件について
は、区役所保管の診断書のコピーで
対応し、決定済です。
○障害状態確認届４件については、お
客様の了承を得て、医療機関から診
断書のコピーをいただき、認定・継続
受給処理済です。
○死亡一時金と未支給請求書につい
ては、請求書の提出をいただき、進
達・支払処理済です。
○死亡届２件については、１件は死亡
された方のご遺族から改めて未支給

年金給付
関係届書
の未着に
ついて

受

153 248,832
外
部

2011年1月21日

付箱が破損した事実もなく、どの時点で紛失
したものか判断することができませんでした。

15件 未払い

された方のご遺族から改めて未支給
請求が提出され、支払されました。１
件はお伺いしましたところ、未支給届
に変更可能のため改めて届を提出し
ていただき、3月機構本部へ進達しま
した。
○住所変更届については、Ａ区役所に
も控えの保管がないため、提出いただ
いたお客様の特定ができませんでし
た。
○障害基礎年金請求書１件、障害状
態確認届２件については、Ｂ区役所保
管の診断書コピーで対応し、請求書に
ついては決定済です。障害状態確認
届は諸変更締切日に間に合わなかっ
たため、機構本部に早期支払を依頼
し、了承を得ました。２件とも認定・継
続受給処理済です。

理
後
の
書
類
管
理
誤
り

愛知
事務

センター
2010年11月17日

154 0

○事務センターへの回付にあたって、
回付票と請求書との確認とコンテナ
ボックスの施錠は、複数の目による目
視確認を再度徹底しました。

内
部

○事務センターより、当所が回付した
請求書の２件が回付票には記載があ
るものの、請求書が未着（未添付）で
ある旨の連絡を受け、担当者の作業
確認をしましたところ、回付時に回付
票と請求書との確認後に回付箱に封
緘した作業であったことを聞き取りまし
た。全事務室内を捜索しましたが、発
見できませんでした。
○所長・お客様相談室長が２名のお客
様宅を訪問し、お詫びのうえ、経緯説
明し、再度、請求書を受理しました。今
後は厳重に保管管理することを伝え、

裁定請求
書の未着
について

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

愛知 大曽根 2011年2月7日 2011年2月8日

○当所から事務センターに送付した回付便を
委託業者が開封・受付作業を開始しましたと
ころ、裁定請求書等回付票に記入されている
お客様の年金請求書(国民年金・厚生年金保
険老齢給付)が入っていないことが判明しまし
た。

○調査の結果、当所では、担当者が裁定請
求書と回付票を確認し、回付便で事務セン
ターに送付したことが分かりましたが、事務
センターに回付された請求書等の中には含
まれておらず、未着となっていました。
○事務センターでも同日受付の他年金事務
所の請求書等も確認しましたが、見当たりま
せんでした。

2名 ―

続受給処理済です。
○住所変更届については処理済で
す。

後は厳重に保管管理することを伝え、
了承を得ました。

り

49



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

155

○年金事務所からの受付簿の様式を
統一し、委託業者で事務センターの受
付簿を作成することとしました。
○受付簿と返戻整理簿を共有のファイ
ルで管理し、進捗状況をグループ長が
把握することとしました。
○また、未処理書類の保管場所を施
錠の可能な書棚での管理により、書類
の保管と処理等の進捗管理の徹底を
図ることとしました。 外

部

2011年2月15日
2011年2月16日
2011年2月21日
2011年2月22日

○金融機関から年金事務所にお問合せが
あったことにより、確認しましたところ、４名の
方の年金受給権者支払機関変更届が処理さ
れていなかったことが判明しました。
○さらに、年金受給権者住所・支払機関変更
届にかかる全件確認の結果、２６名の方の届
書の未処理が判明しました。

○平成２２年１２月から平成２３年１月に年金
事務所で郵送受付をした、年金受給権者住
所・支払機関変更届について、受付簿では該
当の４件の受付が確認されましたが、変更入
力がされてなく、届の葉書の所在がわかりま
せんでした。また、２６件については、何も処
理がされておらず、不備による返戻等の可能
性がありました。
○届出された書類の保管・管理が不適切で
あったこと。書類の返戻についても管理が不
適切であったこと、さらに、未処理書類の管
理不徹底によるものです。

30名 ― 0

○担当者が金融機関の担当者様に事
情を説明し、お詫びしました。金融機
関控えの写しを送付いただきました。
○担当者が４名のお客様に電話し、お
詫びのうえ、状況を説明しました。次
回支払から変更することで、了承を得
ました。
○４名のお客様の支払変更入力処理
を完了しました。
○２６名のお客様に、確認依頼の文書
を送付し、担当者が直接電話連絡を
行いました。該当のお客様にお詫びの
うえ、変更が必要な場合は届を提出い
ただくようお願いしました。

年金受給
権者住所・
支払機関
変更届の
紛失につ
いて 受

理
後
の
書
類
管
理
誤

愛媛
事務

センター
2010年12月中旬
～2011年1月下旬

156

年金記録
に係る確
認申立書
の紛失に
ついて

受
理
後
の
書
類
管
理
誤

北海道
新

さっぽろ
2009年8月

～2009年9月頃
2011年3月2日

○お客様が来所され、「第三者委員会への
申立を行ってから１年以上経過しているが、
どうなったのか」との照会がありました。
○年金記録課職員が受付簿を確認しました
が、受付した形跡がなく、年金記録に係る確
認申立書の所在が不明となっていることが判
明しました。

○期間照会の書類については、平成２１年８
月の相談票に記載があることから、受理した
後に紛失したものと思われますが、どの段階
で紛失したかは不明です。また、年金記録に
係る確認申立書については、お客様は提出
したとのお申出でしたが、当方において紛失
した可能性もあると考えられます。
○本来は受付した書類は授受簿により担当
部署に引き継ぎを行うべきところ、作成してい
なかったこと及び書類管理が悪かったことが
原因と考えられます

1名 ― 0

○副所長と適用調査課長がお客様宅
を訪問し、お詫びのうえ、経過説明及
び状況を確認し、紛失した可能性があ
ることをお伝えし、再度、期間照会の
書類及び年金記録に係る確認申立書
の提出をお願いし、了承していただ
き、受理しました。

○全体朝礼で、書類の授受簿の作成
の徹底と書類管理の徹底を全職員へ
周知しました。

外
部

ただくようお願いしました。
○１４名の方が提出済、９名の方が変
更不要、３名の方につきましては、届
出待ちで、引き続き対応していきます。

誤
り

誤
り

原因と考えられます。

157

資格記録
の訂正誤
りについて

記
録
訂
正
誤
り

群馬 前橋 1984年12月27日 2011年1月17日

○お客様より、国民年金保険料納付記録の
照会申出書の提出がありました。
○年金記録課において、記録確認している
段階で、過去に訂正した記録が誤って訂正さ
れていることが判明しました。

○お客様のご主人様の厚生年金喪失（昭和
５９年７月）による訂正処理において、本来、
昭和５９年１月喪失を、昭和５９年７月喪失と
訂正すべきところ、それを行わなかったた
め、納めていた国民年金保険料も過誤納と
なり、お客様は少ない年金額で受給すること
となりました。その原因は、処理結果の確認
不足と思われます。

1名 誤還付 4,900

○機構本部に協議し、過誤納とされた
期間の納付記録は回復するが、充当
記録は取消となる旨の回答を得まし
た。
○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、説明しました。後日、照会申出
書の回答文と年金額仮計算書等を送
付することで了承を得ました。
○年金額仮計算書、年金額訂正申出
書を受理し、記録整備のうえ、機構本
部に再裁定を進達しました。

○今回の事象を周知し、処理結果リス
トの相互チェックの徹底を指示しまし
た。

外
部

○B様の年金加入記録の調査を行った際、
氏名検索等 より判明 た年金記録（ 様

○担当者がＡ様及びＢ様に電話し、お
詫び うえ 早急 年金加 記録を訂

○当該事象を、当所年金記録課職員
全員 周知するととも 年金記録

年金記録
統合誤

○他年金事務所年金記録課より、「Ａ様の年
金記録が別人（ 様） 記録とな る と

158
内
部

氏名検索等により判明した年金記録（Ａ様の
年金記録）がＢ様のものであるかどうかを判
断するため、本来であれば当該年金加入記
録の氏名、生年月日、住所、職歴等を確認
し、同一人の年金加入記録であると判断した
うえで統合処理を行わなければならないとこ
ろ、Ａ様の旧姓とＢ様が同姓、同一生年月日
であったため、氏名・住所・職歴等の確認を
十分に行わず、同一人と判断してしまい、
誤ってＡ様の年金加入記録をＢ様の年金加
入記録として統合処理をしてしまいました。

2名 ― 0

詫びのうえ、早急に年金加入記録を訂
正し、正しい被保険者記録回答票を送
付させていただくことで了承を得まし
た。
○Ａ様とＢ様の年金加入記録の訂正
処理を他年金事務所に依頼しました。
○Ａ様及びＢ様あてに、正しい被保険
者記録回答票を送付しました。

全員に周知するとともに、年金記録の
統合処理にあたっては、氏名、生年月
日、住所、職歴等で同一人であること
を十分に確認したうえで処理を行うこ
とを再度徹底しました。

の統合誤
りについて

記
録
訂
正
誤
り

東京 港 2010年6月24日 2011年2月18日

金記録が別人（Ｂ様）の記録となっている」と
の連絡がありました。
○Ｂ様の年金加入記録を確認しましたとこ
ろ、Ａ様の年金加入記録を誤ってＢ様の年金
加入記録として統合処理していたことが判明
しました。
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159 2名 誤還付 40,440

○担当者がご本人様に電話し、お詫
びのうえ、ご本人様の記録ではないこ
とを確認し、返納について了承を得ま
した。
○記録整備し、返納金の納付書の準
備ができたことを確認しました。
○担当者がご本人様に電話し、改め
てお詫びのうえ、納付書を送付するこ
とをお伝えし、了承を得ました。
○また、誤統合した記録の本来の持ち
主の方につきましては、特定すること
ができませんでした。

○共済記録の統合を行う場合は、ご
本人様のお申出の職歴と、統合する
共済記録の確認を徹底するよう、グ
ループ内で確認しました。

外
部

共済記録
の誤統合
について

記
録
訂
正
誤
り

本部
記録

管理部
2009年8月17日 2010年7月22日

○ご本人様から提出された共済組合等加入
記録回答票に基づき、共済過去記録を基礎
年金番号に統合していますが、このうち、共
済組合から提供された基本情報（氏名、生年
月日、性別）が基礎年金番号ファイルと相違
する方については、提供された共済組合に
基本情報相違対象者一覧を送付し、情報提
供しているところです。
○情報提供をしたＡ共済組合からＢ共済組
合連合会を通じて、別人記録を統合している
のではないかとの照会があり、確認しました
ところ、誤統合が判明しました。

○同じカナ氏名、同生年月日の方の共済過
去記録を、別人の基礎年金番号に誤って統
合してしまいました。
○ご本人様お申出の共済組合名称及び漢字
氏名の確認を怠ったことによるものです。
○統合した共済期間と国民年金期間が重複
していたため、旧社会保険事務所に国民年
金記録の整備を依頼し、旧社会保険事務所
では整備依頼に基づき、平成２１年１０月に
国民年金の期間の訂正を行い、国民年金保
険料の還付請求書をご本人様あてにお送り
し、還付してしまいました。

2名 ― 0

○今回の２名の方について、ご本人様
は記録訂正について了承済であり、再
裁定についても平成２２年９月に完了
しています。

○ブロック本部を通じて、事務セン
ター、年金事務所へ注意喚起をしまし
た。
○資格照会業務の担当者を年金記録
課に配置換し、資格照会業務と年金
記録確認申立書の受付業務そのもの
を年金記録課の所管とし、今回の焼失
名簿に係るもの等について、逐一受付
管理簿の登載状況を確認することとし
ました。

内
部

○資格照会業務の担当者が対象事業所の
被保険者名簿が戦火で焼失したとされた場
合、Ａ年金事務所で資格記録を認定できる手
続きにより、Ａ年金事務所に対し、申立人の
資格記録の認定を依頼し、申立期間通りに
資格期間を認定し、記録の訂正を行いまし
た。
○その後、年金記録第三者委員会から申立
人の申立期間について年金記録の訂正の
あっせんがされました。
○本来であれば、当所において再調査が必
要と判断した時点で、年金記録に係る確認
申立書の受付状況を確認し、速やかに年金
記録第三者委員会に対して申立の取下げ依
頼を行うべきところ、行わなかったため、本来
必要のない年金記録のあっせんが年金記録
第三者委員会により行われました

あっせん
前の記録
訂正に係
る件につ
いて

事
故
等

東京 江戸川 2010年10月13日 2010年10月28日

○年金記録に係る確認申立書に関して、年
金記録第三者委員会から記録訂正が必要で
あるとのあっせんを受け記録を訂正しようとし
ましたところ、既にあっせんと同一内容の記
録が収録されていたことが判明しました。

160

第三者委員会により行われました。
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161

不審電話
について

事
故
等

ブロック
本部

中部 2011年2月14日 2011年2月14日

○お客様から、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せの電話がありまし
た。

○電話の内容は、愛知県年金共同組合が開
催する年金国際フォーラム会議への参加の
呼びかけであり、お客様は不審に思ったた
め、電話を切られましたが、愛知県年金共同
組合という団体は、日本年金機構と関係があ
るのかというお問合わせでした。 1名 ― 0

○日本年金機構は愛知県年金共同組
合という団体とは関係がなく、日本年
金機構としてもそのような会議を行う
予定はございませんので、今後ともご
注意下さいと回答しました。

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意を促すように指
示しています。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意を促すコーナーを
作成しています。

事
件
等

身分証明
書の紛失
について

○職員から、身分証明書を紛失したとの申出
がありました。

○職員が所内トイレを利用した際、首かけ式
の名札フォルダに入れていた身分証明書が
便器内に落下し、そのまま流れてしまいまし

○職員からの報告を受け、すぐに汚水
会所の蓋を開け、内部を確認しました
が、下水本管へ流れてしまったらしく、

○所内連絡会議を通じ、身分証明書
の管理を再徹底するよう指示するとと
もに、全職員の名札フォルダの破損状

162

について

事
故
等

広島 三原 2011年2月23日 2011年2月23日

便器内に落下し、そのまま流れてしまいまし
た。
○フォルダを確認しましたところ、蓋の部分が
破損して、閉まらない状態になっていました。

1名 ― 0

が、下水本管 流れてしまったらしく、
発見できませんでした。
○機構本部へ身分証明書の再交付申
請書を提出しました。

もに、全職員の名札フォルダの破損状
況を確認し、破損分は全て交換するこ
ととしました。 内

部

163

金融機関
職員によ
る国民年
金保険料
着服事件
について 事

故
等

福島
事務

センター
2011年1月17日

～2011年2月14日
2011年2月28日

○金融機関より、「国民年金保険料領収済通
知書（以下、領収済通知書という）の報告遅
延が発生し、本日送付したので今後の対応
について相談したい」との連絡がありました。
○確認しましたところ、金融機関職員が、お
客様から受取った国民年金保険料を着服し
ていたことが判明しました。

○金融機関職員が、平成２３年１月１７日か
ら平成２３年２月１４日までに、窓口でお客様
から受取った国民年金保険料３名８件分を着
服流用したものです。

3名
8件

― 0

○金融機関では、着服事件に係る国
民年金保険料を、平成２２年度２月分
として日本銀行に払込済です。また、
被保険者様へ個別に金融機関担当者
がお詫びのうえ、説明しましたとの報
告がありました。
○事務センターにて、着服事件に係る
３名８件分の領収済通知書の入力処
理を行いました。

○金融機関に対して、今後同様な事
象を起こさないよう申し入れを行いまし
た。
○また、金融機関より、営業店窓口に
おける収納事務にかかる事故防止の
強化を実施したとの報告がありまし
た。

事
件
等

164

不審電話
について

事
故
等

島根 浜田 2011年3月3日 2011年3月3日

○お客様から、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。
○同日、他に２名のお客様からも、同様のお
問合せがありました。

○内容は、社会保険事務局と名乗った男、社
会保険事務所を名乗った者、社会保険の関
係官庁を名乗った者からそれぞれ、「医療費
の払戻しの葉書を送ったが回答がないので
連絡をした」とのことでした。受付をするため
に指示があった電話番号に電話をしたとこ
ろ、経理課と名乗り、年金の振込先を聞かれ
たとのことでした。

3名 ― 0

○機構の職員が電話にて口座番号を
聴取することはないこと、また、現在、
社会保険事務局、社会保険事務所と
いう組織は存在しないので、今後電話
があっても対応しないよう説明しまし
た。
○今回の事象について、警察相談セ
ンター及び消費者センター相談室に情
報提供し、お客様からお問合せがあっ
た場合は、上記のとおり回答してもらう
ように注意喚起を行いました。

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意を促すように指
示しています。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意を促すコーナーを
作成しています。

事
件
等

不審電話
について

○お客様が来所され、「不審な電話があった
ので、念のために確認したい」とのお申出が
ありました

○社会保険事務所の職員を名乗る者から
「還付金４２，０００円を３月末に振り込むの
で 青い封筒で用紙を送付します」とのことで

○現在は社会保険事務所の職員とは
称しないこと、年金事務所では理由な
く還付することはない旨を説明しまし

○同上

165
事
故
等

滋賀 彦根 2011年3月1日 2011年3月4日

ありました。 で、青い封筒で用紙を送付します」とのことで
した。それ以外は、何も聞かれていないとの
ことでした。

1名 ― 0

く還付することはない旨を説明しまし
た。同様の電話や文書が送付されても
応対しないように注意喚起を図りまし
た。

事
件
等
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166

年金事務
所関係職
員を装った
電話につ
いて 事

故
等

高知 高知西 2011年3月1日 2011年3月1日

○お客様から、「年金事務所から還付金等に
ついて電話案内を行っているか、確認のため
電話した」とのお申出がありました。

○お客様宅に、「社会保険事務所の者です
が、健康保険の還付金が２万円ほどある。口
座番号と携帯番号を教えてほしい」と電話が
あり、すぐにわからないと答えると、電話をか
けるようフリーダイヤルを教えられたとのこと
でした。 1名 ― 0

○年金事務所から健康保険給付金に
係る電話をかけること及びフリーダイ
ヤルをご案内することはないことを説
明し、今後もこの様な電話等には対応
しないよう説明しました。

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意を促すように指
示しています。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意を促すコーナーを
作成しています。

事
件
等

不審電話
について

○お客様から、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。

○日本年金機構の職員と名乗る男から携帯
電話で、個人情報に関するアンケート調査が
あったとのことでした。

○お客様は不審に思い、個人情報に
ついては、答えなかったとのことでし
た。

○同上

167
事
故
等

兵庫 姫路 2011年3月5日 2011年3月7日

あったとのことでした。
○内容については、「事業所の代表者はだ
れですか。年齢はいくつですか。跡取りはい
るか。子供の年齢はいくつですか」等であっ
たとのことでした。

1名 ― 0

た。
○電話でアンケートをしないことをお伝
えし、個人情報については回答しない
ようにお伝えしました。

事
件
等

168

不審電話
について

事
故
等

群馬 前橋 2011年3月4日 2011年3月7日

○お客様から、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。

○男（どこの誰からか忘れたとのこと）から電
話があり、「３年前から全世帯に電話をして、
受給している年金の種類を調査している。あ
なたの年金の種類を教えてほしい」と言われ
たとのことでした。
○お客様は不審に思い、回答しませんでした
が、本当にそういった調査をしているのです
かとのお問合せでした。

1名 ― 0

○電話での調査は一切していないこ
と、今後も不審に思ったら、回答せず
に一旦電話を切って、年金事務所など
に確認してくださいとお伝しえました。

○同上

事
件
等

169

現金詐取
を目的とす
る不審電
話につい
て

事
故
等

広島 広島東 2011年3月10日 2011年3月10日

○お客様から、「不審な電話があった」とのお
申出がありました。

○社会保険庁のキタガワと名乗る男（３０～４
０歳台）から電話があり、「昨年８月に送った
水色の封筒に対する回答がないので電話し
た。年金の戻るお金が４７，５００円あるので、
振込先の口座番号を教えてほしい」と言わ
れ、お客様は、金融機関名を答え、その後電
話が切れましたが、再度キタガワと名乗る男
から電話があり、生年月日を教えてほしいと
のことで、それも答えたとのことでした。お客
様は電話のやり取りが面倒になったので、書
類を送ってほしいと申し出たところ、一方的に
電話を切られました。

1名 ― 0

○お客様に、社会保険庁は存在しな
いこと、個人情報は回答しないように
お伝えしました。
○また、警察に情報提供しました。

○同上

事
件
等

社会保険
庁を装った

○お客様のご自宅に社会保険庁を名乗る相
手から 携帯電話で不審な電話があったとの

○「差額分返納があるので、銀行口座を教え
てほしい」との電話があり お客様は 自身

○お客様へは、日本年金機構から社
会保険庁を名乗ることはない旨を説明

○同上

170

庁を装った
不審電話
について 事

故
等

栃木
宇都宮

西
2011年2月21日 2011年3月9日

手から、携帯電話で不審な電話があったとの
お申出がありました。

てほしい」との電話があり、お客様は、自身
の口座を教えると、「旦那様の口座も教えて
ほしい」と言われましたが、教えなかったとの
ことでした。
○後日、通帳記帳しましたが、振込もなく、何
ら異常も認められなかったとのことでした。

1名 ― 0

会保険庁を名乗ることはない旨を説明
しました。

事
件
等
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171

個人情報
の収集目
的と思わ
れる不審
者の訪問
について

事
故
等

ブロック
本部

北海道 2011年3月24日 2011年3月24日

○お客様から、「不審な電話あったので、確
認したい」とのお申出がありました。

○日本年金機構の手続きのボランティアを名
乗る女が死亡されたお父様の遺族年金の手
続きの手伝いをする主旨での訪問があったと
のことでした。
○日本年金機構への手続きについては、お
客様のご家族が行っていることから、訪問者
に手続きは既に行っている旨の説明をして退
去してもらったとのことでした。

1名 ― 0

○機構の職員がそのような訪問はしな
いこと、機構等の名称を使用した不審
電話、不審な訪問がされていることを
説明しました。
○また、不審に感じた場合には、回答
せずにご連絡いただくように依頼しま
した。

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意を促すように指
示しています。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意を促すコーナーを
作成しています。

事
件
等

不審電話
について

○お客様から、「不審な電話があった」とのお
申出がありました。

○年金組合（年金機構かもしれない）のヤマ
グチと名乗る男から電話があり、年齢等個人
情報を尋ねられたとのことでした

○年金事務所が直接電話で聞き取り
のアンケートを行うことはない旨を説
明し 注意するよう喚起しました ま

○同上

172
事
故
等

新潟 新発田 2011年3月25日 2011年3月25日

情報を尋ねられたとのことでした。
○電話は今回が初めてであり、不審に思った
ので回答はしなかったとのことでした。

1名 ― 0

明し、注意するよう喚起しました。ま
た、アンケートを行う場合も年金事務
所窓口において、文書によるもので、
個人情報について聞き取りはないこと
をお伝えしました。

事
件
等
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